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最新労働安全衛生法

労働安全衛生法は、労_場で破全と衛生を確保し、 

労働災害を防止するために頻繁に改正か行われ、規制 

の内容3複肋つ^う大なものになってI、ます。本書は、 
法の全容を要説するとともに、解釈•運用上の問題につ 

し、ても最新の法令に基づき詳述したものです。

［第3版］

1999年6月発行

井上浩著
A5判 255 頁 3,500円

中央経済社 〒101東京都千代田区神田神保町1-31-2 
TEL (03)3293-3381 FAX (03)3291-4437

賛助会員•定期購読のお願い
全国安全センターの活動に御賛同いただき、ぜひ賛助会員とじC入会じC下さい。 

賛助会費は、個人•回体を問わず、年度会費で、1 1万円で1□以上です。「安全セン

夕—情報」の購読のみしたしいう方I3湖i読会員制度意しました。こち5も年度会費で、1§卽場合は賛助会 

費と同じ年1 1万円です(総会での決議摑3ありません)〇賛助会員には、毎月「安全センター惰報」をお届けする 

ほか購読料は賛助会費に含まれます)、各種出版物•資料等の無料またI3S引提供や労働安全衛生学校などの諸

活動にも参加できます。

•東京労働金庫田町支店「(普)7535803」 

•郵便振替□座「〇0150-9-545940」

名義はいずれも「全国安全センター」

全国労働安全衛生センター連絡会議 
〒136-0071東京都江東区亀戸7-10-1Zビル5階 

TEL(03)3636-3882 FAX (03)3636-3881

重要判例•主要通達による

労働基準法の運用実務
長年労働基準監督署で実務に携わってきた著者が、そ 

の体験、知識、知恵を余すところなく書き綴った実務指 

針〇実務上最も影響の大きい労働省通達とその疑問点 

に重点を置きながら、第一線での活用方法を解説。
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最 法新労災保険

実務指針とてい甜№2をベーヌに、業務上外の 
判定、給付基礎日額の算定、治癒認定等のまさに実務 

そのものといえるテーマに重点を置き、一部戦前の解釈 

にもふれながら解説。第2版では、急増する過労自殺に 

対する新しい認定基準を含め、最新の内容に刷新。
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特集/労働基準行政と情報公開

労働基準行政と情報公関 

旧労働省の体質から脱皮を

厚生労働省交渉に向けて

古谷杉郎
全国安全センター事務局長

「国民主権の理念にのっとり、行政文書の開示 

を請求する権利につき定めること等により、行政 

機関の保有する情報の一層の公開を図り、もって 

政府の有するその諸活動を国民に説明する義務 

が全うされるようにするとともに、国民の的確な理 

解と批判の下にある公正で民主的な行政の推進 

に資することを目的とする」一情報公開法(行政機 

関の保有する情報の公開に関する法律)が、いよ 

いよ2001年4月1日から施行される。

秘密通達卿ず」

これにより労働基準行政の情報公開が格段に 

進むのではないかという期待と同時に、その期待 

も裏切られるのではないかという危惧も大きい。

なぜなら、現在の情報公開法自体の問題以前 

に、労働基準行政には数々の「前科」があるから 

であり、その隠蔽体質は、以下のような「部内限」 

一秘密通達に端的に示されている。

•昭和57年2月「第三者からの文書の開示等の

要請に対する取扱処理要綱」(部内限) 

•平成4年3月31日付け基発第189号「行政情報 

公開基準の取扱いについて」(部内限)

•平成6年9月30日付け基監発第57号•婦政発第 

41号「行政手続法の施行に伴う労働基準法等関 

係法令(労災関係を除く。)に基づく業務の運営に 

当たり留意すべき事項について」(部内限) 

•平成6年9月30日付け労災管理課長•補償課 

長•労災保険業務室長事務連絡「行政手続法 

の施行に伴う労働者災害補償保険法等労災関 

係法令に基づく業務の運営に当たり留意すべ 

き事項について」

きわめつけは、2番目の平成4年3月31日付け 

基発第189号通達である。

平成3年12月11日付け情報公開問題に関す 

る連絡会議申合せとして、新たに「行政情報公開 

基準」が策定された。秘密通達ではない平成4年 

3月31日付け基発第188号労働基準局長通達「行 

政情報公開基準について」では、「今般、各省庁の 

文書担当課長で構成される『情報公開問題に関 

する連絡会議』において、別添のとおり行政情報

2安全センター情報2001年5月号



公開基準に関する申合わせがなされ、今後、国民 

一般に対する行政情報の公開•非公開の判断は、 

この行政情報公開基準により行うものとされ 

たので了知のうえ、この取扱いに遺憾なきを記 

されたい」として、全国の都道府県労働基準局長 

に行政情報公開基準を周知した。

基発第188号通達は以上が全文であるが、同 

時に出された、「行政情報公開基準の取扱いにつ 

いて」指示した基発第189号通達の方で、そこでは 

堂々と、「これ［行政情報公開基準］により労働基準 

行政としての文書開示に関するこれまでの考え方 

が変更され、公開する文書の範囲が拡大される 

ものではないJ、と明記しているのである。

「部内限蠟I編ぃ

行政情報公開基準は、情報公開を促進するため 

に策定されたものではなかったのか？しかも、この 

通達自体が、「部内限」一秘密通達なのである。

この「部内限」という不思議な取り扱いをされ 

ている通達等については、旧労働省の文書管理 

規程、秘密文書管理規程にも一切定めがない。過 

去何度も取り扱いの定めをした文書を明らかにせ 

よと迫ってきたが、一度も公表されたことがない。

「探してみたがなかった」、「大臣官房にも確かめ 

てみたが…」と回答したこともあった。それでは実際 

にはどのように「部内限」、「取扱注意」等の表示が 

つけられているのか。「『取扱注意』の方は宛名人 

限りという意味で使われているのではないか。『部内 

限』の『部内』がどこまで指しているか定かではない 

が…」、「これらの表示をつけるのは課長、局長クラ 

スだと思うが…」と曖昧であった。(監督課法規 

係長の回答一1998年4月号7頁参照)。

文書による説明を手に入れることができたの 

は一度だけ。1991年3月11日に、全国安全セン 

ターが関係市民団対等とともに「外国人労働者 

の労災問題」について労働省と話し合いをもっ 

た際に示された一片の説明書きである。これに 

は、「労働省における秘密文書の取扱いについて」、 

以下のように記されていた。

「労働省においては、秘密保全が必要で、関 

係者以外の者に知らせてはならない事項を記 

載した文書(以下「秘密文書」という。)は、『極秘』 

または『秘』に区分して取り扱っている。

『極秘』及び『秘』の区分は次のとおりである。

(1) 極秘秘密保全が高度に必要で、その漏 

えいが国の安全または利益に損害を与え 

るおそれのある秘密をいう。

(2) 秘 極秘に次ぐ程度の秘密保全が必要

で、関係者以外には知らせてはならない秘 

密をいう。

なお、秘密文書として取り扱う必要はないが、 

業務の遂行上慎重な取り扱いを必要とする文書 

については、『部内限』または『取扱注意』と表示 

して取り扱うこととしている。」

厚生労働省は、今年1月6日付けで「厚生労働 

省文書管理規程」(厚生労働省訓第21号)を策定 

している。このなかで、第6章(第55-63条)とし 

て、「秘密文書の取扱い」についても規定してお 

り、ここで秘密文書とされるのは、「極秘」、「秘」 

とされる文書のことで、基本的に旧労働省、旧厚 

生省における取り扱いと変わらない。それ以外 

に、「部内限」、「取扱注意」等とされる文書につい 

ての規定は一切ない。(なお、同規程の制定通知 

一総発第9号大臣官房総務課長通達「厚生労働 

省文書管理規程の制定について」では、「新規程 

の留意事項については、別途示す予定」とされて 

おり、これはまだ公表されていないため、示され 

ているなら公表するよう要望している。)

仮に「部内限」、「取扱注意」等という取り扱いを 

する必要があるのであれば、そのような取り扱い 

をするべき理由、根拠、取り扱いの規程等が明ら 

かにされなければならない。これは、より秘密度の 

高い「極秘」、「秘」とされる文書についてさえ、文書 

管理規程で規定されているのだから、当然のこと 

と言えよう。そして、そのような取り扱いをする理由 

が、情報公開法の規定する不開示情報としての妥 

当性をもたなければならないことも当然である。

情報公開法の施行に関連した一とりわけ開示• 

非開示の区分、基準等を示した一秘密文書が存 

在してはならないと考えるのである。旧労働省の「前
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特集/労働基準行政と情報公開

科」があるだけに、「今度こそ」開かれた情報公開 

のあり方が確立されることを強く要望する。

「部内限__麟擁ない」

先に一覧にした通達の冒頭に示した「第三者か 

らの文書の開示等の要請に対する取扱処理要領」 

(昭和57年2月)は、「近時、業務上災害の損害賠 

償請求訴訟等に関連して、裁判所、弁護士会等か 

ら災害調査復命書その他労働基準行政機関の 

所持する文書の開示等を要請される事案が多 

くみられる」ことに対応したものだった。

このときにも、「部内限」の取扱処理要綱のほ 

かに、「部内限」の表示がない昭和57年2月28日 

付け基発第128号「第三者からの文書の開示等 

の要請に対する取扱いについて」が合わせて出 

されている。

こちらでは、「回答して差し支えない事項は、① 

労働基準行政機関として調査検討が十分に尽くさ 

れ、かつ、何らの意見、判断等を含まない客観的 

事実であって、②企業の秘密あるいは個人の名 

誉、プライバシー等に属しない事項であること」、た 

だし、「回答するに当たっては、…［文書の］生の姿 

で行うことは適当で(妨:く、必要な事項に限づて別途 

回答する」、等'という一般原則を示している。

一方で、「部内限」の取扱処理要綱では、例えば、 

災害調査復命書等の記載事項では、「法違反の有 

無、内容、程度、原因、措置、再監督の要否、災 

害発生の原因等を除く」一開示しない、などという 

具体的指示を行ってし込(これだけ「除かれて」しまっ 

たら、意味のある何が開示されるというのだろう)。

合わせて、「業務運営に係る『部内限』通達等」 

については、「その内容のすべてについて部外者へ 

開示してはならないことはいうまでもなく、当該文書 

の存在そのものについても開示すべきものではな 

いこと」、と指示しているのである。

1994(平成8)年10月1日には、「行政運営にお 

ける公正の確保と透明性の向上を図り、国民の権 

利利益の保護に資することを目的」とした一行政手 

続法が施行された。

行政手続法では、①許認可等の「申請に対する 

処分」については、審査基準と標準処理期間の設 

定•公表、②許認可等の取消し、営業停止等の「不 

利益処分」については、処分基準の設定•公表等、 

などが定められている。

同法の施行に当たっては、「部内限」の表示 

がない平成6年9月30日付け基発第612号•婦発 

第273号労働基準局長•婦人局長連名通達「行政 

手続法等の施行について」等が示されている。こ 

の通達には、関係する「申請に対する処分一覧表」 

と「不利益処分一覧表」が添付されているのであ 

るが、この一覧表にはいずれも、処分内容、根拠 

条文、処分権者のみしか記載されていない。

一方、同じ日付で、「部内限」とされる基監発第 

57号•婦政発第41号監督課長•安全衛生部計画 

課長•賃金時間部労働時間課長•婦人政策課長 

連名通達「行政手続法の施行に伴う労働基準法 

等関係法令(労災関係を除く)に基づく業務の運 

営に当たり留意すべき事項について」、および、労 

災管理課長•補償課長•労災保険業務室長連名事 

務連絡「行政手続法の施行に伴う労働者災害補償 

保険法等労災関係法令に基づく業務の運営に当 

たり留意すべき事項について」も出されている。

こちらの「部内限」通達•事務連絡にも、「申請 

に対する処分一覧表」と「不利益処分一覧表」が 

添付されており、こちらには、処分内容、根拠条 

文、処分権者だけでなぐ「申請に対する処分」に 

ついては、審査基準、標準処理期間、公聴会の開 

催の有無、理由の提示の有無も、「不利益処分」に 

ついては、聴聞又は弁明の別、処分基準、理由の 

提示の有無も記載されている(1995年10月号14- 
22頁に示したものはこれである)。

行政手続法によって設定•公表すべきとされ 

ている内容が、「部内限」の秘密通達にしか記載 

されていないのである。

これらの情報を記載した一覧表を公開•公表せよ 

という再三の要望に対しては、「あれば便利とは思
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うが、作成していない」などと平気で「嘘」をついたこ 

と祕る(1998年4月号7頁参照)。小出しに部分的 

に提供したことはあるものの、旧労働省は要望に応 

じてこなかった。新たに作成するまでもなく、これらの 

秘密通達に添付された一覧表を公開•公表すれば 

すむにもかかわらず、である。

なお、この一覧表でも、労災認定基準等につい 

ては、審査基準は「昭41.1.31基発73号等」とされ 

ているだけで、関係する通達のすべては網羅され 

ていない。

この点、平成11年6月の総務庁「行政手続の公 

正及び透明性の確保に関する調査結果に基づく 

勧告」において、「申請者から照会があった場合に 

法令所管省庁の運用通達等を説明すればよいと 

考え、あらかじめ当該行政庁の審査基準として設 

定する必要がないと解しているものや、運用通達 

等が公表されている場合には、これを踏まえた当 

該行政庁の審査基準を設定する必要がないと解 

しているものがある」、「審査基準として通達集等の 

名称をそのまま列挙するのみであり、どの通達等 

のどの箇所が審査基準に該当するのか明確に 

されていないもの」がある等と指摘されている 

ことにかんがみても大いに問題があろう。

I".S驪囉謬飄霡1'

さらに,行政手続法の留意事項を示した秘密 

通達では、「部内限通達•内かん、疑義応答集等部 

内限扱いのものについては、『審査基準』とは取り 

扱わず、また、公開もしないこと」(基監発第57号• 

婦政発第41号)、「労災保険事務取扱手引等部内 

限となっている通達及び課長内かんについては、 

審査基準としては取り扱わず、また、公にもしないこ 

と」(労災関係事務連絡)と、わざわざ指示している。

「部内限」通達•事務連絡等であっても、行政手 

続法上の審査基準•処分基準に該当するものは、 

公表するか廃止せよとの再三の要望に対して、 

旧労働省は、「該当するようなものは『部内限』等 

にはしていない」と突っ張ねてきた。

例えば、労災認定基準は、行政手続法上の「申 

請に対する処分の審査基準」に該当するのだが、 

いわゆる「認定基準の留意事項」を示した文書は 

ほとんどが非公開の事務連絡である。それらの内 

容は、常識的にみれば「審査基準」に間違いない 

のであるが、「公にもしないこと」とされてしまってい 

るのである。最近では、精神障害等の判断指針の 

場合のように、労働省が自らの都合で事務連絡も 

公表する事例も見受けられるようになってきたが、 

事務連絡が前記秘密通達でいう「課長内かん」で 

あることに変わりはない。

いくつか例をあげれば、次のようなものがある。 

•平成7年2月1日付け補償課長事務連絡「脳血 

管疾患及び虚血性心疾患等(負傷に起因する 

ものを除く。)の認定基準の運用上の留意点等 

について」

•平成8年2月23日付け補償課長事務連絡「労災 

保険における『はり•きゅう及びマッサージ』の施 

術に係る保険給付の取扱いの運用上の留意事 

項について」

•平成8年11月19日付け労災監理課長•補償課 

長事務連絡「労災保険給付に係る後続請求の 

取扱いについて」(部内限)

•平成9年2月3日付け補償課長事務連絡「上肢 

作業に基づく疾病の業務上外の認定基準の運 

用上の留意点について」

•平成11年9月14日付け補償課長事務連絡「心 

理的負荷による精神障害等に係る業務上外 

の判断指針の運用に関しての留意事項等に 

ついて」

"111_111111111111_11111111111 ⑴ 11111111111111训1111111HIIIIIIIIII"1丨11""'S關精參_示

「公開する文書の範囲が拡大されるものではな 

い」と言い切った、前出「部内限」の平成4年3月31 
日付け基発第189号「行政情報公開基準の取扱 

いについて」は、前号の「なくせ『労災隠し』」特集記 

事でも指摘しているように、「具体的な文書の取 

扱い」で片っ端力ち様々な文書を非公開にしてしまっ 

ている。

部内限の表示をしている通達、事務連絡文書、

安全センター情報2001年5月号5
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内部管理運営文書、監督復命書、災害調査復命書、 

申告処理台帳、是正勧告等臨検監督等の記録•結 

果•処理経過•改善措置等に関する文書、労働者 

死傷病報告書、時間外•休日労働に関する協定届、 

就業規則届、労働安全衛生法第88条に基づく計 

画等の届出、司法事件関係文書、労災保険給付支 

給請求書等、処分に関する文書等々といった具 

合である。行政運営方針についてさえ、原則非公 

開で、「行政運営の基本方針に限って記載したも 

のは公開する」ということになっている。

付言すれば、この通達と同時期に、平成4年3 
月30日付け職発第167号「行政情報公開基準の 

運用に当たり留意すべき事項について」という職 

業安定局長通達も出されており、これも「部内限」 

とされている。この通達も、「これ(行政情報公開基 

準)により従来の職業安定行政としての文書開示 

に関するこれまでの考え方が変更され、公開する 

文書の範囲が拡大されるものではないことに留意 

されたい」と明記、「部内限、取扱注意等の表示を 

している通達は…非公開として取り扱うこと」と指示 

している。

しかし、こちらの通達は、宛先が各都道府県職業 

安定主務課長となっていることから、通達を受け取っ 

た側の地方自治体の情報公開条例に基づいて開 

示されている事例があるのである(関西労働者安全 

センターの請求で大阪府が開示した例など)。

そのためであろうが、職業安定局長はあらた 

めて、平成6年4月28日付け職発第293号「職業 

安定機関が管理する文書に係る情報公開条例 

に基づく公開請求への対応について」という通達を 

発し、「国の判断と都道府県の判断との間に齟齬が 

生じないようにすることが必要であるから、…情報 

公開条例に基づく公開請求がなされた場合は、す 

みやかにその旨を本省に連絡すること」、「本省の 

回答を待って対応すること」などを指示している。

新通達で示された具体的な文書の取り扱いは 

旧通達と変わっていないので、旧労働省としては悔 

い改めずに、地方自治体に「勝手に開示するな」 

とたがをはめたものと考えられる。しかし、この職発 

第293号通達には「部内限」の表記はないものの、 

新通達自体も、地方自治体の情報公開条例に基

づいて開示されてしまっている。

⑴冒_零賺""1に

以上みてきたことから、旧労働省の情報公開に 

対する姿勢は十分理解されることと思う。

情報公開法で不開示とすることのできる情報は、 

①個人情報、②法人情報、③国の安全•外交情報、 

④公共安全情報、⑤意思形成過程情報、⑥行政執 

行情報、の6種類とされている。

個々の内容については様々な議論もあるが、 

情報公開法が施行されたもとでは、ここで取り上げ 

たような秘密通達や非公開とされてきた文書の多 

くは、情報公開法による開示請求手続を使って開 

示させることはできるし、していきたいと考えている。

旧労働省自体も、それまで一貫して非公開として 

取り扱ってきた就業規則について、届出事業場の 

労使からの開示要請に対して、限定的ではあるが 

開示するようになった(15頁参照一平成10年2月 

24日付け基発第62号「就業規則の開示の要請等 

の取扱いについて」。ただし、これも「部内限」通達 

なので、公表されておらず、知られてもいない。)

けれども、一方で、それらの文書の多くが、本来 

は、煩わしい開示請求の手続などを経なくとも公開 

され、入手できるようになっていなければならない 

ものだとも考えるのである。

そのために、情報公開法の施行という機会に、

新生厚生労働省としての情報開示の姿勢を質

し、チェックしていきたい。

※全国安全センターではさる3月29日に、厚生 

労働省になってから初めての交渉を行った。 

例年どおり、「A.全般的事項j、「B.労働安全 

衛生関係」、「C.労災補償関係」という大枠で 

要望事項を提出したが、A.は情報公開■行政 

情報化が中心テーマになった。この文章は、 

厚生労働省交渉に向けて同省の記者クラブ 

に資料として配布したものである。今回配布時 

の内容のまま掲載し、交渉でのやりとりにつし1 
ては、次の記事で紹介する。
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「部内限』通達等も開示

専門検討会等の情報公関も
フォローアヅプと情報公開法の活用を

全国安全センターは3月29日、4年目の一厚生 

労働省になってからは初めての交渉を行った。国 

会審議が入ってしまい監督課が欠席したこと等も 

あって再度交渉の場を設定するよう要望している 

ところでもあり、今回は、情報公開に主に焦点を当 

てた「A.全般的事項」についてのみ報告する。

結論的に言えば、労働基準行政における情報 

公開は、情報公開法の施行と厚生労働省の新設 

の影響を受けて格段に変化する可能性がうかが 

えたということであろう。ただし、前稿で述べたような 

旧労働省の極端な隠蔽体質と比較しての「格段」で 

あり、現実の対応で検証することも含めてフォロー 

アップが不可欠である。

前稿で述べた「部内限」等の秘密通達について 

は、予想されたとおりでもあるが、「『部内限』等の 

表記がなされていることと情報公開法とは無関係。 

情報公開法で6類型化されている不開示情報に該 

当しない限りは開示する義務がある」ということが 

確認できた［A2⑥一16頁以下に掲載した要望事 

項の関係番号、以下同じ］。

情報公開法の施行一とりわけ開示•不開示の判 

断基準一に関連した秘密の内規•通達等は絶対 

策定しないこと、という要望に対しても、「ない」と言 

'■'III

邏囑矚置,

明した［A2⑤］。

「厚生労働省文書管理規程」(厚生労働省訓第 

21号、http://wwwcl.mhw.go.jp厂jourei/doc/tsuchi/ 
kitei2.pdf)の第6章「秘密文書の取扱い」によって 

「極秘」、「秘」とされる文書以外に「部内限」等の表 

記や取り扱いをする根拠は、旧労働省においても、 

旧厚生省においても存在しなかったし、厚生労働 

省になった現在も存在せず、策定するつもりもな 

いという。情報公開法上の不開示情報に該当す 

る文書にどのような表記をするかといったことにつ 

いて指示した'文書も存在していない。

であるならば、不透明さを排除するためにも、「部 

内限」等の表記や取り扱い自体を廃止されたいと 

要望したが、これについては明答が得られなかっ 

た。やりとりの最後は、「旧厚生省ではほとんどそう 

いう取り扱いはなかったので、はじめて［旧労働省 

の］実態を聞かせているわけなのですが、なかな 

かこの場でどうするということは答えられない」とい 

う情報公開文書室の担当者の発言だった。

しかし、旧労働省関係の各課の担当者は、これ 

までの「部内限」等通達を廃止するつもりはないと 

言明［A2⑤］しているし、労災認定基準の運用上 

の留意事項を示した事務連絡等が行政手続法上 

公にすべきとされている審査基準に該当するとい 

う問題についても、いかにも官僚答弁だが、「審査 

基準としては取り扱われていないと承知している」 

という回答であった(ただし、「不開示情報にあたる
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部分を除き当然開示する」とも言っている)［A2⑧］。

このような状況なので、引き続き監視をゆるめる 

わけにはいかないと考えている。

実際問題としては、具体例としてあげたいくつか 

の「部内限」通達等は、公共安全情報一犯罪の予 

防•捜査等に支障を及ぼすおそれがある一という 

不開示理由に該当する部分等を除くものがあり得 

るという発言はあったものの、ほとんど開示される 

模様である。

健康保険や国民健康保険では実現しているの 

に労災保険では認めてこなかったレセプト(診療報 

酬明細書)の本人に対する開示も、健保の場合と 

同様に医療機関の了解が得られればという条件 

付きながら、可能であることも確認できた。そのよ 

うな取り扱いについて示した文書は「ない」が、労 

働基準局労災補償部補償課として従来の方針を 

転換し、昨年実例が1件あったということである。

今後、現場一労働基準監督署レベルで問題に 

なってくると予想される就業規則や時間外•休日労 

働に関する(36)協定、監督結果、労働者死傷病 

報告、労働災害調査結果等々の開示に関しては、 

監督課が欠席したこともあって今回は十分詰めら 

れなかった。

ただし、個人情報および法人情報が情報公開法 

上の不開示情報とされていることを根拠に不開示 

となる場合が多いことが予想される。とりわけ本人 

からの開示請求に対して、個人情報であることを 

理由に不開示とする場合が問題となろうが、情報 

公開法はこの問題の解決を「先送り」していて、現 

行では開示請求者が本人であるかどうかを問わず 

に、個人情報を不開示とすることができるとしてい 

るからである。

交渉の場で提供された厚生労働事務次官通知 

「情報公開法の施行及び厚生労働省が保有する 

行政文書の開示請求に対する開示決定等に係る 

審査基準」(平成13年3月19日付け厚生労働省 

発総第 20 号、http://kukai.mhlw.go.jp/p_doc/ 
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html/ShinsaKijun.htm)も「本人からの開示請求」 

について、以下のように書いている。

「本法の開示請求制度は、何人に対しても、請 

求の目的の如何を問わず請求を認めていることか 

ら、本人から、本人に関する情報の開示請求があっ 

た場合にも、開示請求者が誰であるかは考慮され 

ない。したがって、特定の個人が識別される情報で 

あれば、…［一定の例外］…に該当しない限り、不 

開示となる」。

いずれにしろ、今後の現場段階における取り組 

みの課題だろう。

鼸酮嚅11屢驛醑K
審議会に関しては、中央労働基準審議会、労災 

保険審議会、じん肺審議会の3つが統合されるか 

たちで、新たに「労働政策審議会」が設けられた。 

同審議会には、7つの分科会一①労働条件分科 

会、②安全衛生分科会、③勤労者生活分科会、 

④職業安定分科会、⑤障害者雇用分科会、⑥職 

業能力開発分科会、⑦雇用均等分科会、および、 

9つの部会(以下の括弧内は各部会が置かれる上 

部にあたる分科会)一労災保険部会(①)、じん肺 

部会(②)、中小企業退職金共済部会(③)、雇用 

対策基本問題部会(④)、雇用保険部会(④)、民 

間労働力需給制度部会(④)、勤労青少年部会 

(⑥)、家内労働部会(⑦)、が置かれる。

総務庁行政監理局等の「審議会等の公開等の 

推進状況に関するフォローアップ調査結果」によ 

ると、会議自体を公開している審議会等は40.1%、 

議事録を公開しているもの73.6%、議事要旨のみ 

の公開は20.4%で平成8年の第1回調査の46.0% 
から半減している。旧労働省はこの面で圧倒的に 

遅れてきたのである。

審議会の会議自体および情報の開示の促進は 

われわれのかねてからの要望であったが、今回、 

労働政策審議会の本審議会および安全衛生分科 

会、じん肺部会の3つについては、会議自体を公 

開することが決定された(その他の分科会•部会は 

「非公開」を決定済み)。「議事録については、本審

%25e5%258f%25b7%25e3%2580%2581http://kukai.mhlw.go.jp/p_doc/


全国安全センターの厚生労働省交渉(2001.3.29、左側が全国安全センター側出席者、中央が井上浩議長)

議会、分科会、部会を問わず、文書閲覧窓口やホー 

ムページで公開。配布資料等も基本的に文書閲 

覧窓口で公開する。できるだけ公開を進めていき 

たいというのが方針」、とのことである［A3③］。

もちろん、審議会の資料等も当然行政文書に 

該当するので、情報公開法に基づく開示請求の対 

象となり、同法上の不開示情報でなければ開示さ 

れることになる［A3④］。

専門家検__^等も公開

いわゆる専門家検討会等は、「大臣等の決裁を 

経て行政機関職員以外の有識者等の参集を求め 

る会合」、「審議会等とは異なりあくまでの行政運営 

上の意見交換、懇談の場」としての「懇談会等」とい 

う範疇で«られる(「いかなる文書においても『設 

置する』等の恒常的な組織であるとの誤解を招く表 

現を用いないものとする」ともされている)。

昨年の旧労働省との交渉の時点では、労働安 

全衛生•労災補償関係で「審議会等台帳」に記載 

されていた懇談会等は、「これからの産業保健の 

あり方に関する検討委員会」(平7.4.26の報告書 

の提出をもって活動終了)のみであった。

しかし、われわれの要望を受けて、その後昨年 

8月1日時点で、台帳未掲載の懇談会等について 

一斉に掲載され、その後も参集を求めるごとに掲 

載しているとのこと。今回の要望を受けて漏れてい 

るものがないか各課において確認したということも 

明らかにされた。これによって存在と目的、参集者 

の氏名等公表された懇談会等は、以下のとおりで 

ある。

さらに情報公開文書室として、「審議会等台帳の 

ホームページ上での公開はやっていなかったが、 

ご指摘を踏まえて次の更新の段階で、新しく出てき 

た資料についてはホームページに載せるという方 

向で今後対応していきたい」という方針も表明され 

た。成果物(報告書)や議事録等の資料等の開示

安全センター情報2001年5月号9



特集/労働基準行政と情報公開

についても改善が進みそうである。［以上、A3⑤］

ただし、別のやりとりで、安全衛生部化学物質調 

査課が参集を予定している管理濃度の見直しに関 

する検討会について、懇談会等に該当するので 

はないかと質したところ、担当者はその場では判断 

できず、後日、「該当するものと考えるので、参集 

し次第、台帳に掲載する」と回答してくるという具合 

なので、フォローアップが必要である。

•労災保険制度のあり方に関する研究会(平11.10 
報告)

•労働基準法施行規則第35条定期検討のため 

の専門委員会(昭53.12.1第1回会合)

•義肢等補装具専門家会議(平元.9.29第1回会
合)

•じん肺症患者に発生した肺がんの補償に関す

る専門検討会(平12.12.5報告)

•振動障害の検査手技に係る技術専門検討会(平

11.10.29第1回会合)

眼の障害認定に関する専門検討会(平11.12.22 
第1回会合)

精神•神経の障害認定に関する門検討会(平

12.2.9第1回会合)

耳鼻咽喉の障害認定に関する専門検討会(平

12.7.26第1回会合)

小規模事業場における健康確保方策の在り方 

に関する検討会(平11.9.10第1回会合)

労働者の健康情報に係るプライバシーの保護 

に関する検討会(平12.7.14中間取りまとめ) 

健康診断の有効的活用に関する評価調査研究 

評価会議(平11.7.9第1回会合)

脳•心臓疾患の認定基準に関する専門検討会

(平12.11.8第1回会合)

VDT作業に係る労働衛生管理に関する検討会 

(平12.12.21第1回会合)

厚生労働省の政策評価実施要領

「労災隠し」根絶、安全健康確保に具体的目標を

全国安全センターのパブリック■コメントと回答

厚生労働省に対する要望事項A5①では厚 

生労働省としての「政策評価実施要領」につい 

て質しているが、要望提出後に「厚生労働省政 

策評価実施要領(案)Jが示され、3月7-21日に 

パブリックコメント手続が実施された。全国安全 

センターでは9項目にわたる意見を提出したが、 

3月29日にその結果が示された(http://www. 
mhlw.go.jp/public/kekka/p0329-l.html)。以 

下に提出した意見とそれに対する厚生労働省 

の考え方を紹介する。

なお、3月30日付けで「厚生労働省政策評 

価実施要領J (http://www.mhlw.go.jp/houdou/ 
0104/h0406-l.html)が策定され「平成13年 

度において社会保険庁が達成すべき目標」 

(http://www.mhlw.go.jp/houdou/0104/h0406 
-3.html)も公表されている。

今後公表される厚生労働省としての「運営方 

針」に、われわれの意見が反映されるかどうか 

注目していきたい。

XXX
1.評価の対象となる「政策」の範囲•内容が

わかりにくい。【注】旧労働省における5年計
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•職業がん対策専門会議(平12.11.17検討結果 

報告)

•じん肺有所見者の肺がんに係る医療実践上の 

不利益に関する検討会(平12.12.25第1回会 

合)

委託研究__!酿果の么表

昨年、労働安全衛生、労災補償に関連した委託 

研究等について、現在進行中のものの一覧、及 

び、過去10年間の業績の一覧を示されたいとい 

う要望をしたが、双方の関係部署とも、「委託研究 

等」と言われても、何をさしているのかよくわからな 

い⑴というの回答であった。政府の「行政の情 

報化の推進」の関連では「白書•年次報告書、調査 

研究報告書及びこれらに類するもの」という記述 

がある。また、厚生労働省のホームページでは、 

「白書,法令など」のコーナーの中に「調査研究」と 

いうコーナーが設けられ、各年度の厚生科学研 

究費補助金各研究事業の概要および厚生科学研 

究成果抄録データベースが提供されている。

「調査研究」でも「委託研究」でもどちらでもよい 

が、それらに類するものの、少なくとも成果物は情 

報公開法による開示の対象になるものと理解する 

ところである。

昨年12月25日に発表された「21世紀の労働衛 

生研究戦略協議会報告書」では、「研究の重要性 

について国民的理解を得る」こととしているが、労 

働衛生研究に限らず、研究の成果が公表され、現 

場で活用できるようにしなければ、国民の理解が 

得られようはずもない。

今回あらためて、労働安全衛生、労災補償に関 

連した調査研究ないし委託研究やそれに類するも

画の「労働災害防止計画」等および毎年度 

の「労働基準行政運営方針」等に掲げられ 

る各項目は、すべていずれかの政策評価の 

対象となる等、わかりやすいかたちで示すベ 

きである。

2. その際、「労働災害防止計画」や「労働基 

準行政運営方針」等のうちの新規政策の項 

目は、「予算、財政投融資及び税制に関わ 

る事務事業の導入並びに規制の新設」に該 

当しないものも、すべて事業評価の対象とす 

べきである。

【厚生労働省の考え方】政策評価の対象 

は、基本的に厚生労働行政全般ですが、ど 

のような政策•施策•事務事業を、いつどの 

ような方式によって政策評価を行うのが適切 

かと.いうことについては、現在、検討を行っ. 

ているところです。

3. 「労働災害防止計画」等の長期計画を実 

績評価における「基本目標」、「労働基準行 

政運営方針」等を同じく「施策目標」.「評価指 

標」等と位置づけることも検討されたい。

【厚生労働省の考え方】今後さらに検討を

進めて行きたいと考えています。

4.第8次労働災害防止計画(1993-1997年 

度)では、死亡災害、重大災害及び重篤な 

職業病の大幅減少と労働災害発生件数の 

おおむね25%減少等という達成目標を掲げ 

ながら、第9次労働災害防止計画(1998- 
2002年度)では、その達成状況の評価•総 

括が行われていない［1998年3月号参照］。 

労働基準行政運営方針に掲げながら、実行 

されないまま、翌年度以降の方針では消え 

てしまうという項目も現にあった。政策評 

価を実行するなかで、このようなことが生 

じないようにされたい。

【厚生労働省の考え方】第9次労働災害防 

止計画については、中央労働基準審議会 

における審議の中で、評価等を行った上で 

策定したものです。 ,

なお、今般0政策評価においては、実績 

評価において設定した施策目標や評価結果 

等は公表することとしております。

安全センター情報2001年5月号 11



特集/労働基準行政と情報公開

のについて、現在進行中のものの一覧および過 

去10年間の業績の一覧を示すよう要望した。［A3 
⑦］

これに対する回答も去年までとは様変わりで、こ 

れまでまったくと言っていいほど開示されなかった、 

どのような調査研究が行われているか、その成 

果物についても入手できるようになりそうである。現 

在各課に問い合わせていることもあり、その結果 

についてはあらためて順次紹介していきたい。

その他こまかいやりとりは後掲の交渉の記録を 

参照していただきたいが、今回の交渉結果を踏ま 

えて、情報公開法の活用と合わせて考えてい(ただ) 

きたいのは、情報公開と行政情報化推進が表裏 

一体の関係にあるということである。

情報公開法では、「行政機関の長は、この法律 

の適正かつ円滑な運用に資するため、行政文書 

を適正に管理する」ものとされ、各省庁連絡会議 

の「行政文書の管理方策に関するガイドライン」や 

「厚生労働省文書管理規程」等が策定されている 

［A2②］。行政文書は基本的にファイル単位で管 

理され、「行政文書ファイル管理簿」は情報公開 

窓ロやホームページ等で閲覧に供される(行政 

ファイルの名称等は開示されるが、個々の文書 

については基本的にわからない)［A2③④］。

一方で、「行政情報化推進基本計画」と「共通実 

施計画」、「各省庁別行政情報化推進計画」等の 

策定やe-japan(電子政府)戦略等々のもとで［A4 
①］、「白書等、告示•通達等」や「統計調査結果」等 
のデ_タベース化やインターネットによる提供［A5 

③④］、「行政手続の案内•教示、様式」や「申請•届

5. 実績評価における「基本目標」、「施策目 

標」•「評価指標」、総合評価における「特定 

のテーマの設定」についても「速やかに公 

表する」ものとするとともに、あらかじめ 

案を公表し、パブリック•コメント手続を 

実施して決定すべきである。

【厚生労働省の考え方】御指摘のような事 

項はパブリック•コメントを行うこととはしてい 

ませんが、公表を行うとともに、御意見を受 

け付け、内容の見直しも適宜行っていくこと 

としております。

6. 「速やかに公表する」こととされている各方 

式の評価書•評価結果についても、あらか 

じめ案を公表し、パブリック•コメント手続を実 

施して確定すべきである。

【厚生労働省の考え方】評価書は、基本的 

に厚生労働省としての評価を明確にするも 

のであり、このためパブリック•コメントの手 

続をとることは予定しておりませんが、内容 

を公表するとともに、随時御意見をいただく 

ことにより、厚生労働行政の改善に活かして 

まいりたいと考えております。

7. 厚生労働省としての基本目標、施策目標• 

評価指標の設定にあたって、以下のことを 

実現すべきである。

① 労働者の安全と健康に関しては、ハザー 

ド(危険有害要因)、リスク、症状•兆候、傷 

病等をできるだけ特定した数値目標を策定 

すること

② 「労災隠し」、労災保険の未手続事業の解 

消のための具体的目標を策定すること

③ 国民の安全と健康に関しては、職業上、 

環境上の要因•影響に関する指標を開発し 

て、目標を策定すること

【厚生労働省の考え方】基本目標、施策目 

標、評価指標については現在検討中ですが、 

様々な御意見を参考にさせていただきたい 

と考えております。

8. 政策評価においては、必要性、効率性、 

有効性、公平性、優先性に加えて、透明性、 

迅速性の観点も重視すべきである。

【厚生労働省の考え方】今後の運用に当
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出等手続」のオンライン化［A5②⑤］、「ノーアク 

ション•レター制度(行政機関による法令適用事 

前確認手続)」［A5⑥］等々、様々な施策が展開さ 

れている。これらの施策についても今回の交渉 

で取り上げ、とくに行政手続関係では、申請に対 

する処分についての審査基準として、「部内限」 

通達も含めたすべての関係通達を個別具体的 

にわかりやすく提供するよう要望している。

交渉当日の3月29日には、行政情報化推進各 

省庁連絡会議了承とじて「行政情報の電子的提供 

に関する基本的考え方(指針)」が策定ざれ、平成 

13年度早期に、厚生労働省におけるその「実施 

方針」も策定•公表される予定である。この指針 

では、「電子的に提供する情報の内容」として、以 

下のものをあげている。

①行政の諸活動に関する情報(広報資料につ 

いても充実し電子的に提供)

たって、ご指摘の点を留意していきたいと考 

えます。

9.厚生労働省内に設置される「政策評価の 

実施に関する関係課長会議」における審議 

等について、逐次速やかに公表すべきであ 

る。

【厚生労働省の考え方】「政策評価の実施 

に関する関係課長会議」は、専ら必要に応 

じて行ぅ情報交換.連絡調整の場ですのでそ 

の内容を公開することはしていませんが、会 

議資料は、情報公開の対象となるものと考 

えております。

【注】

平成13年1月15日付け政策評価各府省連 

絡会議了承「政策評価に関する標準的ガイド 

ライン」(http://www.soumu.go.jp/kansatu/ 
gaido-gaidorainl .htm)では、政策評価の対象 

とじCの「政策」を「政策(狭義)J、「施策」、「事務 

事業」に区分し、政策評価の方式との関係を以 

下のように説明している。

①事業評価一事務事業が中心、必要に応

(i) 行政組織、制度等に関する基礎的な情 

報(例:組織、任務、所管法令、所在地、幹 

部名簿、電話番号、所管法人等)

(ii) 行政活動の現状等に関する情報(例：主 

要施策•事業に関する方針•計画、事業の 

成果•進ちょぐ伏況、統計資料等)

(iii) 予算及び決算に関する情報

(iv) 評価等に関する情報(例：各省庁の政 

策評価の運営方針•実施結果、総務省に 

よる行政評価の実施結果等)

② 社会的な有効活用に資する情報

③ 法令により公表等が義務付けられている情 

報

④ 反復継続的に情報公開法に基づく開示請求 

が見込まれる情報

4月1日からは、電子政府の「総合相談窓口シ 

Xt'Aj (http://www.e-gov.go.jp/)として、政府

じ、おおむね施策として捉えられる行政活動 

のまとまりについても対象

② 実績評価一共通の目的を有する行政活 

動の一定のまとまり(おおむね施策程度の 

まとまりに相当)を対象、各府省の主要な施 

策等に関し幅広く対象

③ 総合評価一特定の行政課題に関連する 

行政活動のまとまり(おおむね政策(狭義)や 

施策ととらえられる行政活動のまとまりに相 

当)を対象

(イ)政策(狭義)一特定の行政課題に対応す 

るための基本的な方針の実現を目的とする 

行政活動の大きなまとまり

(ロ)施策一上記の「基本的な方針」に基づく 

具体的な方針の実現を目的どする行政活動 

のまとまりであり、「政策(狭義)」を実現するた 

めの具体的な方策や対策ととらえられるもの 

(ハ)事務事業一上記の「具体的な方策や対 

策」を具現化するための個々の行政手段と 

しての事務及び事業であり、行政活rjrn 
動の基礎的な単位となるもの _
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特集/労働基準行政と情報公開

の行政機関の情報を総合的に検索案内するサー 

ビスも運用を開始しているところである。

情報公開法が施行されたからといって、行政 

文書はすべて同法による開示請求手続を経な 

ければ入手できないということになってしまっ 

ては、煩わしく費用もかかるばかりでなく、かえっ 

て同法の趣旨に反すると言わねばならないだ 

ろう。電子的提供に限定せずに、情報公開法によ 

る開示請求手続を必要とせずに入手できる行 

政情報を、量と質の両面において充実させる取 

り組みを一層強化していきたい。

同時に、情報公開法を活用するにあたって、前 

出の「行政ファイル管理簿」をぜひ研究じてい(fcZS') 
きたいと考える。

4月1日から、「厚生労働省の情報公開につい 

て」というホームページ(http://koukai.mhlw.go. 
j p/p_doc/index2.html)が利用可能になっており、 

その中の「行政文書ファイルの検索」-*「よりく 

わしく検索する場合はこちらへ」-*「行政文書分 

類基準表参照」に入ると、24の「大分類」が示され、 

—「中分類」j「小分類」へと絞り込んで、「行政文 

書ファイル名」と「管理担当課•係」を検索するこ 

とができる。そこで具体的な「行政文書ファイ 

ル」を選択すると、そのファイルの作成者、作成 

(取得)時期、保存期間、保存期間満了時期、媒体 

の種別、保存場所、保存期間満了時の措置結果、 

備考がわかるという仕組みである。

ファイルの総数は4月の時点で、大分類でみ 

ると、「労働基準」一5,918、「労働基準安全衛生」 

一933件、「労働基準労災補償」一1,765、などと 

なっている。ここで情報の所在を確認したうえ 

で、開示請求手続を行う、というのが情報公開法 

の活用方法のひとつである。

実際にチェックをはじめてみて、い■くつか気がつ 

いたこと；^ある。

すでにふれた「委託研究」という用語が、小分類 

項目としてあるのだが、その保存期間が、安全衛

生部化学物質調査課の関係では30年、労災補償 

部労災管理課の関係では5年、同補償課の関係 

では3年と異なっているのである。

情報公開文書室に確認してみたところ、行政 

文書の保存期間は、情報公開法施行令別表第2、 

厚生労働省文書管理規程別表第2「行政文書保 

存期間基準表Jで決められているから同じはず 

ということで、調べた結果は、「調査又は研究の 

結果が記録されたもの」という区分で保存期間 

3年が正しいということであった。

また、大分類「労働基準安全衛生」一中分類「労 

働衛生」の中には、69項目もの小分類項目が掲 

げられているのだが、検索をかけてみると1件もヒッ 

卜しない一文書ファイルが存在しないことになって

いる〇

そのこともあったため、交渉の場での回答は「ホー 

ムページではプラス•アルファの情報が入ったかた 

ちで提供している」ということではあったが、交渉後 

あらためて「行政文書分類基準表」自体を提供して 

もらった［A2②］。これは819頁におよぶ部厚なも 

ので、大分類、中分類、小分類、標準行政文書ファ 

イル名、保存期間の欄のある一覧表で、こちらで 

ざっとみると中分類「労働衛生」のファイルも多数 

掲載されている。

システムのミスではないかと指摘してあるが、こ 

れらのシステムや帳簿は立ち上がったばかりとい 

うこともあって完全なものとは言えないようだ(情報 

公開文書室でも不要な項目もある等改善の余地 

があることは認めていた)。

非意図的に、または、意図的に隠されている情 

報がないかも含めてチェック•監視していく必要が 

ある〇

都道府県労働局等にかかる「文書ファイル管理 

簿」も各窓口で閲覧でき、厚生労働省の情報公開 

窓ロにも全国分が備え付けられている。ぜひ一度 

チェックしてみていただきたい。

そしてもちろん、これらの作業をしてからでなけ 

ればできないということはないので、ぜひ情報 

公開法による開示請求手続を実際に行ってい 

ただきたい。本誌面ではそれらの経験も 

紹介していきたいと考えている。
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基発第62号［部内限］ 

平成10年2月24日 

都道府県労働基準局長殿

労働省労働基準局長

就業規則の開示の要請 

等の取扱いについて

労働基準法第89条第1項に定められている就業規則, 

の届出制度の趣旨は、労働基準監督機関が就業規則を 

審査し必要な指導を行うことにより、届出事業場における 

法定労働条件の遵守を回らせることにあり、就業規則の 

内容が第三者に開示されることになると企業の競争上の 

利益が害されるおそれがあることから、第三者から労働 

基準監督署に対し就業規則を開示するよう要請があって 

も、「第三者からの文書の開示等の要請に対する取扱実 

施要領(昭和57年2月)Jに基づき、原則とじTこれに応ず 

ることはできないものである。

しかしながら、届出事業場に所属する労働者等であっ 

て、本来当該事業場の就業規則を知り得べき立場にある 

者から労働基準監督署に就業規則の開示の要請があっ 

た場合においては、下記のとおり取り扱うこととするので 

遺憾なきを期されたい。

記

1届出事業場の労働者等からの開示の要請への対応 

について

労働者が就業規則の内容を確認したい場合には、労 

働基準法第106条第1項の規定に基づき労働者に就業 

規則を周知すべき義務を使用者が負って1/场ことから、本 

来使用者に対しこの義務の履行を求め、事業場において 

就業規則を閲覽する方法によるべきものである。

しかしながら、使用者がこの周知義務を履行せず、問 

題が生じていると認められる場合には、本来就業規則の 

内容を知り得べき立場にある者か否かを基準に、労働基 

準監督署Iこ届け出られている就業規則を以下により開示 

することとして差し支えないものである。

なお、届出事業場の労働者等からの開示の要請があっ 

た場合には、単に就業規則の開示の問題としてのみ対応 

するのではなく、当該労働者等が就業規則の開示の要請 

をするに至った理由を確認し、就業規則の周知義務の履 

行を含め法定労働条件の履行確保上問題があるときに 

は、必要に応じ、当該事業場に監督指導を実施すること。

(1)届出事業場の労働者

イ届出事業場の労働者かe>の開示の要請に対じては、

当該事業場において労働基準法第106条第1項によ 

る周知義務が履行されているか否かを聴取し、その義 

務が果たされておらず、かつ、使用者に求めても閲覧 

できる状況にないと判断される場合には、労働基準監 

督署において保存している範囲の就業規則を、その後 

の改正等により現在効力を有していない場合もあり得 

る旨を説明の上、閲覧させ、又は説明する等により開 

示して差し支えないこと。

ロ開示に当たっては、身分証明書、健康保険証、給与 

明細書等iciり届出事業場の労働者であることを確認 

すること。

(2) 届出事業場の退職労働者

届出事業場の退職労働者からの開示の要請に対して 

は、上記(1)に準じて取り扱うこと。

ただし、就業規則の開示に当たっては、当該退職労働 

者と当該事業場との権利義務関係に係る規定に限るTと

(3) 労働者の委任を受けた者等

上記の労働者等の委任を受けた者及び当該労働者等 

で構成される労働組合の組合員であって当該事業場に所 

属していない者からの開示の要請に対しては、就業規則 

の周知の対象者ではなく、本来就業規則を知り得べき立 

場の者ではないので、その要請に応ずる乙hはできないも 

のであること。

⑷ 届出事業場の使用者

届出事業場の使用者か8の開示の要請に対しては、要 

請理由及び当該使用者であることを確認した上で、労働 

基準監督署において保存して1込範囲の就業規則を閲覧 

させる等により開示して差し支えないこと。

(5)使用者の委任を受けた者

上記の使用者の委任を受けた者からの開示の要請に 

対しては、書面により当該使用者の委任を受けているこ 

とを確認した上で、上記⑷に準じて取り扱って差し支え 

ないこと〇

2就業規則の保存について

(1)保存期間
就業規則の保存期間は各局の文書保存規程において 

定めることとされているが、その期間は永年である必要は 

ないものであり、一定の保存期間で廃棄じお差し支えない

こと。

ただし、永年保存としているなどの従来からの取扱い 

の趣旨を踏まえつつ、事業場における労働条件等を把握 

するための重要な資料であることを念頭にお,き、就業規 

則の各項目について最新の届出のあったもの'を保存して 

おくことが望ましいものであること。

(2)保存方法
就業規則を効率的に活用できるよう、その整理 

保管及び索引簿等の作成を的確に行うこと。
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特集/労働基準行政と情報公開

労働安全衛生•労災補償に関する要望事項と回答 

厚生労働省交渉の記録(その1)
2001年3月29日厚生労働省1階共用第4会議室

A.全般的事項

1. 省庁統合
① 省庁統合•改革(ひって、中央、地方いずれのレベノレ 

においても、労働基準、労働安全衛生、労災補償等関 

係施策が後退することなく、かえって従来の縦割り行政 

の弊害の改善に努められるよう、あらためて要望する。

② 新生厚生労働省とじて、とりわけ現場段階において、 

労働基準監督署と保健所の関係を密にして事業場監 

督の際等必要に応じて同行するようにして、相互に関 

係する事項を通報するようにすること。また、労働基準 

監督署と社会保険事務所との協力関係を密にじく■、と 

くに労災隠しと労災保険、社会保険の未届未加入事業 

場対策を進めるようにされたい。

【ここではやりとりなし】

2. 情報公開
①2001年4月1日の情報公開法(行政機関の保有す 

る情報の公開に関する法律、平成11年法律第42号、 

http ://www. somu. go.j p/gy oukan/kanri/kanri_f.htm で 
入手可)の施行に関連した厚生労働省およ&/または 

労働基準局以下内部部局の内規•通達等(②の「行政 

文書の管理に関する定め及び管理規程」を除く)があ 

れば示されたい。また.現在なぐrも策定する予定があ 

れば、お聞かせ願いたい。

【回答：大臣官房総務課情報公開文書室】 

情報公開法上開示請求があった場合に開示決定• 

不開示決定をしなtナればならず、この決定は行政処分 

に当たるので、行政手続法に基づきその審査基準を 

あらかじめ策定することになっている。先週、厚生労 

働省における開示•不開示決定の際の「審査基準」を 

策定したので提供させてvゝただく 生労働省発総第 

20厚生労働事務次官通知「行政機関の保有する情報 

の公開に関する法律等の施行及び厚生労働省が保 

有する行政文書の開示請求に対する開示決定等に 

係る審査基準について(依命通知)J、http://koukai. 
mhlw.go.jp/p_doc/html/ShinsaKijun.htm) 〇

ホームページ上では、「情報公開」の専門のコーナー 

を設け(http://koukai.mhlw.gQ.jp/p_doc/index2.htrnl)、 

そこに、この基準や後の関連の行政文書ファイル管 

理簿等、一連の資料をすべて掲載して、4月1日から 

利用可能とする予定である。

②情報公開法第37条及び同法施行令(平成12年政令 

第 4J■号、http://www.somu.go.jp/gyoukan/kanri/ 
kanri_f.htmで入手可)第16条に基づき、「行政機関の 

長は、この法律の適正かつ円滑な運用に資するため、 

行政文書を適正に管理する」ものとされ、「行政文書の 

管理方策に関するガイドラインJ (平成12年2月25日各 

省庁事務連絡会議申合せ、http://www.somu.go.jp/ 
、jgyoukan/kanri/kanri_f.htmで入手可)も策定されてい 

る。また、情報公開法秦37条第2項では、「行政機関の 

長は、行政文書の管理に関する定めを設けるとともに、 

これを一般の閲覧に供しなければならない」とされ「行 

政文書の管理方策に関するガイドライン」の第7「行政 

文書の管理に関する定め」では、「必要な内部部局、特 

別の機関、施設等機関、審議会等又は地方支分部局 

がある場合には、当該行政機関の長の定める「行政文 

書の管理に関する定め」の中での位置付けを明確にし 

た上で、当該定めに準じた管理規程を整備することが 

できる」としたうえで、「行政文書の管理に関する定め及 

び管理規程を一般の閲覧に供する方法については、閲 

覧所に備え置くほか、インターネット•ホームページに 

登載する等積極的な提供に努めることが望まれる」とし 

ている。

"2001年1月6日付けで「厚生労働省文書管理規程」 

(厚生労働省訓第21号、http://wwwcl.mhw.go.jp/ 
"hourei/doc/tsuchi/kitei l.pdf)及び「厚生労働省文書 

決裁規勸嫩労働省訓第20号、http://wwwcl.mhw. 
go.jp/_hourei/doc/tsuchi/kitei2.pdf)が策定され、ホー 

ムページで公表されているが、この「文書管理規程」第 

41条で別に定めるhされてV込「行政文書分類基準表J、 

両規程の制定通知(1月12日付け総発第7、9号大臣
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官房総務課長通知)において別途示すこととされてい 

る「新規程の留意事項」、及び存在する場合には労働 

基準局以下内部部局の「管理規程」を示されたい。 

【回答：大臣官房総務課情報公開文書室】

「行政文書分類基準表」に基づV 「行政文書ファ 

イル管理簿」を作成するというかたちになっており、ひ 

ととおりできているが最終チェックをかけている段階 

で、4月1日〇時の段階で完成版としてホームページ 

に掲載することにしている。その「行政文書ファイル 

管理簿」を見ていただければ、「行政文書分類基準 

表」にプラス•アルフ？の情報が入ったかたち(％って 

いるので、そちらをご覧になっていただきたい。 

※ http://koukai.mhlw.go.jp/servlet/jp.go.mhw.p_ 
doc.PopupBunrui 1 Servlet?type=1 &sosiki_ type= 
allで利用可能。「行政文書分類基準表」自_後日 

提供してもらったが、これは、819頁に及ぶ「標準行 

政文書ファイル名」の一覧表になっている。

「文書管理規程」、「文書決裁規程」の留意事項に 

ついては、どちらも4月一杯を目途に完成させる予定 

で現在策定中。「内部の事務の取り扱いなので、公 

表は考えていない。求められれば、お渡ししてもかま 

わないが」、とのこと。

※部局ごとの文書管理規程をつぐっているところは、 

「ない」とのこと。

③ 「行政文書の管理方策に関するガイドライン」の第5 
「行政文書の管理台帳」では、情報公開法「施行令第16 
条第1項第10号に規定する行政文書ファイルの帳簿 

(以下「行政文書ファイル管理簿」という。)については、 

原則としてネットワーク(LAN又は省庁内ネットワーク) 

上のデータベースとして整備」し、「各行政機関の情報 

公開窓口及び総務庁の総合案内所において、対応で 

きる範囲で一般の閲覧に供するものとする」としている。 

統、この「対応できる範囲」については、情報公開法施 

行時に各行政機関の本省庁では「■インターネットでも提 

供する」方針であることも明らかにしている。

「厚生労働省文書管理規程」第10条第1項では、「行 

政文書7ァイ膽理簿を醐した上で、厚生労働省LAN 
システム上に調整し、閲覧に供するものとする」としてい 

るが、「閲覧に供する」方法にっいて示されたい(インター 

ネットによる提供が可能になるようにされたい)。 

【回答：大臣官房総務課情報公開文書室】 

前述のとおり、「行政文書ファイル管理簿」は、当 

然インターネッドC掲載するように対応中。

④ 「行政文書の管理方策に関するガイドライン」の解説 

では、上記の「対応できる範囲で一般の閲覧に供する」 

という点に関して、行政文書ファイル管理簿のうちの「対 

応できる範囲」の部分のみを閲覧に供せばよいという意 

味ではないことを明らかにしており、また、「行政文書ファ 

イル管理簿に記載する行政文書ファイルについて、行 

政文書の名称等をそのまま記載すれば不開示情報が 

含まれることと^る場合には、例えば、『〇〇氏のカルテ』 

については『平成〇年度初診内科カルテ』と一般化す 

る等行政文書ファイル管理簿に不開示情報を明示しな 

いよう記載を適宜工夫することが必要」と指示してV込。 

このことからも、行政文書ファイル管理簿自体には 

非開示部分を設けず、全部を開示するものであること 

とされたい。

【回答：大臣官房総務課情報公開文書室】

「行政文書ファイル管理簿」自体は、管理簿の項目 

すべてを当然見れるようなかたちで考えているので、 

管理簿の中に不開示情報ということは設けない。 

「行政文書ファイル管理簿」は、ファイル単位で、ファ 

イルの名称しか出ない。ファイルの中に個々の文書 

が入っているかたちなので、個々の文書まではわか 

らない。

⑤情報公開法の施行に関連した一とりわけ開示•非開 

示の区分、基準等を示した一内規•通達等の文書は必 

ず開示するものとし、非開示の内規•通達等は策定し 

ないようにされたい。

これまで旧労働省においては、情報開示に関して、 

極力開示の範囲を狭める内容の、以下のような「秘密」 

通達を出していたところであり、これらの通達およびそ 

の修正に係るものは即刻廃止されたい。

•昭和57年2月「第三者からの文書の開示等の要請 

に対する取扱処理要綱」(部内限)

•平成4年3月31日付け基発第189号「行政情報公開 

基準の取扱いについて」(部内限)

•平成6年9月30日付け基監発第57号•婦政発第41 
号「行政手続法の施行に伴う労働基準法等関係法令 

(労災関係を除く。)に基づく業務の運営に当たり留 

意すべき事項について」(部内限)

•平成6年9月30日付け労災管理課長•補償課長•労 

災保険業務室長事務連絡「行政手続法の施行に伴 

う労働者災害補償保険法等労災関係法令に基づく 

業務の運営に当たり留意すべき事項について」 

•平成10年2月24日付け基発第62号「就業規則の開 

示の要請等の取扱について」(部内限)

付言すれば、上記2っ目の労働基準局長通達と同 

時期に、平成4年3月30日付け職発第167号「行政情 

報公開基準の運用に当たり留意すべき事項について」 

という職業安定局長通達が各都道府県職業安定主務 

課長宛てに出され、これも「部内限」通達とされている。 

しかし、この通達は、地方自治体の情報公開条例に基 

づいて開示された。職業安定局長はあらためて、平成
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特集/労働基準行政くww報公開
6年4月28日付け職発第293号「職業安定機関が管理 

する文書に係る情報公開条例に基づ«く公開請求への 

対応について」という通達を発し、「国の判断と都道府 

県の判断との間に齟齬が生じないようにすることが必 

要であるから、…情報公開条例に基づぐ公開請求がな 

された場合は、すみやかにその旨を本省に連絡するこ 

と」、「本省の回答を待って対応すなと」などを指示した。 

この職発第293号通達には「部内限」の表記はないが、 

この通達_体も、地方自治体の情報公開条例に基づ 

いて開示されてし场。次の⑥とも関連するが、職発第293 
号によって改正(?)された別添「行政情報公開基準の 

運用に当たり留意すべき事項」においても、職発第167 
号通達や上記基発第189号通達と同様に、「部内限、 

取扱注意等の表示をしている通達は、…非公開として 

取り扱うことする」、「事務連絡にっいて(も)…非公開 

とする」としている。この一連の経過は、国一旧労働省 

の情報公開に対する全く後ろ向きの姿勢を端的に示し 

たものとして、批判されなければならないと考える。 

【回答：大臣官房総務課情報公開文書室】 

提供させていただいた開示•不開示の「審査基準」 

[A2®]は、お渡ししたものがすべてで、それについ 

ての不開示の部分というものはない。

4この判断基準の運用上の留意事項を指示した文 

書などは、「ない」とのこと。

追加で、各部局に限定したかたちでつくりたいと 

いった話もあがっているので、それについては当然、 

策定し次第、公表するというかたちになると思う。基 

本的にはお渡ししたもので厚生労働省全体をカバー 

するかたちになっているが、個々の分野において事 

前に固めておきたいといったところもあるので、それ 

については今、つくるかつくらないかということも検討 

中だと聞いている。医薬局では昨日、医薬局の持っ 

ている文書に限定したかたちでの審査基準を策定し 

た。これもお渡しする(これはいまだホームページ上 

では公表されていない)。現在策定しているのはそれ 

だけである。

【回答：労働基準局労災補償部労災管理課】 

具体例として挙げられている平成6年9月30日付 

けの労災関係の事務連絡については、4月から情報 

公開法による開示の取り扱いもあるので、今のとこ 

ろ廃止するつもりはない。情報公開法に基づいた開 

示請求とかいう場合に対応するためにも事務連絡を 

出しているので、それについて開示する予定はない。 

【回答：労働基準局監督課欠席】一具体例とじT挙 

げた他の通達は監督課関係

⑥旧労働省において、文書管理規程等に定める秘密 

文書でないにもかかわらず、「部内限」、「取扱注意」と

されていた通達、事務連絡、内かん等が存在し、旧労 

働省は、このような取り扱いをする根拠を示す文書につ 

いて,そのような文書が存在するかどうかも含めて、明 

らかにすることを拒否してきた。

厚生労働省文書管理規程(平成13年厚生労働省訓 

第21号)では、第6章「秘密文書の取扱い」で「極秘」、 

「秘」とされる文書について規定しているが、「部内限」、 

「取扱注意」等の取り扱いをすべき文書についての規 

定は一切ない。現在の厚生労働省において、このよ 

うな取り扱いをする通達等が存在しているかどうか明ら 

かにされたい。存在するのであれば、そのような取り扱 

いを指示した文書を明らかにするとともに、厚生労働 

省文書管理規程および情報公開法との関係を示され 

たい。

少なく も、情報公開法第5条に規定する「不開示情 

報」が記録されていない通達、事務連絡、内かん等の 

行政文書であって「部内限」、「取扱注意」等の表示また 

は取り扱いをしているものは、開示するか、情報公開法 

施行までに廃止されたい。廃止した場合には、その一 

覧を示されたい。

【回答：大臣官房総務課情報公開文書室】

実際にそういう取り扱いをする文書が存在するか 

どうかという話になれば、現実的にそういう表記をし 

ているものはあるのではないかと思う。ただし、その 

表記と今回4月1日から施行される情報公開法との 

関係で言えば、リンクはしないというかたちになる。あ 

くまでも情報公開法に基づく開示•不開示とい'50は、 

情報公開法上の不開示情報として設けられている6 
類型の不開示情報に該当しない限りは、開示をしな 

ければならない義務がある。当然、対象となった文書 

について、「取扱注意」とか「部内限」とかの表記の有 

無に関係なく、あくまでも情報公開法上の不開示情 

報に該当するか否かのみの判断をもって、開示•不 

開示の対応をしていぐIとになるので、直接は関係な 

いというかたちになる。

そういうこもあるので、実際に「部内限」、「取扱注 

意」等の表記自体を廃止しろというのは…それはま 

あ一般的に文書を取り扱う際の留意事項ということ 

なので、それを一切表記をやめさせるということは考 

えていない。

【以下はひと通りの回答を終えた後のやりとり】 

どのような場合に「部内限」、「取扱注意」等の表記 

をするのかを示した文書は本当にないのか質したと 

ころ、「ないですね。r秘』か『極秘』と表記される秘密 

文書はまさしく文書管理規程の秘密文書に該当する 

からなのであるが、『部内限』とか『取扱注意』というの 

はまさしく取り扱いに注意しろというだけで、秘密か

18安全センター情報2001年5月号



どうかということはないわけです」。しかし、具体例で 

挙げたものでは、そのような文書が存在することも公 

にしてはならない、と書かれた文書であることを示し 

てさらに追及。旧厚生省にはなかったのかと聞くと、 

「たしかに『部内限』とか『取扱注意』と書いている文 

書はあるが、個々にそういうかたちで書いたというも 

のはあまり見たことがない」。旧厚生省においても、 

そのような表記の仕方自体を示した文書は、「ないで 

す」。

情報公開法が施行されるで非開示文書でもな 

いのに「部内限」等の表記がなされることについては 

この際やめられたいと要望したが、回答は返ってこ 

ずに沈黙。

情報公開法と行政の情報化は表裏一体の関係一 

行政文書すべてを情報公開法の手続にしたがって、 

煩雑な手続をとり、しかも費用をかけなければ入手 

できないということは不合理。基本的に、行政情報化 

のなかで、行政文書の所在情報が明らかにされ、費 

用もかからずに入手できるものの範囲を広げ、そこ 

からもれる部分でも情報公開法の手続をとることに 

より開示できるものは入手することができる一という 

ことだと認識している。情報公開法による手続がす 

ベてについて原則で、その手続を経なければ行政文 

書は開示されなレ込いうことfこなってしまっては、かえっ 

て煩わしいというか、法の趣旨に反するのではない 

か？この問いについては、「それはお互いそうだと 

思う。当然、公表すべき資料というのは、例えば基本 

的にホームページに掲載していくとか、そういうかた 

ちで対応していって、それに載らないようなものにつ 

いては情報公開制度で対応する。一般の閲覧制度と 

情報公開制度というのは両輪というかたちで、情報 

公開を推進していくという位置づけになっている。そ 

こは相矛盾するものではなぐ情報公開制度力巧きた 

から、文書、情報を公開するにあたっては全部そち 

らの法律に基づいて開示請求をしてもらわなければ 

いけないということでは全くない」という確認。

認定基準の運用通達などはわれわれの認識では 

行政手続法の審査基準に該当する一今日のやりと 

りでは見解が異なるようだが［A2®］—から、当然公 

にしておかなければならない文書として、行政手続法 

による開示請求手続をとらなけれ開示されないと 

いうことはおかしいと指摘すると、再び沈黙。

「部内限」文書を公開したらどのような処分を受け 

るのかという問いに対しては、「それはないと思う。そ 

ういう決まりというのも当然ないし、あくまで情報公開 

法という法律に基づいて対応するわけなのでそうい 

うことはない」。

ここまできて、「旧厚生省ではほどUどそういう取扱 

いはなかったので、はじめて実態を聞かせていただ 

いているのだが、なかなかこの場でどうするということ 

は答えられない」という担当者の発言。

「情報公開法が施行されるので、開示する力ぞうか 

は、同法の不開示情報のみの判断でしかありえない 

ので、施行された後に不開示情報に該当しないもの 

について『部内限』とかいうかたちでやっていくという 

ことは、これははっきりないと思う」。

そこであらためて、わかりにくさ、不透明さを排除 

するために、そのような表記はそもそもなくすという 

ことを明確化することを検討されたいと要望した。

⑦ 具体的事例の一部として、以下の行政文書を開示さ 

れたい。

-「労災保険給付事務取扱手引」及びその解説通達 

•「労災保険審査請求事務取扱手引」及びその解説通 

達

.都道府県労働(基準)局労災主務課長宛て補償課「労

災補償情報」の全バックナンバー

.労働福祉事業とUC行ってし必事業のすべて及びそ 

の取扱いを示した行政文書の一覧

【回答：労働基準局労災補償部補償課】

⑥の説明のとおり,情報公開法で規定されている 

不開示情報は出せないが、それ以外のものについ 

ては法律で開示することになっているのだから、全部 

お出しをする。したがって、情報公開法で不開示情報 

だとしている部分については出せないが、それ以外 

は当然お出しをする。

ここに挙げられているようなものついて、行政文書 

としてあるものについては、原則としてお出しできる 

と考えている。ただし、手引等で、例えばひとつ例を 

あげると、不正受給について、こういうところをみてこ 

ういうふうにチェックしなさいなどと書いたところは、 

不開示情報に該当すると考えているので、そういう部 

分は出せないが、不開示情報に該当しない部分はお 

出しする。

一不開示部分は、墨塗りしてということになるようだ 

が、「墨塗り」等の方法は具体的に決まっていないよ 

うである(「聞いていない。補償課だけがこうするとい 

うかたちではなかろうと思う。［この場では］わからない 

という回答になる」)。

※ここであげた文書について、情報公開法の手続を 

経ずに提供できないか検討するよう要iした。

⑧ いわゆる労災認定基準の運用上の留意事項を示し 

た事務連絡等は、再三指摘してきたとおり、行政手続 

法上の審査基準に該当するものでもあり、「不開示情 

報」に該当しないことを明らかにされたい。
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特集/労働基準行政と情報公開

【回答：労働基準局労災補償部補償課】

審査基準が不開示情報に該当しないことは、ご指 

摘のとおり。基準の運用事項を示した事務連絡等に 

ついて:はどうかということに関しては、審査基準とし 

ては取り扱われていないと考えている。そのように承 

知している。ただそれは、出さないとかいう意味では 

なく、先ほど申したとおり、不開示情報にあたる部分 

を除き当然出すということ。

⑨ 通達、事務連絡、内かん等の行政文書については、 

「不開示情報」があればその旨及び不開示の理由等を 

示したうえで、各年ごとに通し番号がすべてそろった一 

覧を、行政文書ファイル管理簿の一部に組み入れるか 

またはその他の方法で、インターネットによる提供も含 

めて一般に閲覧できるようにされたい。

【回答：大臣官房総務課情報公開文書室】 

これは現実的にこういう対応はちょっと不可能だ 

ということにまずなるし、請求があった段階で個々に 

判断していくというかたち｛こなるので、事前に個々の 

文書についてそういう判断をするというのは、できな 

い。

⑩ 労働基準監督署に届け出られた就業規則、時間外• 

休日労働に関する(三六)協定及び労働基準監督官に 

よる監督の結果(指導票や是正勧告、それに対する報 

告等を含めて)に関する開示の方針を明らかにされた 

い(文書の保存期間についても明らかにされたい)。少 

なくとも、当該事業場の労働者、その代理人の委任を 

受けた者からの開示請求に対しては開示することとさ 

れたい(正当な不開示情報がある場合には、その旨及 

び不開示の理由等を示したうえで、それ以外の部分を 

開示すること)。

【回答：監督課欠席】

⑪ 労働者死傷病報告書、労働災害に係る調査結果、労 

働安全衛生法第88条に基づく計画の届出等に関する 

開示の方針を明らかにされたい(文書の保存期間につ 

いても明らかにされたい)。少なくとも、被災労働者本人 

または遺家族、その委任を受けた者からの開示請求に 

対UCは、被災労働者に係る個人情報も含めて開示す 

ることとされたい(正当な不開示情報がある場合には、 

その旨及び不開示の理由等を示したうえで、それ以外 

の部分を開示すること)。

【回答：監督課欠席】

⑫ 労災申請•(再)審査処理に係る一件書類に関する開 

示の方針を明らかにされたい(文書の保存期間につい 

ても明らかにされたい)。少なくとも、申請•請求人本人、 

その委任を受けた者からの開示請求に対しては、被災 

労働者に係る個人情報も含めて開示することとされた 

い(正当な不開示情報がある場合には、その旨及び不 

開示の理由等を示したうえで、それ以外の部分を開示 

すること)。

【回答：労働基準局労災補償部補償課】

先ほどと同様、ものの名称にかかわりなく、不開示 

情報に該当するかどうかで判断する。保存期間につ 

いては、「行政文書ファイル管理簿」で整理されること 

になっているので、それに載っている期間ということ 

になる。

情報公開に基づく請求については、本人であるか 

本人以外の者であるかという属性については区別を 

していないと承知しているので、情報公開法に基づ 

く請求に対する開示•不開示の判断は、同じ基準で 

行うと考えている。

【以下はひと通りの回答を終えた後のやりとリ】 

■健康保険と国民健康保険に関してはレセプトの開 

示が実現しているが、労災保険については実現して 

いないのでうかがいたい。

【回答：労働基準局労災補償部補償課】

労災のレセプトの関係だが、旧厚生省の取り扱い 

の関係と同様なかたちで、本人にお見せするという 

ことを実務上やっている。

「やっている」と答えたが、従前はやっていなかった 

ことを確認したうえで、「いっからそのような対応｝3^っ 

たか」との問いに、「どこでとは言えないが、昨年、そ 

ういう例が実際にあった。手続的に、医療機関の方 

でお見せしてもかまわないという同意が得られただ 

ということで一これは旧厚生省での取り扱いと同じな 

るかと思うが、そのやり方に準ずるかたちでの公開 

を行った。［都道府県］労働局の労災補償課におい 

てである」。「［そういう取り扱いを］実際示したもの［文 

書］はないが、実務的にそういう取り扱いをするとい 

うことで、私どもの方一補償課の方で考えている」。医 

療機関の方で了解がとれれば開示できるということ 

で確認。

■労災保険請求に対して業務外一不支給となった 

場合の理由の文書開示が行われていない。形式的 

には,何々に基づいて不支給というのはあるが、具 

体的理由が明示されていない。これは、決定に不服 

だとして審査請求する際にも理由は大きな意味をもっ 

てくるし、きちっとした理由の開示を文書でいただき 

たい。

【回答：労働基準局労災補償部補償課】

不支給決定をした場合には、通知書に理由が書 

いてあるが、それは数行なのでくわしいものを各々個々 

にだということだと思う。それについては、今件数が 

療養だけでも何十万件と全体合わせるどすごい件数 

あるわけで、一件一件の個々の事案についてこまか
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な理由をつけて送るとなると、これはすごい時間がか 

かることになる。個々にくわしい理由書を送付すると 

いうのは、かえって国民の皆さんの不利益一時間が 

かかるとか、そのためにはすごい予算も必要ななっ 

てこようと思うので、あまり…

にちら側から、この件は過去にも何度か議論して 

いるが,調査復命書の結論の部分をコピーするなり、 

もう少しくわしいかたちで書けでも、現在より格段 

わかりやすくなると指摘。)

そこは懇切に説明しなさいと。事案がいろいろあ 

る。複雑な事案もあれば、たんに骨折という事案もあ 

る。個々の事案について,説明が必要なものについ 

て懇切に対応しなさいという話がひとつ一全数につ 

いてやるというのは、物理的にもできないし、国民経 

済とかいろいろな観点からも無理ではないかと。ただ、 

個々の事案について知りたい部分については丁寧 

に対応しなさいという指導はいま行っている。 

(何十万件のすべてについて問題しているのでは 

なく、請求人の意に反して不支給決定とされた事案 

について問題にしているのだということ、現場でのこ 

れまでの不誠実な対応の数々が追及された。) 

現在においても、請求があったときに、公開できる 

ものについては公開する。ただ、プライバシー保護の 

観点とか…

にれについても、本人が説明を求めているのだと 

いう指摘。)

Aさんが骨折しましたということについて、骨折し 

ましたとだけ書いてあるのなら、本人だけのプライバ 

シー保護をすれば足りるが、調査においてはいろい 

ろな調査を行っている。したがって、本人請求につい 

ての様々なもの一復命書なら復命書のプライバシー 

保護というのは、それは本人のプライバシー保護も 

ひとつ大きなプライバシーだし、それ以外に関係者 

のプライバシーの保護もある…

(この議論は時間切れ。こちら側でも、4月以降具 

体的な開示請求を国と地方レベルで行うことを予告 

したうえで、審査請求、再審査請求の時点では公開 

されるような資料が公開されないというのはおかしい 

ということなどもあるので、この際、開示請求が出され 

てから考えるのではなぐT、いまから対処方針を検討 

しておくように要請した。)

3.審議会等、懇談会等

①中央労働基準審議会、労働者災害補償保険審議会、 

じん肺審議会等に代わって新たに設けられた労働政 

策審議会には、労働条件分科会、安全衛生分科会、勤 

労者生活分科会、職業安定分科会、障害者雇用分科 

会、職業能力開発分科会、雇用均等分科会が置かれ、 

労働条件分科会には労災保険部会が置かれたことは 

承知しているが、それ以外に置いた/置く予定のある部 

会があれば、示されたい。

また、厚生労働省設置法第9条により、労働政策審 

議会で調査審議することとされている、「じん肺に関す 

る予防、健康管理その他に関する重要事項」は同審議 

会においてどのようなかたちで調査審議されるのか、ま 

た、この場合に「経済産業大臣の諮問」する場合とはど 

のような内容があるのか、示されたい。

【回答：労働政策担当参事官室】 

※労働政策審議会構成図を提供された。［要望提出 

時点ではじん肺部会がまだ開催されていなかった。］ 

じん肺に関しては、安全衛生分科会に置かれた 

じん肺部会で調査審議する。厚生労働省設置法第9 
条第1項第2号で「厚生労働大臣又は経済産業大臣 

の諮問に応じてじん肺に関する…重要事項を調査審 

議することJと規定されてV込のは、旧労働省時代に、 

じん肺法を改正する場合には旧通商産業大臣の意 

見を聞くことになっていたという慣行(じん肺法上の 

規定なし)を踏襲したもので、それ以外に何力峰予定 

しているものではない。

②「審議会等」の議事録等の公開については、昨年、閣 

議決定を踏まえ労働省においては「1か月くらいを目安 

として、できるだけ速やかに」という方針ではあるが現実 

にはなかなか実行できていないという趣旨の回答をい 

ただいたが、残念ながら、旧労働省においては改善が 

みられなかった。

厚生労働省になってからは、2001年1月12日に開 

催された第1回労働政策審議会の議事要旨が2週間 

以内にホームページ上に掲載され、事前の部会等の 

開催案内も掲載されるなどされているが、一方で、労災 

保険法施行規則等の一部改正案要綱が諮問された2 
月1日の同審議会•労働条件分科会については3週間 

以上たっても文書閲覧窓口にさえ資料が届いていない 

など、ばらつきも見受けられるようである。

あらためて、厚生労働省としての方針を示されたい。

【回答：大臣官房総務課情報公開文書室】

旧労働省においては「1か月くらいを目安に」とい 

うかたちだったそうだが、旧厚生省ではあくまで閣議 

決定を踏まえて「速やかに」というかたちで対応してき 

ているので、厚生労働省としても、「1か月以内」とか 

いうことではなぐ€、閣議決定の趣旨を踏まえて「速や 

かに」公表していくというかたちで対応していくことに 

なる。

「1か月以内を目安」というかたちよりももっと早い 

ことを意図していると理解してよいかとの問いに対し
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ては、「個々の状況があるので、こちらとしては一律に 

何日以内ということは指示するつもりはない」とのこ 

と。

【回答：労働基準局労災補償部労災管理課】 

具体例とUT挙げられた2月1日の労災補償部会 

につvvrは、早急に入れるように努力しているところ。 

今後は,遅边ることがないようにしたいと思っている。

③ 平成11年10月29日付けの内閣官房内閣参事官室• 

同内政審議室•総務庁行政監理局の「審議会等の公開 

等の推進状況に関するフォローアップ調査結果につい 

て(概要)J (http://soumucho.go.jp/gyokan/kanri/ 
siryoul3.htm)によると、会議自体を公開している審議 

会等は40.1%、議事録を公開しているもの73.6%、議 

事要旨のみの公開は20.4%で平成8年の第1回調査 

の46.0%から半減している。労働政策審議会とその分 

科会、部会等においても、速やかに会議及び議事録を 

公開するようにされたい。

【回答：労働政策担当参事官室】

労働職審齡の本審齢及び链衛生分?桧、 

じん肺部会の3つについては、会議自体を公開する 

ことを決定していただいている。その他の分科会•部 

会は「非公開」を決定済み。議事録については、本審 

議会、分科会、部会を問わず、文書閲覧窓口やホー 

ムページで公開。配布資料等も基本的に文書閲覧窓 

ロで公開する。できるだけ公開を進めていきたい、と 

いうのが方針である。

④ 審議会等に提出された資料については、昨年、非開 

示資料が存在する場合には、非開示資料の特定と非 

開示理由がわかるようにされたいと要望し、明答が得 

られなかった。情報公開法の施行を踏まえて、審議会等 

に提出された資料の開示についての現状及び方針を 

示されたい。

【回答：大臣官房総務課情報公開文書室】

審議会に提出された資料については、当然行政 

文書になるので、情報公開法に基づく開示請求の対 

象になるということは間違いない。不開示情報が存 

在する場合は、というかたちであるが、それはまさし 

く具体的に資料の中味による。審議会の資料だから 

不開示だ、全部開示だということは、一律にこの場 

でお答えすることは不可能で、当然不開示情報に該 

当すれば不開示だということになる。審議会の資料 

だからどうこうという話でI放く、不開示情報以外はす 

ベて開示ということになる。

4③の回答にある情報公開法に基づく開示請求を 

待たずに文書閲覧窓口等で公開することとの関連に 

ついては、「それはあくまでも行政サービスとしてやっ 

ているということなので、情報公開法が施行されたか 

ら資料の提出等はすべてそれにのっとってやってく 

れということではなく、当然はそれは併存するという 

整理なので、今までやっていた行政サービスは同じよ 

うに続けていぐ！とのこと。

⑤「懇談会等」(大臣、長官.政務次官•事務次官、官房 

長•局長クラスの決裁を経て、行政機関職員以外の有 

識者等の参集を求める会合であって、同一名称の下に、 

同一者に複数回、継続して参集を求めることを予定し 

ているもの(ただし、顧問•参与等のみの参集を予定し 

ているものや懇談のみにとどまり懇談結果を整理した 

報告書等の作成を予定していないものを除く))につい 

ても、「懇談会等行政運営上の会合の開催に関する指 

針」(平成11年4月27日閣議決定、http://www.kantei. 
go.jp/jp/kakugikettei/990524singikai.html)において、 

「懇談会等」についても「審議会等の公開に係る措置に 

準ずる」ものとされている。昨年のやりとりでは、旧労働 

省としrも、審議会等台帳に掲載(目的、委員等)し、議 

事録ないし議事要旨等を文書閲覧窓ロに備え付けて公 

開することとしてし巧という方針である(大臣官房)のに、 

担当部下ではその方針自体周知されておらず、結果と 

して公開されていないことが明らかになったものと理解 

している。

昨年要望時点では、労働安全衛生•労災補償関係で 

「審議会等台帳」に記載されていた懇談会等は、「これ 

からの産業保健のあり方に関する検討委員会」(平 

7.4.26の報告書の提出をもって活動終了)のみであっ 

たが、今回あらためて確認したところ(2001年2月23 
日時点)、新たに以下のBの懇談会等が掲載されてい 

た。いずれも、平成12年8月1日以降に掲載されたも 

のであり、われわれの要望に前向きに対処されたもの 

と受け止めている。

•労災保険制度のあり方に関する研究会(平11.10報 

告)

•労働基準法施行規則第35条定期検討のための専 

門委員会(昭53.12.1第1回会合)

•義肢等補装具専門家会議(平元.9.29第1回会合) 

•じん肺症患者に発生した肺がんの補償に関する専 

門検討会(平12.12.5報告)

•振動障害の検査手技に係る技術専門検討会(平 

11.10.29第1回会合)

•眼の障害認定に関する専門検討会(平11.12.22第 

1回会合)

•精神•神経の障害認定に関する門検討会(平12.2.9 
第1回会合)

•耳鼻咽喉の障害認定に関する専門検討会(平12.7.26 
第1回会合)

•小規模事業場における健康確保方策の在り方に関
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する検討会(¥11.9.10第1回会合)

•労働者の健康情報に係るプライバシーの保護に関す 

る検討会(平12.7.14中間取りまとめ)

•健康診断の有効的活用に関する評価調査研究評価

会議(平11.7.9第1回会合)

•脳•心臓疾患の認定基準に関する専門検討会(平

12.11.8第1回会合)

• VDT作業に係る労働衛生管理に関する検討会(平 

12.12.21第1回会合)

しかし、このいずれも、「審議会等台帳Jに記載され 

ているのみで、一切の資料も成果物もファイルされてい 

ない。この点、旧厚生省関係ばかりか旧労働省の雇用 

関係等が、成果物、議事録ないし議事要旨だけでなく、 

提出資料までファイル=開示されている懇談会がある 

のと対照的である。少なくとも速やかに以下の措置をと 

るようにされたい。

第1に、成果物は必ず公開するようにされたい(労働 

者の健康情報に係るプライバシー保護に関する検討会 

の中間取りまとめは、ホームページ上で労働省発表資 

料として公表されているのに対して、労災保険制度の 

あり方に関する研究会の報告はいまだに公表されてお 

らず、ただちに公開されたい。また、年末にまとめられ 

たじん肺症患者に発生した肺がんの補償に関する専 

門検討会の報告、職業がん対策専門会議の検討結果 

はマスコミ関係には発表されているようであるが、ホー 

ムページ上においても公表されたい。)

第2に、活動を終了したものは、その旨明示し、活動 

中のものについては,活動終了の目途を示すようにさ 

れたい。

第3に、「審議会等台帳」掲載の内容を、ホームペー 

ジ上においても公開されたい。

【回答：大臣官房総務課情報公開文書室】

台帳のホームページ上での公開に関しては,現時 

点ではやっていなかったが、ご指摘を踏まえてやる方 

向で現在検討してレ込。次の更新の段階で、新しく出 

てきた資料についてはホームページに載せるという 

方向で今後対応していきたいと考えている。

【回答：労働基準局安全衛生部労働衛生課】 

審議会等に登録されていないty%載せる作業を、 

去年の夏頃、当(労働衛生)課としては行ったところ 

で、載った1対1£も議事録等は登録してないで(功:い 

かというご指摘があったので、そこは今後、可能な限 

り載せていく方向で対応していきたい。

【回答：労働基準局労災補償部労災管理課】 

「労災保険制度のあり方に関する研究会」につい 

ては、労災保険審議会内に設けられた労災保険制 

度小委員会の資料として報告書を使っており、もし照

会等があればお渡しすることにしている。ホームペー 

ジへの掲載については、必要性も含めて今後検討し 

ていきたい。

一実際にわれわれが提供を求めても、「概要」は渡す 

が、「報告書本体」は出せないと言われているので、 

「方針を変更したということですね」と確認したが、そ 

の点はあやふや。

【回答：労働基準局労災補償部補償課】

補償課としても、すべて載せるという方針。今回こ 

れをいただいて、漏れているものがないか調べたと 

ころひとつ出てきたのですぐに載せた。漏れていた 

のは、「じん肺有所見者の肺がんに係る医療実践上 

の不利益に関する検討会」(平12.12.25第1回会 

合)が、登録したはずが載っていなかった。成果物に 

ついても、ファイルに入れていく。

⑤ 上記のもの以外に現在活動している「懇談会等」が 

存在すれば明らかにされたい。以下の会合が「懇談会 

等」に該当するものかどうかも示されたい。

•職業がん対策専門会議(平12.11.17検討結果報
告)

•廃棄物焼却施設解体工事におけるダイオキシン類 

対策検討委員会

•21世紀の労働衛生研究戦略協議会(平12.12.25報 

告)

【回答：労働基準局安全衛生部化学物質調査課】 

挙げられた上の2つが化学物質調査課の担当。 

「職業がん対策専門家会議」については、化学物質 

調査課の解釈としては、懇談会等に該当するものと 

考えており、登録作業が遅れているが、現在登録の 

手続をしている。「廃棄物焼却施設解体工事におけ 

るダイオキシン類対策検討委員会」の方は、委託事 

業の一環でやづていて、委託先が(©日本保安用品 

協会になっている。保安用品協会の方から参集をか 

けているという趣旨の会議なので、懇談会等には該 

当しないのではないかと考えている。ただし、議事概 

要とか会議で使用した資料といったものについては、 

公開している。

【回答：労働基準局安全衛生部?課】 

「21世紀の労働衛生研究戦略協議会」については、 

産業医学総合研究所が事務局となったということが 

あって、台帳には載せていなかった。成果について 

は,ご承知のとおり、ホームページにもすでに載せ 

ており,記者発表もさせていただいたところである。

⑥ 前回具体的な要望も示してV役ころではあ•?>が、「審 

議会等」と同様、「懇談会等」についても、会議、議事録 

ないし議事要旨、提出資料、成果物等の開示について 

の方針を示されたい。
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④で列記した懇談会等に関しては、会議及び議事録 

の公開について記載があるもの(すべて労災補償関係) 

はすべて、「医学的知見を整理し、取り纏めるために、 

各医学分野における専門家に中立•公正な検討を行っ 

てもらうこととしているため、会議及び議事録について 

は非公開としている」と記載されている(それ以外は記 

載自体がない)。厚生労働省全体とじて、「医学専門家 

る中立•公正な検討Jのために,会議及び議事録に 

ついて非公開とする必要があるとお考えなのかどうか 

明らかにされたい。

【回答：大臣官房総務課情報公開文書室】

後段について厚生労働省全体としてだが、たしか 

に書かれているとおり、審議会等の検討の議事録等 

が検討の中立性を疎外するおそれがあるという判断 

に該当すれば、(情報公開法上の)不開示情報とし 

てあげられているので、不開示情報になるという場合 

も当然あると思うが、先ほどから申し上げているとお 

り、実際の対象となる文書がないと、具体的にその 

取り扱いがどうなるかということを、一律的にこの場 

でいうことは難しい。こういう文書だから一律的に不 

開示ということにはならないということは申し上げて 

おきたい。

⑦ 昨年、労働安全衛生、労災補償に関連した委託研究 

等について、現在進行中のものの一覧、及び、過去10 
年間の業績の一覧を示されたいという要望をしたが、 

双方の関係部署とも、「委託研究等」が何をさじている 

のかよくわからない旨の回答であった。4-③でふれた 

ように、「行政の情報化の推進」の関連では「白書•年次 

報告書、調査研究報告書及びこれらに類するもの」と 

いう記述がある。また、厚生労働省のホームページで 

は、「白書■法令など」の中に「調査研究」というコーナー 

が設けられ、各年度の厚生科学研究費補助金各研究 

事業の概要及び厚生科学研究成果抄録データベース 

が提供されている。

「調査研究」でも「委託研究」で紀ちらではいが、そ 

れらに類するものの、少なくとも成果物は情報公開法 

による開示の対象になるものと理解するところである。 

また、昨年12月25日に発表された「21世紀の労働 

衛生研究戦略協議会報告書」では、「研究の重要性に 

ついて国民的理解を得る」こととしているが、労働衛生 

研究に限らず、研究の成果が公表され 現場で活用で 

きるようにしなければ、国民の理解が得られようはずも 

ない。

あらためて、労働安全衛生、労災補償に関連した調 

査研究ないし委託研究及びそれに類するものについ 

て、現在進行中のものの一覧、および、過去10年間の 

業績の一覧を示すよう要望する。

【回答：労働基準局労災補償部労災管理課】 

保存年限が5年なので、平成7年度以前のものは 

何が出ているのかわからなかった。平成8年度以降 

のものは示すことができる。

※成果物を、情報公開法の手続を経ずIこ提供できな 

いか検討するよう要望した。

【回答：労働基準局労災補償部補償課】 

補償課関連では、「災害科学研究費」という名目で 

予算をいただいており、それについては当然これこ 

れの研究を行っているということは回答できる。過去 

3年分であれば、リストはつくれると聞いている。 

※リストおよびその成果物を、情報公開法の手続を 

経ずに提供できないか検討するよう要望した。 

【回答：労働基準局安全衛生部計画課】 

隠すつもりはないが、そういう一覧をつくったこと 

がないので、今後は出せるものはお出しするというこ 

とで考えている

※リストおよびその成果物を、情報公開法の手続を 

経ずに提供できないか検討するよう要望した。

4.行政情報化
ホームページ等を通じた情報提供等について毎年具 

体的な要望をしてきたところであり、対応が進んできてい 

るIとを歓迎しつつも、「行政情報化推進基本計画」(平成 

6年12月25日閣議決定、平成9年12月20日改定、平成 

10-14 年度計画期間、http://www.somu.go.jp/gyoukan/ 
kanri/kanri_f.htmで入手可)および「共通実施計画」(平成 

10年2月26B行政情報システム各省庁連絡会議了承、 

平成12年3月31日改定、同前)等に基づいて、一層迅速 

に推進されたい。その際、「電子的なアクセス手段をもた 

ない国民に対する身近な場所での同様のサービスの提供 

が可能となる方策」についても他省庁と連携しながら一層 

の充実を図られたい。

【回答：大臣官房統計情報部】

当省としては、行政情報化推進基本計画及び共 

通実施計画の他、e-japan戦略等を踏まえ、今後一層、 

ホームページを活用した電子的提供を推進していく 

予定である。統、「電子的なアクセス手段を持たない 

国民に対する身近な場所での同様のサービスの提供 

が可能となる方策」については、行政情報化推進各 

省庁連絡会議等を活用し、他省庁等と連携を図りな 

がら検討していきたい。

［「平成13年度における行政情報化の取組の考え方」 

によると、「行政情報システム各省庁連絡会議において平 

成12年度に取りまとめる行政情報の電子的提供の在り 

方に関する基本的考え方に基づき、行政情報の電子的な 

提供を一層推進する」とされてt込が、要望提出時点で未
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確認。］

【回答：大臣官房統計情報部】

3月29日に開摧される行政情報化推進各省連絡 

会議において「行政情報の電子的提供に関する基本 

的考え方脂針)」が了承される予定Tある(平成13年 

3月29日行政情報化推進各省庁連絡会議了承「行 

政情報の電子的提敝関する基本的考え方(指針)」 

(http://www.somu.go.jp/gyoukan/kanri/kanri_f. 
htmで入手可)。软、当省においても指針を踏d、 

「電子的提供の推進に関する実施方針」を平成13年 

度早期に作成し、ホームページで公表する予定であ 

る。

① 省庁別行政情報化推進計画

各省庁別 贿 政情報化推進計画を策する^:とさ 

れてレ巧が、厚生労働省としての計画および旧労働省 

としてのこれまでの進渉状況について示されたい。 

【回答：大臣官房統計情報部】

当省における行政情報化推進計画については、 

現在策定中であり、4月中を目途に決定する予定で 

ある。また、旧労働省においては、労働省行政情報 

化推進計画に基づき、ホームページ等による電子的 

な情報提供の鍵、必要な職員へのノ Vコン1人1台 

の配備等を行ってきたところである。

※旧「労働省行政情報化推進計画」(平成7年10月 

5日、平成10年6月26日改定)を提供された。

② 行政手続の案内•教示、様式のオンライン化 

これまで行政手続関係情報のホームページ上への

掲載について要望し、「鋭意検討していきたい」(1999 
年)と回答いただいていたが、「ワンストップサービスの 

推進について」(平成11年3月31日行政情報システム 

各省庁連絡会議了承、平成12年3月31日改定、http:/ 
/www.somu.go.jp/gyoukan/kanri/kanri_f.htmで入字 

可)においては、「原則として以下の事項i内容とする」 

行政手続関係情報のホームページへの掲載にっいて、 

「平成11年度から可能な限り早期の掲載を推進し、原 

則として平成12年度までに掲辭る」;Lhとされて地 

•案内情報(手続名、手続根拠、手続対象者、提出時 

期、提出方法、手数料、酣書類.部数、申請書様式、 

記載要領.記載例)

•窓口情報(提出先、受付時間、相談窓口) 

•手続情報(審査基準^標準処醐間、不服申立方法) 

本要望提出時点ではまだ掲載されていないものと承 

知しているが、掲載の目途を示されたい。合わせてこれ 

まで要望してきたとおり、いわゆる労災認定基準はもれ 

なく具体的に掲示するようにされたい。

なお、平成11年6月の総務庁「行政手続の公正及び 

透明性の確保に関する調査結果に基づく勧告」(http:/

/www.somu.go.jp/kansatu/kousei.htm)において、「申 

請者から照会があった場合に法令所管省庁の運用通 

達等を説明すればよいと考え、あらかじめ当該行政庁 

の審査基準として設定する必要がないと解しているも 

のや、運用通達等が公表されている場合には、これを 

踏蚊た当該行政庁の審査基準を設定する必要がない 

と解しているものがある」、「審査基準として通達集等の 

名称をそのまま列挙するのみであり、どの通達等のど 

の箇所が審査基準に該当するのか明確にされていな 

いもの」がある等と指摘されていることにも留意された 

い〇

【回答：大臣官房統計情報部】

行政手続案内のホームページ掲載については、 

順次、平成13年度の春から夏战けて行う予定であ 

り、現在作業中である。なお、掲載にあたってはでき 

る限り国民等にわかりやすい表現で掲載する予定で 

ある。

※労災認定基準等については、旧労働省の審査基 

準等の一覽表を示した「部内限J通達でtx代表的な 

通達をひとつだけあげて「など」としか記載されてい 

なレ以も指摘し、なお書きで引用した総務庁の勧告 

も踏まえて、「わかりやすくJすべてを示すよう、重ねて 

要望した。

③ 白書等、告示■通達等のデータベース化■インターネッ 

卜による提供

「白書•年次報告書、調査研究報告書及びこれらに 

類するもの」、「告示、通達及びこれらに類するものJに 

ついては、「データベース化を行い、インターネットによ 

る提做進秘J (「平成13年度にぉける行政情報化の 

取組の考え方J平成12年7月31日行政情報システム各 

省庁連絡会議了 承、http://www.somu.go.jp/gyoukan/ 
kanri/kanri_f.htmで入手可)とされて1込。厚生労働省 

のホームページに「白書•法令など」(http://www.mhlw. 
go.jp/wp/)0コーナーが設けられ、「白書_|、「予算」、 

「法令•通知」、「行政女書情報J、「出版物のお知らせ」、 

「研究報告」について情報を提供しようとされて祕こと 

は歓迎したい。

しかし、本要望提出時点では、「法令•通组］について 

は旧労働省関係のものは含まれておらず、「行政文書 

情報」についてはまだ利用できないようである。整備の 

計画(内容、時期等)について示されたい。

【回答：大臣官房統計情報部】

「法令•通知」の旧労働省分については、夏までに 

掲載する予定である。また、当省におけるホームペー 

ジ等を利用した電子的提供の考え方については、前 

述の「電子的提供の推進に関する実施方針」の中で 

明確にする予定である。
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特集/労働基準行政と情報公開

一度にはできないので、まず「法令」、次に告示と 

か通知など、段階的に掲載する予定。「通知」につい 

ては、なるべく多くのものをと考えてはいるが、具体的 

にどこまでの範囲というかたちでは、ここで示せない。

④ 統計調査結果のインターネットによる提供

「指定統計、承認統計調査結果」についても、「『統計 

調査結果の電子的手段る提供の推進について』(平 

成11年3月26日各省庁統計主管課長等会議申し合わ 

せ)を踏まえ、インターネットによるオンライン提供等国 

民ニーズに対応した提供を促進する」(同前)とされて 

しるが、現在までのど2ろ、「労働災害•労働安全衛生関 

係の統計」でインターネットにより(一部が)提供されて 

いるのは、「労働災害動向調査」と「労働安全衛生に関 

する調査」の一部のみのようである(http://www.mhlw. 
go.jp/toukei/itiran/roudou/index.html)。指定•承認統 

計だけでなく届出統計等も含めてもれなく関係統計をイ 

ンターネットにより提供できる体制を早急に実現された 

い。

具体的には、監督実施状況調査、労働者健康状況 

調査、労働災害動向調査(A〜Cすべて)、労働安全衛 

生基本調査、労働環境調査、定期健康診断結果報告、 

労働基準監督年報、労働者災害補償保険事業年報、 

労働災害統計年報、および、(財)労災年金福祉協会の 

各種労災年金受給者の生活実態調査等の委託調査を 

含めるべきである。

【回答：大臣官房統計情報部】

本件については、「電子的提供の推進に関する実 

施方針」の作成時において関係部局と協議を行い、 

対応することといたしたい。

※具体例についてはこういう要望が出ていることを踏 

まえて前向きに検討するよう要望したが、統計情報部 

というよりは、労働基準局の原課でやっている統計調 

査なので、それらと協議してやるとのこと。

⑤ 申請•届出等手続の電子化等

「行政情報化推進共通実施計画」において、「原則と 

して、平成15年度(2003年度)までに、書面による手続 

に加え、インターネット等を利用した手続のオンライン 

化を図るよう努める」とされているところであるが、いわ 

ゆる労災申請についてのオンライン化の目途および検 

討状況を示されたい。［資料提供］

【回答：大臣官房統計情報部】

当省の母体である厚生省、労働省においては、そ 

れぞれ、申請•届出等手続の電子化推進アクション• 

プランを作成し,当アクション•プランに基づき平成15 
年度から電子政府の運用を開始できるよう作業を進 

めているところである。なお,当省のアクション•プラン 

は夏頃に策定する予定である。

※旧「労働省申請•届出手続の電子化推進アクシ3ン、 

プラン」(平成12年11月15日行政情報化推進会議 

決定)を資料提供された。この別紙「個別手続のオン 

ライン化実施計画個別表」資料では、例えば労働基 

準法関係手続では32手続(年間平均申請件数 

562,00〇)と手続の数だけ示されているが、具体的な 

手続の内容はわからない。その点を質すと、厚生労 

働省として策定する新しいアクション•プランでは、こ 

の場で約束はできないが、なるべく個別手続がわか 

るような方向で考えていきたいと思うとのこと。

これと合わせて、「押印見直しガイドライン」(平成、9 
年7月3日事務次官等会議申合せ、http://www.somu 
cho.go.jp/gyoukan/kanri/ouin.htm)に基づき、1999年 

1月から労働関係省令•告示の改正が行われ、離職後 

の労災手続における「事業主証明」の負担が軽減され 

たが、「申請者負担削減」の観点力ち、在職中の労災手 

続についても同様の措置をとられたい。

【回答：なし】

⑥ノーアクション•レター制度

行政機関が法令解釈等(ごついて文書で回答する「ノー 

アクション•レター制度」の2001年度からの導入が検討 

されているが、労働基準局及び/または厚生労働省と 

しての計画を示されたい。労働基準関係法令の解釈等 

に関する労働者等からの質問に対して、簡便な手続の 

よる照会(ひって、最長1か月以内程度に回答する「ノー 

アクション•レター制度」を迅速に導入するようにされた 

い。

【回答：大臣官房?】

3月27日に閣議決定ぼ)がされたが、この中では 

対象法令の範囲が限定されており、「当面、IT•金融 

等新規産業や新商品•サービスの創出等が活発に行 

われる分野に係る法令」を対象としているが、ただし、 

各府省の判断により、その他の分野に係る法令を対 

象とする^と力巧きるというもの。厚生労働省としては、 

ITや金融の分野に限定せずなるべく広めに対象と 

していこうという方針を持っている。

厚生労働省としての指針を平成13年度中に策定 

じT、公表する予定。対象を何々法第何条というかた 

ちでピックアップしていくことになるので、その作業に 

しばらくかかる。

※「行政機関による法令適用事前確認手続の導入 

について」(平成13年3月27日閣議決定、http:// 
www.somu.go.jp/eyoukan/kanri/kanri f.htmで入手 
可))を提供された。 '

5.その他

①2001年1月15日に「政策評価に関する標準的ガイ
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ドライン」(http://www.soumu.go.jp/kansatu/gaido- 
gaidorainl.htm)が政策評価各府省連絡会議において 

了承されている。これによれば、各府省は、体系的かつ 

継続的な政策評価の実施を確保するため、ガイドライ 

ンに沿って政策評価の基本的な手続、手順等を規定し 

た「実施要領J及び実施要領を踏まえた各年度の具体 

的な「運営方針」を策定する祕とされてV巧。厚生労働 

省としての実施要領及び2001年度の運営方針を示さ 

れたい。

【回答】

本要望提出後、「厚生労働省政策評価実施要領 

(案)Jが示され、3月7-21日にパブリックコメント手続 

が実施された。全国安全センターでは9項目にわた 

る意見を提出したが、3月29日にその結果一「寄せ 

られた意見と厚生労働省の考え方」が示され(http:/ 
Avww.mhlw.go.jp/public/kekka/p0329-l.html)、3 
月30日付げで「厚生労働省政策評価実施要領J (http:/ 
/www.mhlw.go.jp/houdou/0104/h0406-l .html)が 

策定されている。［10-13頁の囲み記事参照］

②2000年10月4日付けの新聞報道等によると、厚生 

省や社会保険庁関係の法令集等を出版じひ込「法研J 
が東京国税局の税務調査を受け、省庁の職員に支払っ 

た原稿料や監修料等約1億6千万円を「使途秘匿金」 

と認定され、制裁課税を受けていた。同社は、実体の 

なし職会や借名の支払調書を作成して受取人_定 

できないようにしていたうえ、国税局が支払先を明らか 

にするように求めたのを拒否したため、経費として認め 

ず「使途不明金」と認定して法人税に加えて40%の制 

裁課税を適用、さらに支払調書の改竄が意図的な所得 

隠しに当たるとして重加算税を課した模様と伝えられ 

てレ込。他山の石とすべき問題であり、旧労働省または 

労働基準局において同種の問題の存否を調査してい 

ればその結果を明らかにされたい。もし調査していな 

ければ、速やかに厚生労働省全体において実施し、そ 

の結果を公表するようにされたい。

【回答:なし】

③ 平成2年12月20日付け東京都医師会長•東京労働 

保険医療協会長名の労災指定医療機関管理者宛て 

「R.I.C.(第一報)」と題された文書によると、「R.I.C.と 

は政府が出資て設立した『財団法人労災保険情報セ 

ンター』の略称で(す)」と記載されている。これがもし政 

府の全額出資によって設立されたものであるとしたら、 

財団法人の趣旨とじC問題ではないか。(各都道府県) 

財団法人労災保険情報センター設立にあたっての、政 

府資金の出資の状況(金額•割合等)及びその財源、支 

出の根拠について明らかにされたい。

刪

卜46頁から続く］権を獲得した企業寄りの共和 

党による立法的な成果である。

法案は、上院通過から24時間たらずの後に、 

だいたい政党割りどおりの223対206で下院を通 

過した。民主党員と組織労働者らがやかましく抗議 

してきたが、ブッシュ大統領はすでに署名する意向 

を示している。

ホワイトハウスが批評家たちを安心させようとし 

ていたときには、まだ投票は進行中だった。「本政 

権は労働者の健康と安全を防護することを公約し 

ている」と声明は述べている。「そのことが労働省 

がこの問題に対処する包括的アプローチを追求し 

ている理由である。雇用と経済成長に否定的なイ 

ンパクトを与えていることから、過度の負担となる 

現在の諸規則には現実的な関心が寄せられてい 

るJ 〇

ロビイ活動は激烈だった。ひとつの団体、全国 

独立企業連合は、柳投票が重要な議会の？〇バー

と接触するよう求めて、30の州の7万のメンバーに

ファックスを送ったと述べている。

組織労働者は、仕事に関連した反復動作によっ 

て健康に深刻な影響を受けた労働者たちをあおり

ながら、規則を維持するよう立法者に圧力をかけ 

た。「記憶にある中で、働く国民に敵対する大企業 

の利益が大統領や合衆国議会にこれだけ強い影 

響力をもったことは最近なかった;^」と、AFL-CIO 
会長ジョン•スウィーニーは投票後の声明の中で 

述べている。

レスポンシブ•ポリティクスによれば、組織労働 

者は昨年、民主党の選挙を援助するのに推定7,800 
万ドルを提供したが、経営者グループは共和党候 

補者のために数百万ドル多く寄付した。そして、下

院のフロアの内外における議論は政党構成を反 

映したものであった。

共和党の援助者は、迅速なこの動きに 

は別の要因が働いたと話している。
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塩沢美代子

戦争既ん®疑い幼く成長していった私が、 

“いやだ！戦争ってとんでもないことだ广’と 

思いはじめた最初の瞬間を、60年近くも前の 

ことながら、昨日のことのように、鮮やかに覚 

えている。

ときは昭和18年10月21日、冷たい秋雨の 

降る明治神宮外苑競技場のことだった〇

戦後世代の人たちが意外と知らないのは、 

富国強兵をめざして、明治時代にはじまり、敗 

戦までつづいた、徴兵制のことである。男子は 

20歳になると、必ず徴兵検査を受けなければ 

ならず、健康状態や体力に応じて甲、乙、丙、 

丁とランク付けされる。丁はたぶん身体障害者 

などで兵役を逃れたらしいが、戦争末期には 

身体虚弱な丙種までが、戦争にかり出された。

誰も戦争にいきたくはないから、明治時代 

から兵役を逃れるために、いろいろ考えたらし 

い。本人のロからきいたことはないのだが、私 

の父親もそのひとりだった。父は兄とふたりだ 

けの兄弟だった。ところが二人は姓が違ってい 

た。大人になってから、伯父の娘だったいとこ 

が、その理由を教えてくれた。

戦前の日本は家族制度が確立していたか 

ら、父の時代は、長男は徴兵を逃れることが 

できた。そのため次男だった父は、たぶん男の 

子がいなかったであろう、塩沢という家の養子 

になり、長男という立場をえた。私とは祖父と孫 

ぐらい年が離れていた父は、そういう手をつか 

わなければ、日清•日露の戦いで一命を落と 

していたかもしれず、私もこの世に生れ出るこ 

とはなかったわけである。しかし明治の中頃に、 

長男の兵役免除は廃止された。

またある反骨の詩人が、戦後に書いたエッ 

セイに次のような告白があった。息子が兵隊 

にされるのを、なんとかして防ぎたいと思い、徴 

兵検査のとき、健康を害した状態にするため、 

醬油を飲ませたり、雨のなかをずぶぬれで、庭 

に立たせたりしたというのである。その結果が 

どうなったかよく覚えていないのだが、成功しな 

かったようである。いかに反骨の人間でも、徴 

兵制度から逃れることは、できなかったことを 

示すエピソードである。

ところが、大学や専門学校に進学していた
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青年は、その卒業まで徴兵猶予、という 

措置がとられていた。当時の日本社会の 

貧富の差は、1970年代に私が歩き廻っ 

た、アジアのいわゆる発展途上国と、同 

じくらい大きく、大学に進学できるのは、 

ひと握りの特権的階層の息子だけだった。 

したがって大学の数も、現在とは比較に 

ならないほど少なかったから、卒業まで 

兵役を猶予しても、大勢に影響はなかっ 

たのだろう。

しかし中国大陸と東南アジア全域に戦 

線を広げ、限りなく戦死者を出すに及ん 

で、学生だけにこういう特典を許すこと 

は、できなくなったのだろう。医学生や兵 

器製造にも影響を及ぼす、理工系の学 

生を除いて、一斉に学業を中止し戦地へ 

出陣させることになった。

そして出陣学徒壮行会なるものが、明 

治神宮外苑の競技場で、行われたので 

ある。

当時の大学生は、詰襟の黒い制服をきて、 

四角にかどがあり、正面に校章がつき、ひさ 

しのついた角帽をかぶっていた。この時は、そ 

の膝下には兵士がつけるゲートルという、厚 

手の包帯のようなものを巻き、銃をかついでい 

た。その一団が東京帝国大学を先頭に、雨の 

中を軍隊的な歩調で、次から次へと入場行進 

をしてきたのである。スタンドは、動員された女 

子大学などの学生で、ぎっしり埋められていた。 

私のいた場所は、式典の正面に近ぐすぐ斜 

め下には、東條英機が立っていた。それで私 

の前を通るとき、学生たちには、“頭(カシラ) 

右！ ”という号令がかかっていたから、悲壮な 

緊張のみなぎる同世代の青年たちの顔、顔、 

顔が延々とつづいた。

そもそもその時代の、大学生のもつ雰囲気 

は、昨今の大学生とは、比較にならないほど

出陣学徒壮行会(1943.10.21明治神宮外苑競技場) 

違っていた。恵まれた階層の者しか、大学には 

いけないということは問題だが、大学へいった 

者は、真剣に勉強していた。あまり一般化して 

いうのは、よくないかも知れないが、いい意味 

でのエリート意識やプライドを、もっている大学 

生も、私の身近には、けっこう多かったような 

気がする。身近といっても、男女の交際は許 

されず、恋愛なんてとんでもないという時代だっ 

たから、兄たちとか、従兄とかその友人たちと 

いう範囲しか、接する機会はなかったのだが。

そういう知的にひきしまった顔が、自らの意 

志に反して、人を殺しにいぐそして自分も死ぬ、 

という苦悩をにじませていた。私たちは、絶間 

なく拍手して見送ったのだが、"いやだ！この 

人たちが死んじゃうなんていやだ！戦争って 

なんなんだ! ”という強烈な感情がこみ上げ 

てきたのである。そのはげしい思いは、あの群
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像に対して、一気に溢れた恋心としか、いいよ 

うのないものだった。ときに私は19歳で、同世 

代の女性には、どんなに恋愛禁止時代でも、 

ひそかに心を寄せる恋人や、婚約者のいる人 

もいたらしいが、私には全くそういう相手はい 

なかった。しかし人から恋愛の経験はないかと 

きかれると、あの学徒兵の群像しか浮かんで 

こないのだ。長らく若い人たちとともに、仕事を 

してきたから、結婚式に招かれることが多かっ 

た。ところが、そのおめでたい席で、いつも私 

の脳裏に浮かんでくるのは、雨の神宮外苑を 

行進していた、学生たちの姿である。入場行進• 

式典•退場行進あわせて3時間足らずの間に、 

私の異性に対する情熱は、燃え尽きてしまっ 

たようである。

ところが昨年の夏、テレビを見ていて、思い 

がけないことを知った。NHKの教育テレビで、 

あのとき行進していた学生で、運よく生還した 

人が、そのときのことを話していた。それによる 

と、行進していた男子学生の側でも、スタンドを 

埋めつくしていた女子学生に対して、異性への 

感情が生れていたということだった。入場する 

までスタンドを、女子学生が埋めつくしているこ 

とは知らなかった。ところが雨に打たれながら、 

拍手で見送ってくれる女子学生を見て、"戦争 

に行きたくない”という本心を、"この女性たち 

を、自分たちが守らなくてはならないのだ”とい 

う思いで、なんとか自分に納得させようとした、 

というのである。その頃学生たちの間では運命 

という意味のドイツ語が、はやっていたそうで 

ある。こんな時代に生れて、人生これからとい 

うときに、不可抗力的に戦争に、いかねばな 

らない自分たちを、運命としか、いいようがな 

かったのだろう。彼らもまた女子学生の群像に 

接し、その運命に、少しでも意味づけをしたら 

しい。

“男女7歳にして席を同じうせず”といい、男 

女共学は、当時の義務教育だった、小学校だ 

けで終り、思春期の男女が、厳重に隔絶され 

て暮らしていた社会を、今の若者は、どうして 

も想像できないらしい。だから群像に対して感 

じあった、異性への思慕など、どうしても信じら 

れないという。ではどうやって結婚相手をえた 

かというと、私のクラスメートを例にとれば、ほ 

ぼ100%が、親のアレンジによる、見合い結婚 

であった。

ところで昭和12年から、中国大陸では継続 

して、戦争が拡大していたし、16年には太平洋 

戦争に突入していたから、18年の学徒出陣の 

前に、すでに数限りない日本人が、赤紙と称 

する召集令状によって、戦地にかり出されてい 

た。出征兵士を送る地域での壮行会、戦死者 

の遺骨を迎える隊列は、毎日のように町角で 

見かける風景だった。その人たちの出征と戦死 

は、学徒兵より、もっと深刻な悲劇だったに違 

いない。妻子をかかえて生計の柱だった男子 

が、農村から、工場から、その他あらゆる職場 

から召集されていったのだから。

戦後に、『農民兵士の手紙』という本を読ん 

だことがあるが、田畑の作物の状況を気にし 

て、妻にこまごまと指示し、かつ妻の労をねぎ 

らっている文面に、胸を打たれた。しかし戦争 

の最中には、自分と同じような、階層や環境に 

あった青年たちが、死地に赴くというときになっ 

て、はじめて戦争について、疑問が浮かんで 

きたのである。

学徒出陣から1年半くらいたつと、戦争によ 

る死という運命は、自分自身に刻々と迫ってき 

た。よく知られている昭和20年3月10日の東 

京大空襲より早ぐ3月4日の朝、わが家は、 

20発前後の焼夷弾と小型爆弾を落され、死の 

寸前だった。瓦屋根にはじかれ庭に滑り落ち
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た焼夷弾が多ぐ幸い大雪の後で、地盤もゆ 

るかったせいで、大半が不発のまま地中に埋 

れてくれた。発火した二つの部屋の消火は、海 

軍の技術将校で、内地勤務だった兄が、たま 

たま外泊で家にいたため、不動明王の如く奮 

闘し、私は必死で水を運んだので、全焼をまぬ 

がれた。爆弾により一瞬にしてコンクリートが 

われ、水が吹きとんだ池は、私のいた防空壕 

と7〜8メートルしか離れていなかった。5月に 

は、空中戦でもぎとられた米軍機B29の垂直 

尾翼が、自宅の庭に落下したり、夏になると外 

出中に、何度も機銃掃射にあった。

その頃になると、新聞やラジオは連日、“本 

土決戦、一億玉砕(国民が全部死ぬこと)”と 

いう、軍の命令をくり返していたから、私の寿 

命は、20歳で終る運命と思っていた。それを悲 

しいと思う気はなぐどうせ死ぬのなら早いほ 

うがいいと、空襲警報のサイレンをきく度に、 

今度こそ“即死を! ”と祈っていた。空襲の恐 

怖と食糧難による飢餓状態から、一刻も早く逃 

れたかったからである。医療も受けられない状 

態だったから、負傷して生き残るのが、もっと 

もこわかった。

だから8月15日に、生れてはじめてきく天皇 

の声で、戦争が終ったと知ったときは、“エエッ、 

私は生きている！生きのびたのだ！ ”という、 

生物本能的な喜びしか感じなかった。

その頃は連日だった空襲が、もう終ったとい 

う安堵感は、例えようもなかった。そして思いが 

けず手に入れた“余生”は、二度と戦争を起こ 

させないためだけに、生きる意味があると思い、 

その後の人生は、すべてこの瞬間を原点とし 

て展開してきたのである。

それから56年の日本の戦後史のなかで、私 

の反戦意識の中味が、三段階くらいのプロセ 

スで、より強くなってきた。

最初は、軍の寨走により戦死•戦災死をは 

じめとする、あらゆる形で犠牲になった、日本 

人に対する哀悼から、二度とこんなことを許し 

てはならない、という意識だった。広島•長崎• 

沖縄のことも、若い生命を散らしていった、特 

攻隊のことも、戦争が終ってはじめて、真相を 

知ったのである。

次に中国大陸•東南アジアの人々が、日本 

軍の侵略によって、いかに多くいかに残虐な 

目にあって、犠牲になっていたかに対する、日 

本国籍をもつ人間としての、心の痛みであった。 

このなかには、朝鮮半島と台湾の植民地支配 

が、いかにひどいものであったかも含まれて 

いる。恥しながら、このことを、肌で感じるまで 

に至ったのは、1970年代になって、アジアの 

地で、現地の人々ともに、働くようになってか 

らである。

この二段階を経て、私がもっとも深刻な課題 

として受けとめているのは、次にのべることで 

ある。

だんだん先細りになってきたとはいえ、戦争 

の惨禍については、戦後様々な角度から語ら 

れてきた。しかしなぜすべての日本人が、戦争 

に卷きこまれてしまったかのプロセスが、しっか 

り伝えられていない、ということである。前号に 

簡単に記したが、軍の独走を許し、あれだけの 

侵略戦争に、突進するための地ならしは、20 
年に及んだ治安維持法による思想•言論の弾 

圧にはじまり、私の受けた教育に示されるよう 

に、年期がはいっていたのである。そういう抑 

圧は、決して急激にくるわけではない。じわじ 

わとはじまり、気付かぬようにだんだんと強ま 

り、ついには投獄さらには死刑を覚悟しない限 

り、手も足も出ない状況になってしまう,。私が 

空襲に苦しんだ頃は、まるで台風とか大地震 

と同じ、抗しがたいものだったのである。

こういう国内事情が、次の世代に伝わって
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いないため、政治に無関心になっているのが 

最もおそろしいと思う。

少数派ではあるが、日本軍の侵略によって、 

アジアの民衆に与えた、被害の補償について、 

戦争を知らない世代も含め、問題提起し運動 

している人たちがいる。そして“従軍慰安婦” • 

“虐殺”.“略奪”など、耳をふさぎたくなるような 

事実について、アジアの人々の証言が、伝え 

られるようになってきた。それを聞く場合も、そ 

の時代を知らない世代と私とでは、大きな違い 

がある。

アジアの人々にとって、直接そういう蛮行に 

及んだ日本兵が憎いのは当然である。しかし 

私としては二重に胸が痛ぐやりきれない気持 

になる。

兵士は、全く抵抗できない国家権力によっ 

て、妻子とひきさかれ、死地に赴かされ、100 
パーセント人権を無視され、人殺しを住務とし 

て強制された、日本の民衆なのである。また戦 

地では、相手を殺さなければ、自分が殺される 

極限の状況にある。そして兵士を、将棋の駒 

のように動かす軍の首脳部は、食糧を略奪す 

る必要も、“慰安婦”を暴行する必要もない暮 

しのなかから、攻撃の命令を、出していたので 

ある。

兵士らは国が戦争をしなければ、郷里の田 

畑を耕し、または会社で働き、あるいは芸術を 

仕事とし、夜は妻や恋人を、抱いていた人たち 

である。なかには、当時は合法だった、売春宿 

に通った者もいるだろうが、予想もつかぬ異境 

の地で、見も知らぬ女性を、暴行して性欲を満 

たすなど、思ってもみなかった人たちである。 

また南京大虐殺は、食糧の補給も追いつか 

ずに進軍させられた兵士たちが、自らの食物’ 

をえるために、民家を略奪したことからはじまっ 

たらしい。空襲下の東京で、飢餓体験のある 

私は、その状況の想像がつく。

加えてわが世代は、アジア侵略の戦争を正 

当化するために、日本人以外のアジア人の蔑 

視を、積極的に教育されてきたのである。日本 

人は優秀な民族だが、他のアジア人はレベル 

が低い。したがって欧米の植民地にされてい 

る。そこで優秀な日本人が、戦争によってアジ 

ア各国を支配している、欧米諸国を追いだして、 

日本を中心として、アジアの人々が栄える「大 

東亜共栄圏」を、つくり上げるのである。

こういう聖なる目的をもった「聖戦」であると 

し、当時は日中戦争と太平洋戦争をひとくくり 

にIZC、「大東亜戦争」と呼んでいた。実は欧米 

にとって代り、中国大陸を含む広範なアジア地 

域を、日本が支配しようとしたのであるが、この 

論理を展開するには、アジア人は、日本人に 

劣る人たち、といわねばならなかった。だから 

中国人を、“チャンコロ”と、犬ころのようなニュ 

アンスで呼び、東南アジア人を、“南洋の土人’’ 

と呼んでいたのである。

だから狂乱状態に追いこまれた兵士は、動 

物を殺すような感覚で、殺戮がエスカレートし 

たに違いない。彼らは、自分たちをこんなに苦 

しめる軍の命令、つまり国家権力には、抵抗 

できないので、その恨みを、目の前の敵兵や 

住民に、ぶつけていたともいえよう。

こういうことをいうと、兵士の行為を正当化 

しているように、誤解されるのを恐れて、私も、 

なかなかいえなかった本音である。

最前線の兵士は、不可抗力の国家権力に 

よって“加害者”に仕立てられた“被害者”であ 

り、200万人以上が、自らも命を落している。こ 

の点を、しっかりふまえておかないと、真実の 

歴史を“自虐史”だとし、韓国から、非難された 

教科書をつくった、「新しい歴史教科書をつく 

る会」の動きに、乗じられてしまうと思う。
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ドキュメント

禁歧めぐる灣

世界の動き

健康リスクが優先一■AVTOが禁止を支持
ICTSD Bridges Weekly, Vol.5, No.9,2001.3.13

3月12日、画期的な評決の中でWTOの上訴機 

関は、フランスが白アスベスト含有製品の輸入を 

禁止したことを支持し、2000年9月のパネルの事 

実認定を覆すことを求めたカナダの要求を却下し 

た。上訴機関は、フランスのアスベスト禁止措置は、 

人間の健康を防護する必要性を考慮した措置へ 

の胃)諸規則の一般的例外を規定した一1994年 

関税及び貿易に関する一般協定(GATT)第XX 
(b)条のもとで正当化されるとしたパネルの基本的 

事実認定を支持した。もっとも意義深いのは、上訴 

機関が、アスベストと他のより危険性の少ない代替 

繊維がGATT第III :4条で定義される「同等」の商 

品であり、原則としてフランスの市場で同じ処遇を 

与えられるべきであるとしたパネルの結論につい 

ては覆したことである。昨年9月に裁定を出したパ 

ネルは、ポリビニルアルコール、セルロース、グラ 

ス(PCG)ファイバー繊維等の代替品を含有する 

製品の「同等性」を考察するうえで、クリソタイル• 

アスベストに関連した健康リスクを考慮することは 

「適当でない」とした一方で、上述の結論に達してい 

た。

対照的に、上訴機関のレポートは、「ある製品 

に関連した健康リスクに関する証拠は、1994年 

GATT第III: 4条のもとでの『同等性』を考察する 

のに適切であるという非常に多ぐZ)意見がある」(上 

訴機関レポート,WT/DS 135/AB/R, $113)と述 

ベている。「発がん性あるいは毒性は、われわれ 

の見方によれば、クリソタイル•アスベストの物理 

的と区政の側面の定義の構成要素である。対照 

的に、PCG繊維はこうした特性を、少なくとも同程 

度には、共有していない。この著しい物理的相違 

を、1994年GATT第111:4条のもとでの『同等性』 

を決定する要素として、物理的特性を考察するうえ 

でどのように考慮に入れるべきかは、われわれに 

はわからない(同前$114)J。

上訴機関の事実認定はWTOにおいてフランス 

の禁止措置を防衛する「画期的」裁定であるどバ:、 

欧州委員会は歓迎している。「この裁定は、WTO 
がわが市民の関心に敏感であることを示すもので 

ある」と、EU貿易局長パスカル•ラミーは言う。当 

初のパネルの決定は、人々の健康を防衛する側 

から提起された主張をWTOのパネルが支持した 

最初の事例となったものの、「同等製品」に関する 

部分は、「間違った理由で良いことをした」、あるい
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WTO上訴機関レポート

欧州共同体ーアスベスト及びアスベスト含有製品に 

影響を与える措置

WT/DS135/AB/R, 2001,3.12

IX.事実認定および結論

192.本レポートで提示された理由によって、 

上訴機関は：

(a)パネル•レポート8,72(a)節の、TBT(貿易 

の技術的障壁に関する)協定は「当該法令 

のアスベスト及びアスベスト含有製品の輸入 

禁止に関する部分は、この部分がTBT協定 

別添1.1の趣旨の範囲内の『技術的規制』を 

構成するものではないため適用されない」と 

したパネルの事実認定を取り消して、当該措 

置は、全体としてみて、TBT協定の紀で「技 

術的規制」を構成するものである、と認定し：

(b) パネル•レポート8.132及び8.149節の、

1994年GATT第III: 4条のもとでそれらの繊 

維とPCGW維の「同等性［類似性、likeness］」 

を考察するうえで、また、同条項のもとでセメ 

ントをベースとしたクリソタイノレ•アスベスト繊 

維含有製品またはPCG繊維の「同等性」を 

考察するうえで、クリソタイル•アスベスト繊 

維に関連した健康リスクを考慮することは「適 

当でない」としたパネルの事実認定を取り消 

し；

(c) パネル•レポ-b8.144節の、1994年GA

は、有毒製品と非有毒製品の区別をできなくする 

危険な前例を作るもの、として環境団体がWTOの 

決定を非難するもととなったものであり、環境団体 

や消費者団体は今回の裁定をおおむね歓迎する 

ものとみられている。

上訴機関は、フランスの禁止措置は「技術的規 

制」を構成するものではなぐそれゆえWTOの貿 

易の技術的障壁に関する協定(TBT協定)の対象 

とはならないとしたパネルの事実認定に対する力 

ナダの異議申し立てを支持した。法律専門家は、 

上訴機関の事実認定は、ある措置が人間の健康 

を防護する必要性があると思われるという見地か 

らTBT協定の原則から免除されると、各国が宣言 

することを許すという潜在的抜け穴をふさいでいる 

ものとして重要である、と言っている。

このケースは、カナダにとって大きな政治的重 

要性をもっている。なぜなら、この問題の多い産業 

が、分離主義的感情が根強く残っているケベック 

州に集中しているからである一実際、何人かのア 

ナリストは、オタワの連邦政府にアスベスト製造業 

を防衛するという明確な態度をとらせてきた原因で 

あるとしている。

カナダのアスベスト生産業者も、この裁定は開 

発途上諸国において著しく否定的な影響をもつ可 

能性があると警告している。裁定は、アスベスト• 

セメントでつくられた製品が死亡率の減少に貢献 

している開発途上諸国の損害よりも、アスベストは 

危険だとする豊かな国々の主張に重みを与えたも 

のである、とアスベスト研究所所長デニス•ハーメ 

ルは3月12日に言吾った。

グリーンピース•インターナショナル、世界自然 

保護基金(WWF)、アスベスト禁止ネットワーク、 

アスベスト禁止国際事務局、国際環境法•開発財 

団(FIELD)などのNGOは、間もなくこのアスベス
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TT第III: 4条のもとでクリソタイル•アスベス 

卜繊維とPCG繊維は「同等の製品」であると 

したパネルの事実認定を取り消して、カナダ 

は、同条項のもとでこれらの繊維が「同等の 

製品Jであることを立証すべき責任を満たさ 

なかった、と認定し；

(d) パネル.レポート8.150節の、1994年GA 
TT第111:4条のもとでセメントをベースとした 

クリソタイル•アスベスト繊維含有製品とセメ 

ン!^ベースとしたPCG繊維含有製品は「同 

等の製品」であるとしたパネルの事実認定を 

取り消して、カナダは、1994年GATT第III: 
4条のもとでそれらのセメントをベースとした 

製品が「同等の製品」であることを立証すべ 

き責任を満たさなかった、と認定し：

(e) パネル•レポート8.158節の、当該措置は 

1994年GATT第111:4条に一致しないとした 

パネルの事実認定を取り消し；

(f) パネル.レポート8.194、8.222及び8.223 
節の、係争中の措置は、1994年GATT第 

XX(b)条の趣旨の範囲内で、「人間の生命

または健康を防護するために必要」であると 

したパネルの事実認定を支持して、この結論 

に至るうえでパネルは、DSU (紛争解決に係 

る規則及び手続に関する了解)に矛盾せず 

に行動したものと認定し；

(g)パネル•レポート8.265及び8.274節の、 

当該措置は、1994年GATT第XXIII ：1⑸ 

条のもとで訴因を生じさせる可能性があると 

したパネルの事実認定を支持する。

193.カナダは、係争中の措置が適用される 

諸協定のもとで欧州共同体の義務と矛盾す 

るということを立証することができなかったと 

いうことはわれわれの事実認定から導き出 

されたものであり、よってわれわれは、DSU 
第19.1条のでDSB (紛争解決機関)に対 

して、いかなる勧告も行わない。

原本は2001年2月16日、ジュネーブにて以

(座長)Florentino P. Feliciano, James Bacchus, 
Claus-Dieter Ehlermann

卜に関する決定についての声明を発表する予定 である。［次の記事参照］

NGOは歓迎、紛争解決手続への疑問は残る
Joint Statement of a NGO Coalition, 2001.3.14

フランスのァスベスト禁止を支持した今週のWTO 
の裁定について、グリーンピース•インターナショ 

ナル、世界自然保護基金(WWFインターナショナ 

ル)、アスベスト禁止ネットワーク、アスベスト禁止 

国際事務局、国際環境法•開発財団(FIELD)で 

つくるNG 〇連合は、有害なアスベストはより安全 

な物質と同じではないとした上訴機関の事実認定 

を歓迎する。

WTOパネルの元の裁定を覆して、WT0上訴機

関は、発がん物質アスベストはより安全な代替物 

質と同じではなく、フランスのアスベスト禁止措置は 

国際貿易法に違反してはいないと認定した。上訴 

機関の事実認定は、この事件で法廷助言者ある 

いは裁判所の友として提出した意見の中で述べた 

NGOの主張と一致している。

このWT0の決定を受けて、アスベスト禁止国際 

事務局のローリー •カザンアレンは言っている。ア 

スベスト関連疾患はまさに今何千名もの人々を殺
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している。上訴機関の最新の裁定を歓迎し、責任 

ある政府はいまやWTOのことを気にすることなし 

に、この致死的な物質から自国の労働者と消費者 

を防護する努力を続行することができる。

上訴機関はこの事件で、WTOの諸規則のもと 

における人間の健康を理由とした例外条項の適用 

についても検討している。通常、禁止措置はWTO 
の諸規則に違反していないと事実認定すれば、い 

かなる例外も検討する必要はないだろう。しかし、 

フランスの禁止措置は健康例外規定によって許さ 

れるとしたパネルの事実認定に対するカナダの上 

訴は、上訴機関にこの問題をレポートの中で取り 

扱うことを余儀なくさせた。健康例外規定の適用に 

関するパネルの事実認定を支持して、上訴機関は、 

加盟諸国が自国民にどの程度の防護を提供しよ 

うとするかはその国次第であるということを確認し 

た。がんを引き起こすアスベストからの完全な防護 

を提供することを選択するうえで、フランスは禁止 

措置に代わる合理的に利用可能な代替策を持っ 

ていなかったことを、上訴機関は確認した。上訴機 

関は、健康政策を策定するうえで、加盟諸国は多 

数派の科学的意見に従うべき義務はないことも付 

け加えた。

この事件では、フランスのアスベスト禁止を支持 

する証拠は圧倒的だった、とWWFインターナショ 

ナル上級政策ブドヴァイザー、エイミー •ゴンザレ 

スは解説する。しかし、上訴機関の科学的見解の 

妥当性に関するガイダンスでは、すべての加盟諸 

国は、防護措置を正当化するリスクに関して科学 

者の見解が一致していない場合でも、人間、動•植 

物の最大限の防護を選択する権利が与えられて 

いるとしている。「これは、貿易関連紛争における 

予防原則を認めることを意味していることから、重 

要である」、とグリーンピース•インターナショナル 

政策局長レミ•パルマンティエは語っている。

今回の上訴機関の裁定は、各国政府が有毒物 

質と非有毒物質の区別をすることができることを確 

認することによって、NGO連合からの嫌疑を晴ら 

した。しかし、なぜ上訴機関がNGOからの意見提 

出を拒絶し、その理由を明らかにしなかったという 

ことに関しては、NGOは疑念を残している。昨年

11月、上訴機関は、「追加手続」なるもののもとで 

WTOのアスベスト事件についての第三者からの 

意見の提出を呼びかけ、そして即座に拒絶した。 

締切期限内になされた意見提出の申し込みを拒絶 

したことを正当化するのに、上訴機関は、追加手 

続で要求した7項目の事項を満たさなかったと述べ 

た。上訴機関は、7項目のうちのどの事項を満足 

させなかったのか、あるいはどのような根拠で要求 

事項を満たさなかったのかを示さなかった。NGO連 

合は、この上訴機関の対応に満足しなかったため、 

法的問題に関する書面による意見を提出した。

「NG 〇からの人々の関心、についての主張を聞 

くことを拒杏したことによって、WTOは、上訴機関 

のフェアプレーおよびデュープロセス(法の適正な 

過程)に関する主張と矛盾する行動をとった」、とグ 

リーンピース•インターナショナル政策局長レミ•パ 

ルマンティエは言う。

「われわれは、法廷助言者に関する手続一般の 

価値と、紛争解決手続への加盟開発途上諸国お 

よび南側の公益グループの関与するキャパシティ 

を拡大する必要性をはっきりと区別するようにしな 

ければならない」、とWWFインターナショナル上 

級政策アドヴァイザー、エイミー •ゴンザレスは言

う。

公益団体がWTOとその関心事についてコミュ

ニケードCきるようにする回路が限られている中で、

NGOは、法廷助言者とじての意見提出を、国際貿

易をめぐる決定において公益団体の建設的な参

加のための重要な手段としてみていたので 

ある〇

*原文は、http://www.field.org.uk/で入手できる。

[—37頁から続く]

止は「不合理かつ正当と認められない」措置であ 

り、「管理使用に伴う気づかれていないリスクを不 

適当な代替品のリスクに置き換えるという命取りの 

結果をもたらす」とWT0に対して述べたケ 

ベック政府によって支援される。

* 原文は http://www.chrysotile.com/news/article. 
asp?ref=20010312で入手できる〇
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アスベスト研究所は上訴機関の決定に失望
The Asbestos Institute, News, 2001.3.12

モントリオール.2001年3月12日ーアスベスM开 

究所［The Asbestos Institute］は、1997年1月に 

フランスが施行したクリソタイル•アスベスト禁止措 

置の範囲に関する2000年9月の特別委員会の判 

定を無効化しなかった、世界貿易機関(WT0)の 

上訴機関の決定に失望した。特別委員会は、フラ 

ンスの禁止措置が仮に国際貿易を律する諸協定 

に違反していたとしても、人間の健康を防護するた 

めに確立された例外条項によって正当化されると 

結論した。

WT0へ上訴した目的は、クリソタイルを試験す 

ることではなかった。特別委員会と上訴機関は、フ 

ランスの制限措置が国際貿易を律する国際協定 

に違反するかどうかを決定しなければならなかっ 

た。決定のウェイトは、加盟諸国にはその国民が 

曝露する可能性のあるリスクの程度を決定する自 

由があると述べるにとどまった。

アスベスト研究所は、特別委員会の決定を支持 

したことが、国際的規模で、とりわけ開発途上国に 

おいて、否定的影響をもちかねないことを危惧す 

る。「WT〇はフランスのケースを検討しただけで、 

その状況は、住宅や飲料水供給施設などの多くの 

基本的必要性のためにクリソタイルをベースにし 

た製品を使用しなければならない開発途上諸国に 

移し代えることのできるものではない」と、研究所長 

のデニス•ハメルは言明している。「代替製品を製 

造する多国籍企業の支援を受けた反アスベスト, 

グループは、この決定は世界規模でのクリソタイ 

ル禁止を呼びかけるものだと宣伝して、まだ世論や 

メディア、政治家たちをねじ曲げようとしている」。研 

究所は、この質問は訴因ではなかったことを指摘 

しておく。

特別委員会の決定を維持することによって、上 

訴機関は、より豊かでない諸国よりも、豊かな諸国 

の主張に重みを与えた。アスベスト•セメントでつく 

る製品は、飲料水や住宅の欠乏に直面している多 

くの開発途上国の高死亡率を減少させるのに著し 

い貢献をしている。健康に対するリスクが完全に 

はわかっていない代替製品は相対的に、高価で 

あり、寿命が短ぐ大多数の国の立法者がその使 

用を管理することはできないということに注しなけ 

ればならない。クリソタイルの使用を管理している 

のと同じ措置を確立することなしに、この代替品の 

使用を認めれば、リスクが知られず、また管理され 

ていないかった時代にアスベストに悪いイメージを 

もたらした過ちを再び繰り返す可能性がある。

1989年にアメリカ合衆国がほとんどのアスベス 

卜の使用を禁止したものの、この決定は1991年に 

連邦最高裁判所において、禁止措置はあまりに 

制限的すぎる解決策であり、禁止に伴う費用はそ 

の効果をはるかに上回るという事実ゆえに代替製 

品は相対的に安全でないと立証されたことによっ 

て覆されたことを想起することは重要である。

アスベスト研究所は、この決定が上訴機関によっ 

て確認されたことは、公衆衛生上の動機による、あ 

るいは競争相手のロビイ活動の圧力のもとでの、 

過度の貿易保護規制の採用に道を開くことになる 

だろうと考えている。本年、欧州連合は、1,200の 

自然物質と産業製品の禁止または厳格な規制を 

要求している。広大な自由貿易圏の創設が議題に 

あがることが予定されているアメリカ•サミットの開 

会の前に、国際貿易を律している法体系の信用性 

が揺さぶられてしまった。

アスベスト研究所は、消費諸国において、クリソ 

タイル•アスベストの安全使用を支持する基準を確 

立するために闘い続ける。それは、カナダ政府の 

ポジションを無条件で支持し、また、クリソタイル禁

H36頁右下に続く］
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ブラジル•サンパウロ市がアスベストを禁止
Barry Castleman, 2001.3.16

その職務に就いてから100日足らずのうちに、 

Marta Suplicy市長は、サンパウロ市は建材への 

アスベストの使用を禁止すると発表した。この法律 

は、欧州連合(EU)加盟諸国と同じデッドライン、 

2005年に発効するものと予想されている。サンパ 

ウロ市は現在、ブラジルのアスベスト製品の13% 
を使用している。サンパウロ州では40%を使用し 

ており、州レベルでアスベストを禁止する法律が6 
月までに成立することもほぼ確実である。

ブラジル全体で28—サンパウロ州に16—のア 

スベスト•セメントエ場は、この法律を支持するこ 

と、また、デッドライン前に可能な限り速やかにエ 

場を転換させることを表明した手紙を配った。最大 

の工場のひとつ(Brasilit、エターニトとフランスの 

多国籍企業サンゴバンの子会社Eterbras)は、ブ 

ラジルのアスベスト•セメン市場の55%を占め、ゴ 

イアス州のアスベスト鉱山の所有者でもある。同社 

は、生産量の10%未満にすぎない他社向けのア 

スベストを生産する意向をもっていないことから、 

この鉱山は確実に閉山することになるだろう。アス 

ベスト•セメント部門は、ブラジルの市場における 

アスベストの90%を使用している。

このイニシアティブはブラジルにおいて大きな注 

目を集めた。ブラジル中の市長たちが、最近、オザ 

スコ市とマト•グロッソ•ド•スル州で制定されたのと 

同様の法律を制定しようと動き出している。サンパ 

ウロ市という南アフリカ最大の都市だけでなく、そ 

う遠くないうちに、ブラジルの国レベルにおけるア 

スベスト禁止が導入されることは必然的であると思 

われる。ブラジルは、南アフリカ最大の国であるだ 

けでなく、アスベストの生産国であり、輸出国でも 

ある。そのことが、ブラジルにおけるこの公衆衛生 

のための政治的勝利を実現することをとりわけ困 

難にしてきたのである。採掘するアスベストのほと 

んど全てをより規制の少ない諸国に輸出している 

カナダにとっての希望でもあった。

今年1月に同様の行動をとったチリ、そして、世 

界貿易機関がフランスによるアスベスト禁止に対 

するカナダの上訴を却下したことに続く、ブラジル 

のアスベスト禁止は、ラテンアメリカ全体の禁止に 

つながるだろうと考えられている。アスベストは今 

では21か国で禁止されているが、そのほとんどは 

ヨーロッパ諸国である。

ブラジルにおけるアスベスト禁止運動のリーダー 

であるフヱルナンダ•ギアナージは以下のように報 

告してきている。「サンパウロ市の法律は、同市が 

ラテンアメリカ最大の都市であるという点において 

象徴的であり、ドミノ効果を及ぼすに違いない…わ 

れわれ(アスベスト禁止ネットワークとブラジルの 

アスベスト被災者団体であるABREA)は、Marta 
市長の決定を支持するが、一方で、われわれはす 

でに直接消費者に、アスベストの使用を直ちにや 

めるよう呼びかける活動を開始している…」

サンゴバンとそのブラジル子会社の意向により 

転換はスムーズに進むだろう。サンゴバンは、ポ 

リビニルアルコーノレ強化繊維セメント技術を開発し、 

認可を受けることを計画している。サンゴバンは、 

1996年にフランスがアスベストを禁止した数年後 

にフェルナンダ•ギアナージが出版した『ダブル•ス 

タンダード』によって大きな打撃を受け、評判を損 

ねた。フェルナンダを「名誉毀損」で訴追することに 

失敗した後、結局タオルを投げ、1999年にブラジ 

ルにおけるアスベスト•ビジネスから手を引くと発 

表した。サンゴバンは、アスベスト•セメント製造業 

者と競争するうえで、アスベストの危険性を強調し 

ない方がよかろう。それは、同社のブラジルにおけ 

るアスベスト事業の歴史から生ずる、巨大 

な潜在的責任につながるであろう。
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1114健康影響指標の開発とリスク評価

【重要性と緊急性】

ILOによると、世界で年間110万人にのぼる労働災害 

死者中およそ四分の一が有害物質へのばく露に起因し、 

交通事故や戦争の犠牲者数を上まわると推定されるとい 

う。国内でも、化学物質による業務上疾病の発生は横這 

いで推移している。化学物質による健康障害防止のため 

には、個々の物質の有害性に関する実験的研究や疫学 

研究を進めるのみでは不十分であり、ばく露状況等を考 

慮した健康障害発生の可能性(リスク)を低減するための 

包括的対策が必要となる。そのためには、個々の物質の 

有害性情報にMづき科学的根拠に立脚したリスク評価 

を行い、ばく露限界値をはじめとする種々の管理基準を 

より適切に設定するとともに、ばく露状況や健康障害の 

発生を的確に監視することが必要である。従って、広範な 

物質のリスク評価作業を実施することに加えて、リスク評 

価手法の高度化や、ばく露状況や健康障害発生をより正 

確•高感度に監視するための新たな健康影響指標などの 

開発が求められる。また職場環境には健康障害を引き起 

こす可能性の祕様々な因子(電磁場•放射線•光•温熱• 

騒音•振動等の物理因子や感染症などの原因ぬる微生 

物•ダニ等の生物因子)が存在し、化学物質と同様に対 

応が求められよう。これら種々の因子に起因するリスクの 

雖的な評価は労鵬生学の中核的課題であ〇、科学的. 

合理的な管理体制の確立を目指じr誦的.継続的な研 

究の推進が望まれる。

【研究内容】

化学物質等の有害因子る健康障害の発生は、個々 

の因子に固有の有害性や当該因子へのばく露に依存す 

る。また、適切なばく露限界値等の管理基準は、同定され 

た有害性と許容できるリスクに基づき設定される。そのた 

めには更なる健康影響指標等の開発も求められる。従っ 

て、以下のような課題の積極的遂行が重要である。

1) 職場環境におけるばく露実態の把握、ばく露レベノレ 

(含体内動態•代謝)と生体影響の研究、及びそれらに 

基づく個々の有害因子のリスク評価と管理基準の提案

2) 職場環境中の健康障害リスクの包括的評価

3) 有害因子に特異的で、より高感度の健康影響指標の 

開発

4) 低濃度長期ばく露に応用できる、ばく露レベルや健 

康障害のモニタリングのためのばく露指標•健康影響 

指標の開発

5) 疫学調査や毒性試験結果等の有害性情報からばく 

露限界値等を設定するためのリスク評価手法や、動物 

実験からヒトにおける影響を外挿する手法の研究

6) 既存情報が無い有害因子の系統的有害性試験•リ 

スク評価法の研究

7) 化学•物理•生物因子を含む複数の要因を総合して 

視野に入れた、作業と環境のリスク評価•リスク管理手 

法の研究

【期待される成果】

有害性情報が蓄積されてリスク評価が進み管理基準 

の設定やリスクコミュニケーションに活用されれば、職場 

有害因子の管理と健康障害予防に直接寄与する乙hhな 

る。現在、化学物質の適正な管理を国際的に推進するた 

め、既存化学物質の有害性点検、有害性の分類•表示の 

国際調和、試験法の標準化といった作業が各国の協力 

により進められているが、その過程で基盤技術開発が望 

まれる場合も多い。健康影響指標の開発やリスク評価の 

領域で国際的レベルの研究成果を創出し、有害因子の包 

括的管理体制確立に寄与することは、わが国労働者の健 

康確保のみならず世界規模での労働災害防止への大き 

な貢献となろう。

III-2リスクコミュニケーションの

効果的な進め方

【重要性と緊急性】

わが国の労働衛生水準を高めるためには、質の高い 

リスクコミュニケーション•情報提供•労働衛生教育が必須 

である。化学物質については現在日本で使われている5 
万種以上の物質のうち約700物質が労働安峑衛生法関 

連で規制されていて、その他の物質については自主管理 

に任されている。そのため質の高いMSDS (化学物質等 

安全データシート)等の適切なリスクコミュニケーションで 

十分な情報が得られることにより、適切なリスクマネジメン
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卜が可能ぬるような体制が必要で极とくに激しい技術 

革新に伴い作業環境に導入される新材料については、そ 

の生体影響を迅速に評価し、正しい対策を周知するシス 

テムが必要である。一方、物理因子や生物因子等、職場 

環境中に存在する化学物質以外の諸因子の有害性につ 

いては、化学物質におけるMSDSのようなフォーマットは 

なく、いかにリスクコミュニケーションを行うかは更に大き 

な課題である。また、労働衛生管理の基本である作業環 

境管理.作業管理.健康管理が、それぞれの事業場の衛 

生管理方針に基づき円滑且つ効果的に進められるため 

には、経営トップはもちろん管理監督者あるいは作業者 

が衛生管理の重要性について認識し、積極的に労働衛 

生活動を行うことが大切であり、そのためには労働衛生 

教育.労働衛生情報提供の充実が不可欠となる。さらに、 

労働衛生の各種活動には、それらを合理的なものどrる 

明確な根拠が求められ、これを整理し提示するための医 

究(Evidence Based Occupational Medicine)が必 

要となる。リスクコニケーションを含む労働衛生情報提 

供に関しては、現在急速に進んでいる『IT(情報技術)革 

命』は優れた追い風であり、この成果を如何に活用してい 

くかは重要かつ緊急な課題である。

【研究内容】

1) 労働者批び地域社会を対象とした予防情報を含め 

たリスクコミュニケーション手法の研究。

2) 有害物質情報、不休災害事例、作業環境•作業方法 

改善事例、産業保健担当者の活動事例、認定産業医 

情報など!こ関して、中小企業でも利用しやすた世界 

のデータベースにもリンクしたデータベースやネットワー 

ク作りの研究。.

3) 労働形態が_様化する中での効果的な労働衛生教 

育方法と効果的な教育用ツール教材の開発に関する 

研究〇

4) MSDSの作成に必要な毒性情報についてのデータ 

ベースの開発〇

5) 危険有害性の効果的な表示方式の開発、国際調和 

.表示方式確立への協力とわが国への導入研究。

6) MSDS等の毒性情報と職場のばく露情報から、職場 

での健康障害リスクのアセスメントが容易に実施できる 

ツールの開発の研究。

7) Evidence Based Occupational Medicineの基礎と 

なる労働衛生関連統計作成方法の研究。

【期待される成果】

(1)自主的管理による適切なリスケTネジメントが可能 

となる。⑵新材料を含めた化学物質のリスクに関する正 

しい認識が普及する。(3)労働災害、職業病の一次予防 

において大きな効果が得站る。⑷補命』の成果の活 

用により質の髙い情報を中小企業を含めた全ての事業所 

に到達させるシステムが提供される。⑸労働衛生活動を 

合理的に進められるようになり施策の効率化が計られる。

III-3職場環境の計測システムと 

管理技術の開発 

【重要性と緊急性】

わが国では、労働衛生管理の中で、労働環境中の有害 

因子ばく露による健康影響の出現を極力押えるために、 

有害因子の濃度や強さを直接監視じc管理す狄いう方 

法を過去20年以上にわたり進めてきた。その結果、職場 

環境は著しく改善し職業性疾病の発生が低減した。これ 

は世界に誇れる成果であり、労働衛生管理は、作業環境 

計測と評価、fekび評価战づいた環境改善と工学対策 

が極めて重要であることを如実に示してV场。管理すべき 

有害因子は、化学物質、粉じん、騒音•振動、電磁場、電 

離放射線、微生物妃多種多様で杨。特に化学物質は、 

わが国の産業界で使用されてV场化学物質が約5万種類 

以上、毎年500-700物質が新規化学物質として導入され 

ている。未管理•未規制の物質は管理•規制されてレ边物 

質に比べ膨大な数にのぼり、そうした物質の多くは環境 

測定法の開発を必要としている。さらに粉じん、騒音•振 

動や温熱環境などの物理因子、細菌やカビなどの生物因 

子についての測定•評価方法も重要である。統、労働環 

境では、労働者が種々の有害因子に複合ばく露す诫会 

も多ぐ5:っている。こうした問題に的砌こ対応した測定•評 

価方法も要求されている。一方、環境管理の対象範囲も 

ますます拡大しており、溶接作業•建設業に代表されるよ 

うに、現行の環境管理から外れた環境に対する計測•管 

理技術の開発も急がれる。

Wf究内容】

環境有害因子の計測の研究は、最新の先端技術を導 

入し、それが公定法として普及しうるか否かを実証する必 

要がある。管理技術の開発研究においては、有害因子を 

作業場から除去するだけでなく、地域•地球環境、省エネ 

ルギーなどにも配慮し、かつ企業の生産性•イメージ向上 

に有効なものが望ましい。研究課題としては以下のもの 

が挙げられる。

1) 新規化学物質の計測法の開発

2) 屋外、臨時•非定常作業等の作業環境測定法が適用 

.外の作業環境測定と評価法の開発

3) 最新計測技術の気中有害物計測への導入と微量分 

析法の確立

4) 小型軽量でリアルタイム計測可能な測定器及びセン 

サーの開発

5) リアルタイム連続測定法を用いた個人ばく露濃度な 

どの有害因子測定法の研究
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6) 数値流体解析方法や可視化技術の導入｛なる局所 

排気、全体換気、空調などの設計手法の開発及びそれ 

らの性能と効率の改善手法の開発

7) 防振構造の機器、除じん排ガス処理装置など開発

8) 職場のリスク軽減•快適化のための騒音•振動の計 

測•評価システムの開発

9) 人に装着負担の少ない保護具の開発 

【期待される成果】

新しい測定方法の開発により計測可能な化学物質が 

拡大する。複合ばく露に対する的確な対策もできるように 

なる。また、現在、測定対象外の職場においても適切な計 

測手法が導入されるようになる。こうした成果を基にそれ 

の環境の的確なリスクアセス/ントが可能tなる。そして、 

企業の事業者と労働者がもに作業環境のリスクを正確 

に認識できるようになる。その結果、環境改善がより確実 

に促進され労働者の有害因子へのばく露を低減すること 

ができる。さらに、有害因子取扱い作業者の健康保持に 

寄与でき、労働損失の減少と生産性向上が期待できる。 

HI4企業経営と労働安全衛生 

マネジメントシステム

【重要性と緊急性】

企業の労働衛生対策は、これまで各国とも主に法規制 

によって管理監督されてきた。しかし、急激な働き方の変 

化や生産技術の進歩に対応して、多種多様なリスクを的 

確に把握じr規則等を修正•追加して行く行政手法には 

限界がある。そのため、産業現場に応じた自主的な労働 

安全衛生管理システムを、企業経営者と作業者双方の責 

任で推進していないう企業の自主管理を骨子とした労働 

安全衛生マネジメントシステムが英国から始まり世界に広 

まっている。わが国でも労働省が1999年4月に労働安全 

衛生マネジメントシステムの指針を公表した。こうした世界 

の潮流の下に労働安全衛生マネジ/>トシステムを推進し 

ていめには、それが企業活動の発展と労働者の健康 

確保のために極めて重要であるという企業経営上の認識 

と、更にご5した理解を企業経営者と労働者が持てるよう 

な社会背景を形成する必要がある。

そのためには、①労働衛生対策の費用効果などを明 

確にした企業経営上のインティブ、②自主管理を行う 

ために必要な、産業医、衛生管理者、看護職等の人材確 

保、③企業経営における労働衛生活動の位置づけ、④労 

働衛生活動の評価法、⑤多様な働き方に対応した労働 

衛生対策のあり方、などの課題の解決が必要である。ま 

た、⑥わが国に適した労働安全衛生マネジ/>トシステム 

自体の開発と運用がはかられなければならない。 

【研究内容】

具体的な研究課題とじては、

1) 多様な衛生管理に対蚊きる自主管理システ父職 

場診断評価システムの開発

2) 労働衛生活動の評価およびその費用効果に関する

3) 中小企業で実施可能な労働安全衛生マネジメントシ 

ステムの研究

4) 自主的管理に必要な知識•技術の体系化及び教育 

プログラムの開発

5) わが国に適した労働安全衛生マネジメントシステムの 

開発

などが挙げられる。

撕待される成果】

こうした研究の推進により、労働安全衛生マネジメント 

システムが企業経営にプラスになることが明確となり、企 

業発展に不可欠な労働衛生活動という位置づけが定着 

する。そして、企業が労働衛生活動に必要な費用を積極 

的に投じるようになり、労働衛生担当者の意欲が増すな 

ど、自主的な労働衛生対策が推進される。こうした総合的 

な結果として、より安全で快適城繃跡創造され労働 

者の健康が保持されることtCなる。一方で、このような図式 

を実現するための社会的課題が明確になることも成果の 

一つであろう。

III-5中小企業自営業における 

労働衛生の推進策 

【重要性と緊急性】

我が国では、従業者数でみると二次•三次産業では、 

全体の80% (4608万人)が中小規模事業所で働いてい 

る。また我が国には765万人の自営業主がいるが、その 

多くは小規模である。出荷額でみると、製造業では中小規 

模事業所分は、全体の52%を占める。ご5した中小企業 

を、平成11年、36年ぶりに改正された中小企業基本法 

では、「我が国経済の活力の源泉」と位置づけ、政策理念 

も「大企業との格差の是正」から転換して「中小企業の多 

様で活力ある成長発展」とされた。

しかし、労働安全衛生面では、中小企業•自営業と大 

企業との格差は、なお大きく、小規模になるほど立ち後れ 

が目立つ。例えば、安全衛生教育実施率は、大企業では 

ほぼ100%に対し、1〇〜29人では39%、健康診断実施 

率は、大企業100%に対し、1〜4人では20%に低下す 

る。労働災害千人率は、大企業3に対し、1〇〜29人では 

18と増加する。

労働力の面では、55歳以上が占める比率は、大企業 

の9%に対し、5〜29人では19%、女性の比率は、大企 

業の32%に対し、1〜4人では45%、パート•アルバイト等
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21世紀の労働衛生研究戦略(下)

の非正規従業者の比率は、大企業の18%に対し、1〜9 
人では51%と,小規模ほど高まる。

今後、日本経済の急速な構造変化に伴い、中小企業• 

自営業にも大きな変化が生ずると見込まれる。それらの 

中には、例えば、企業再編•縮小等による規模の大きな企 

業からの高齢労働者の移動、正社員の減少といった変化 

から、情報技術革新によるスモールオフィスホームオフィ 

ス(SOHO)事業者の増加、少子高齢化による育児•介護 

等の家事支援サービスの増加等まで多様な変化が含まれ 

る。これらの変化は、同時に新たな労働衛生上の課題を 

随伴する可能性が高く、本課題の重要性と緊急性を一層 

高めている。

【研究内容】

中小企業•自営業の労働衛生に関じては古くから多く 

の研究がなされてきたが、問題提起型の研究が多く、解 

決のための実践に関する研究は少ない。今後は実態把 

握が未だ(こ不十分な小規模事業所.自営業に関する研究 

とhもに問題解決型の研究の活発化が特に重要である。 

具体的には以下のような課題が挙げられる。

1) マネジメンbo視点かの新しい中小企業•自営業労 

働衛生活動の構築

2) 中小企業•自営業の組織化ならびIこ安全衛生管理の 

共同化の試みhインtンティブを伴う各種支援システム 

の有効性を実践的に検証するモデル研究

3) 業種別(特に第三次産業)の安全衛生リスク評価と 

安全衛生活動評価方法の開発

4) 中小企業•自営業に適した安価で有効な安全衛生管 

理技術の開発

5) 自営業者を対象とした産業保健と地域保健との連携 

システムの開発と実践モデル研究

6) 農林水産業における労働衛生水準の向上に関する 

職

【期待される成果】

中小企業•自営業における(1)労働衛生支援体制が整 

備されること、(2)安価で効果的な労働衛生管理技術の 

普及•活用が進むこと、(3)労働災害や職業性健康障害 

の発生率が低下し健康水準が向上すること、(4)企業経 

営にも好影響がもたらされることが期待される。

III-6労働生活の質の向上と 

ヘルスプロモーション

【重要性と緊急性】

近年、労働生活の内容を質的に高めることと健康増進 

に対する勤労者の関心は非常に高くなっている。しかし、 

その一方で、平成11年度の定期健康診断実施結果によ 

れば、86,541事業場(内20%の事業場では複数回実施) 

で1,143万人が受診し、有所見者は490万人(43%)であ 

る。項目別の有所見者率を高い順にみると、血中脂質25 
%.肝機能14%、血圧10%、聴力(4000Hz) 9%.心電図 

9%、血糖8%等である。全労働者を対象とした健康保持• 

増進対策と健康障害を抱える人々が働けるようにするた 

めの対策の重要性は、この結果からも明らかであろう。

健康保持•増進対策とじrは、各種の健康診断、保健 

指導、トータルヘルスプロモーションプラン活動、職場環境 

の快適化、職域と地域を包括した生涯保健の推進等があ 

る。これらはいずれも重要だが、近年、健康診断に関して 

は、その位置づけや有効性を見直すべきこと、また健康 

診断と保健指導を一体化した活動として評価し、有効性 

を高めることの必要性が指摘されており、こうした観点か 

らの健康診断、保健指導に関する研究は特に重要と思わ 

れる。

健康障害を抱える人々(有病者•障害者)の就労に関し 

ては、適正配置、労働負荷の軽減等の措置が必要であり、 

休業者に関しては職場復帰のためのリハビリテーション 

も重要である。平成8年に労働省は「健康診断結果に基 

づき事業者が講ずべき措置に関する指針」を公表してお 

り、この指針では、労働者のプライバシーを守りつつ労働 

時間短縮、労働負荷制限、作業転換、施設•設備の整備、 

作業方法の改善等の措置を講ずるとしている。しかし、こ 

うした措置の決定に必要な、作業負荷•負担評価、労働能 

力評価等の方法や配置を適正と判断する基準には、未確 

立な部分が多く、重要な研究課題となっている。

人々が健康を享受し、働くことに喜びを見い出すこと 

力きる職場を実現するための包括的健康管理の確立が 

求められているといえよう。

【研究内容】

健康保持•増進対策の効果を評価し、より効果的な対 

策を講じられるようにすること、ならびに健康障害の有無 

に拘らず全ての労働者が、その能力を発揮して働ける職 

場作りが必要である。具体的には、下記のような研究課題 

がある。

1) 健康水準と生産性とを総合的に評価できる職域健康 

指標

2) 労働•環境•生活習慣等を含む総合的ヘルスリスク評 

価に基づく健康管理システム

3) 健康増進効果の高い健康診断•保健指導の方法

4) 労働者の生涯をカバーする一貫した保健システムの 

開発

5) 有病者障害者を就業促進のための作業負荷•負担 

評価、労働能力評価の方法と職場改善方法

6) 健康増進とプライバシー保護とを両立させた包括的 

健康管理手法の開発

【期待される成果】
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(1)健康保持•増進対策の評価指標を明確にし、より 

有効な対策を講1X41るようになるTと、(2)労働生活の質 

的向上を実現できること、⑶健康障害を持つ人々が働き 

続けられる職場、バリアフリー社会の形成を促進できるこ 

と、(4)企業の活性化に貢献できることが期待される。 

ni-7労働衛生国際基準•調和と国際協力

【重要性と緊急性】

産業活動の国際化に伴い、(1)労働衛生に係わる国 

際基準の設定と各国の基準間の調和、⑵開発途上国の 

労働衛生水準向上を図る国際協力に関する研究の重要 

性が増している。

はじめに、労働衛生関係の国際的な基準等に関連し 

ては、ILO条約•勧告、ISO規格等があり、行動計画とし 

ては、アジェンダ21を受けて設置された国際化学物質安 

全性政府間フォーラム(IFCS)で検討されている化学物 

質の排出と移動の登録、化学物質の分類と表示の統一 

等がある。しかし、それらの設定に際しては、国による制 

度の相違が支障となること、各国、政•労•使、産業間等で 

利害が衝突することも多く、国際的な調和が求められる。 

わが国が、国の政策から企業内での活動までの様々なレ 

ベルで蓄積してきた経験や情報を活かして、こ5した国際 

的な労働衛生の枠組み作りに寄与することは極めて重要 

であり、それを可能にするための研究が必要である。

次に、開発途上国への協力の問題であるが、現在、ア 

ジア、南米等の国々では、急速な産業開発と労働衛生対 

策との不均衡の結果とい:、⑴労働災害.職業病の多発、 

(2)古典的な職業病か最新の職業病•作業関連疾患ま 

での同時期発生、⑶先進工業国でかつて経験した職業 

病の発生が国を変えて繰り返される、(4)既存の情報が 

乏しく国際協力が必要な職業性健康障害の発生等の問 

題が生じている。これらの問題の解決は緊急の課題であ 

り、先進工業国に蓄積された経験、技術、情報を活用す 

る国際協力のニーズは大きい。

現在、わが国では、上述のニーズへの研究面からの貢 

献の必要性は広く認識されているが、なお研究活動は十 

分とはいえず、人材は不足している。

【研究内容】

研究の実施には、労働衛生だけでなく人文.社会科学 

等も含めた学際的•国際的な研究グ)kープ作り、行政•労 

使も含めた幅広い連携が必要である。

1) 国際基準•調和に関連する研究

① 基準設定に必要なデータ収集や科学的•技術的 

問題を解決するための研究

② 法制度、労働衛生活動等の国際比較ならびに国 

際協調からみた労働衛生の新しい枠組み作り

③ 国際動向に対応できる知識•技能を持つ労働衛生 

専門職と労使当事者の教育に関する研究

2) 開発途上国との協力に関連する研究

① 各国の労働衛生の現状把握、なびに協力のニー 

ズに関する研究

② 職業病の反復発生を防ぐ方策(法制度、リスケネ 

ジメント、中小企業対策等、各種問題に共通する要因 

への対策)に関する経験、技術、情報の伝え方

③ 職業性の疑いのある疾病等、個別問題について、 

その早期解決を図る国際協力研究

④ 労使参加で低コスト改善を行う中小企業労働衛生 

改善活動の普及に関する研究

⑤ 国際協力の経験•ノウハウの体系化•共有•活用に 

係姗究

【期待される成果】

(1)国際基準の設定はる世界的な労働と健康の両立 

への貢献、⑵新しい職業性健康障害の早期発見と予防 

対策の確立、(3)日本の労働衛生施策の見直しと効果的 

な推進、⑷国際的•学際的な研究協力の発展る日本

霣助会員•定期購読のお願い 
全国安全センターの活動に御賛同しヽただき、ぜひ賛助会員とじC入会じC下さい。 

賛助会費は、個人•団体を問わず、年度会費で、1 1万円で1□以上です。「安全セン 

ター情報」の購読の礼たいという方には購読会員制度を用意しました〇こちらも年度会費で、1部の場合は賛助

会費と同じ年1ロ1万円です(総会での決議権はありません)0賛助会員には、毎月「安全センター惰報」をお届け

するほか(購読料は賛助会費に含まれます)、各種 

出版物.資料等の無料ま割引提供や労働安全 

衛生学校などの諸活動にも参加できます〇

全国労働安全衛生センター連絡会議 

〒136-0071東京都江東区亀戸7-104 Zビル5階 
TEL(03)3636-3882 FAX(03)3636-3881
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米JfF両院が人間工学規則に有罪判決 
ブッシュは死刑執行令状に署名へ

本誌3月号49頁でお伝えした後のアメリカの状況をNYCOSH (ニューヨーク 

労働安全衛生センター)の情報とAPの報道から紹介する。

參 2001.3.7

昨年の大企業の数百万ドルをかけた連邦議会 

に対するキャンペーンへの投資は、3月6、7日の 

両日に配当がついた。アメリカ合衆国の上下院が、 

全国製造業協会、全米商工会議所その他の経営 

者グループが最優先課題と呼んだ、労働者の人 

間工学的防護を抹殺する法案を通過させたのであ 

る。

3月6日の上院における56対44の評決には、 

企業、ブッシュ政権、50名の全共和党員の側に立っ 

た6名の民主党員も含まれている。その翌日、(T 
院における)223対206の評決では、16名の民主 

党員が、13名を除く全共和党員と同じ側に立って、 

年間160万の反復ストレス傷害を予防できたはず 

の労働安全衛生庁の職場安全規則を葬った。ブッ 

シュ大統領は、すでに人間工学規則の死刑執行 

令状に署名することを公約している。

「働く国民の利益に敵対する上下両院議員たち 

は先を競って、労働者保護基準を制定させるいか 

なる努力にも反対している、貢献者である大企業 

への政治的な借りを返そうとした」と、AFL-CIO会 

長ジョン•スウィーニーは語った。

エドワード_M •ケネディ(D-Mass)議員は、投票 

後、「これは特別な利害関係をもった立法だ。政治 

的な結果であり、その点を間違ってはいけない」と 

話した。

人間工学基準は、使用者に、人間工学傷害の 

原因となる職場の危険有害要因に対処することを 

求めているが、それは(現実に)1件の傷害が発生 

してからに限っている。毎年160万件の反復ストレ 

ス傷害が報告されており、労働安全の専門家たち 

は、労働者が報復を恐れて報告していない傷害が 

さらに数十万あると信じている。報告された傷害の 

うち60万件は、労働者に休業を強いるほど深刻 

なものである。

上下両院は、かつて一度も用いられたことのな 

い連邦再審議法に基づいて、労働者の安全に対 

する攻撃を開始した。連邦再審議法は、立法に関 

する「原子爆弾」として知られている。なぜなら、単 

純過半数しか必要とせず、上院における議事妨害 

を禁止している迅速に手続を進められる手段であ 

り、また、上下院の承認と大統領の署名を得れば、 

連邦議会が〇 SHAに類似規貝IJを発行することを 

許可する新たな法律を通過させない限り、OSHA 
が同様のいかなる職場人間工学規貝Gをも発行す 

ることを禁止することになるからである。

人間工学基準を抹殺しようという動きは、全国製 

造業協会(NAM)、全米商工会議所その他の大 

企業団体からの支援を受けている。先週ワシント 

ンで開かれた1,700名のNAMのメンバーが集まつ 

た集会に出席したとき、NAM副議長ディック•チェ 

イニーは、200名の労働組合員、被災者、安全活 

動家たちの出迎えを受けた。会場の外の歩道では、 

抗議の行進と「人間工学基準に手を出すな、労働 

者に対する奇襲［Bushwhack =ブッシュにかけて 

いる］をやめろ」のスローガンが繰り返された。

參 2001.3.15

労働安全衛生庁(OSHA)が10年以上の時間
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をかけて策定した職場安全規則を無効にするのに、 

連邦議会の議員たちがかけた時間は6日間(これ 

には12時間足らずの投票の時間を含んでいる) 

だった。

OSHAの人間工学基準は、連邦議会の議決に 

よって無効とされた。これは、迅速手続、修正なし、 

議事妨害禁止という規則のもとで、3月1日に連邦 

議会に提出され、上院では3月6日、下院ではそ 

の翌日に通過した。無効化は、連邦議会に行政執 

行機関の新たな規則を取り消す権限を与えた、5年 

前に制定された連邦再審議法を初めて用いること 

によって行われた。OSHAの30年の歴史の中で、 

規則が無効にされたのは初めてのことである。公 

衆や労働衛生保護のための他の最近の規則も、 

連邦再審議法その他の手段によって無効化され 

るリスクに直面していると考えられている。共和党 

の言っていることとは裏腹に、連邦再審議法は2001 
年7月まであるいはもっと遅くまで、クリントン時代 

の諸規則に対する潜在的武器になるだろう。

下院における共和党指導者の絶対的な力は、 

人間工学基準をつぶすための過半数を確保し、大 

企業の後援者たちに報いるために、無理強いや 

強引な手段に頼ったものだった。

解決のための徹底的な討論の要求を共和党が 

拒否したことに対して、人間工学基準の擁護者た 

ちは、議会指導者たちを第2次世界大戦中のドイ 

ツになぞらえながら、卑怯な戦術を使った下院多 

数派への非難を繰り返して抗議しながらも、挫折感 

を禁じ得なかった。

「共和党の戦闘司令部の戦略は、迅速さと貢献 

者たちからの圧倒的な支援によって、反対の意思 

を押しつぶしてしまおうとすることだった」、とメイ 

ジャー•オーエンズ議員(D-NY)は語る。「人間エ 

学を挫折させた次の攻撃目標は、公正労働基準 

法における時間外労働とデヴィス•ベーコン優勢 

賃金法であり、『賃金の保護』という最終目標に向 

けて征服の行進を続けることである。最低賃金や 

時間外労働に対する現金払いという概念は永遠 

に排除されるかもしれないし、少なくとも現在の政 

権が続く間は、これらの共和党の積年の目標に対 

する解決が与えられるだろう。」

下院における評決の後、キャピトルヒルの観察 

者たちは、人間工学規則の無効化は新たな時代 

の始まりを示すことになりそうだと、オーエンズの警 

告と同じことを言っている。

3月11日付けのワシントン•ポスト紙は、「最近 

記憶にあるうちではもっとも沸き立つ週となったこ 

とに励まされ、経営側のロビイストたちは、共和党 

がホワイトハウスを支配していることによって助長 

される企業寄りの新たな風潮を現金化する希望を 

抱いて、何ダースもの積年の立法要求を再び持ち 

出す準備を始めている」と報じている。

「連邦議会は先週、策定に10年かかった職場 

安全規則をあっと言う間に廃止し、続いて破産法 

改正に向けて動き出している」と、ポストの記事は 

続ける。「しかし、この勝利を味わいつつも、経営 

側の代表たちは、環境や国土利用に関する諸規 

則を逆戻りさせ、欠陥製品の企業責任を限定し、 

患者の医療記録のプライバシー保護規則を書き 

換え、石油精製所やパイプラインの新設を妨げる 

煩雑な手続を削減し、アラスカにおける北極野生 

動物保護を石油掘削のために緩和させるなどの広 

範囲にわたる議題を通過させることを考えているの 

である」。

人間工学規則に関する投票の1週間後、ある 

下院の上級スタッフは匿名でNYCOSHに対して、 

破産法案の次の共和党のターゲットが何であるの 

かをわれわれが知らされていないことは不安だと 

話した。この静けさは、何にねらいを付け、どのよ 

うな攻撃手段を用いるかということについて、いく 

つかの作戦計画が進行中であることを示している。 

彼らが再び襲いかかろうとしていることはわかって 

いるが、どこを守ったらよいかわからないために、 

うまく準備ができないでいる」。

AFL-CIO、2ダース以上の主要労働組合、 

COSHグJレープ(NYCOSHを含む)等でつぐるセ 

ンシブル•セーフガードのための市民連合の運営 

委員会は、3月14日の会議で、ブッシュによる行政 

管理予算局、情報•規制問題局(OIRA)局長への 

ジョン•グレアムの指名に注意を集中していくこと 

を決定した。上院によってOIRA局長として承認さ 

れれば、大企業のための規制に反対する調査研
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究サービスによってキャリアを固めてきたグレアム 

が、新しい規則が発効する前にそれを拒否する権 

限をもつことになる。市民連合のメンバーでもある 

パブリック•シチズンは、ちょうどグレアムの経歴に 

関する長文の批評『リスクにさらされるセーフガー 

ド：ジョン•グレアムと企業国家アメリカのブッシュ- 

ホワイトハウスへの裏口入学』を発行したところで 

ある。

センシブル•せーフガードのための市民連合運 

営委員会議長のゲーリー •バスはNYCOSHに対 

して、共和党が別の件で連邦再審議法を使うとは 

考えていないと語った。「規貝Uを変更させるために 

は多くの別のやり方があるし、先週連邦再審議法 

を用いたことに対する怒りの声が大きいから、共 

和党はおそらく別の手段を用いるだろうJ。バスは、 

別の件での連邦再審議法による解決を無視する 

わけではないと付け加えた。「それは鈍い武器では 

あるが、非常に効果的になり得ることが示された」。

これまで見過ごされてきた連邦再審議法の潜在 

的に危険な側面のひとつは、その対象範囲の広 

さである。「連邦再審議法は連邦議会に、新たな規 

則を見直すのに『60日間』を与えているが、下院 

規貝IJ •管理委員会の説明書きの小さな文字をみる 

と、『60日間』はほとんど6か月近いことがわかる。 

なぜなら、『会議日』によって時間を計るからで、暦 

日よりもだいぶ長くなる可能性があり、上院が夜間 

の会議をよすかどうかで左右される。例えば、咋年 

は7月12日から12月31日までの間に『60会議日』 

あったが、これは暦の上では6か月近いのである。」 

彼女はさらに続ける。『連邦再審議法は、前期議 

会から60『日』が経過するまでの間、新しい議会に 

すべての規貝Uを見直す権限を与えている。その結 

果、2001年7月になっても、議会は、2000年7月 

に仕上げられた規貝IJを無効化する権限をもってい 

ることになるだろう。」

人間工学基準を失ったことは莫大な逆行ではあ 

るが、ニューヨークの労働組合と労働者は、基準 

を守るための取り組みでわれわれが行ってきたこ 

とに誇りをもってよい」、とNYCOSH理事長ジョエ 

ル•シャフロは言う。「われわれの努力の結果、議 

会におけるニューヨークの代表の85%が基準の 

無効化に関して『N。 !』と投票した。基準への支 

持率の高さでこれを上回るのはわずか3州である。 

これはだいたい政党割の投票結果と同じだった」。 

シャフロは付け加える。「しかし、ニューヨーク州の 

代表は、同州の11名の共和党議員のうちの6名 

が基準の無効化に反対する投票をするという形勢 

にうかれてしまった。基準を葬り去る投票をした5名 

の民主党議員は自らのことを恥じるべきである」。

FOSHAの基準がなくても、われわれは、人間エ 

学的危険有害要因から自らを守る必要がある」と 

シャフロは続ける。「いま安全と健康の防護にとっ 

て鍵となることは、これまでも常にそうであったよう 

に、組織である。多くの労働組合が、労働協約の 

中に人間工学的セーフガードを協定化してきた。組 

織化された労働者はさらにそのような協約を獲得 

する必要がある。労働組合に加入していない労働 

者にとっては、安全と健康の問題は、組織化への 

力強いインセンティブである。

ほかにもなすべきことがある。UNITE!の業 

務用クリーニング労働者たちの事例［1‘2月号25 
頁囲み記事参照］に続いて、人間工学基準の中の 

言葉を自らの労働協約の中に書き入れよう。人間 

工学問題を労使安全委員会の最優先事項として 

維持する、人間工学ハザーズを認識し除去するこ 

とや、人間工学的傷害の初期の段階における徴 

候および症状について自らを教育訓練する、労働 

関連性人間工学傷害による治療および賃金補償 

に関する労災補償制度のもとでの権利について 

自らを教育する、使用者にすべての労働関連筋 

骨格系傷害をのOSHA様式または他の労働関連 

傷病記録に記録させるようにする、危険有害な人 

間工学的条件について苦情処理手続を活用する、 

反復過労傷害によって障害を負った労働者に障 

害者法のもとにおける合理的な便宜を要求する。

參 AP, 2001.3.8

ワシントン(AP)一議会は水曜日(3月7日)に、 

反復動作による傷害を抑制することを目的とした新 

たな職場規則を無効化する評決を行った。これは、 

昨年ホワイトハウスと議会の支配［->27頁に続く］
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各地の便り

有機溶剤による中毒性調節障害

神奈川參同僚の聞き取り調査が決め手

1998年10月、関東航空計器 

(株)で働いていた鈴木健也さん 

(26歳)が、有機溶剤中毒で藤沢 

労働基準監督署に労災申請を 

行った。

関東航空計器(株)は、防衛庁 

を主な取引先とする航空計器専 

門の整備会社。神奈川県藤沢市 

の引地川の下流域の稲城地区 

にあり、ダイオキシン流出事故で 

問題になった荏原製作所藤沢エ 

場はすぐ近くだ。

鈴木さんは、1996年4月1日 

に同社の生産1課1係に入社。 

航空計器の塗料の剥離(シン 

ナー及び剥離剤使用)、はんだ 

溶接、計器の分解、洗浄(ベンジ 

ン、シンナー、ケトン、ブタノン、 

アルコール等)の整備作業に従 

事していた。

1997年8月頃から貧血と手足 

のしびれが発生し、北里大学病 

院神経科に入院。検査の結果、 

手足のしびれについては有機溶 

剤中毒が疑われた。翌年の 

1998年5月には、眼痛、頭痛、 

耳鳴りが発生し、とくに眼は視力 

の低下がはっきりと自覚できる状 

態だった。

同年6月には眼痛が著しく、白 

い膜がかかり、さらに視力が低下 

したので、北里大学病院眼科に 

入院。原因については、「有機溶 

剤｝ひる中毒性調節障害の疑い」 

と診断された。

有機溶剤を使用する際、ゴー 

グル、手袋、マスクを使用してい 

なかった。これらの使用を要求し 

たが、会社側に要らないと言われ 

た。換気扇の整備も要求したが、 

無視された。このような会社のず 

さんな安全管理に原因があるこ 

とは明らかだった。

鈴木さんは父親を伴って会社 

に赴き、責任を追及した。会社側 

は、「環境整備は万全であり、責 

任はありません」の一点張り。ま 

た、診断書を提出しているにもか 

かわらず、産業医による尿検査 

を強要する対応を続けるかり 

だった。そこで、鈴木さんは休業 

して療養に専念したが、就業規則 

の休職期間切れも迫ってきた頃、 

ついに労災申請することを決断 

した。

労災申請と同時に、鈴木さん 

は、防塵マスクの不使用など、安 

全衛生規則違反や有機溶剤中 

毒予防規則違反で藤沢労基署に 

申告。父親が会社に赴いて工場 

見学をした際、鼻をつく刺激臭が 

していたことから、トルエンなどの 

有機溶剤が許容濃度を超えてい 

ることが疑われた。

藤沢労基署の監督官が立ち入 

り調査した結果は、就業規則に一 

部違反らしきものがあった以外 

は、法違反を現認できないという 

ものであった。また、鈴木さんは、 

会社が定期的に実施している有 

機溶剤の特殊健診を受診してお 

らず、手のしびれや眼痛、頭痛、 

耳鳴り、視力の低下などがどの有 

機溶剤の中毒症状なのか特定で 

きなかった。

しかも「中毒調節障害の疑いJ 
と診断した北駄学病!^尿検 

査はされておらず、診断はあくま 

でも「疑い」の域を出なかった。悔 

しいことに、鈴木さんの労災が有 

機溶剤中毒であることの因果関 

係を立証する決め手を欠いてい 

たのである。監督署の説明不足 

のために、立証責任が請求者側 

にあることなどをセンターが代行 

して彼に説明しなければならず、 

少々辛いものがあった。

しかし、これを打開する突破口 

となったのが、同僚の聞き取り調 

書にある健診結果だった。鈴木 

さんは、労災申請するときに自己 

意見書を提出していたが、そこで 

は有機溶剤によるアレルギーで 

会社を辞めた同僚のことや仕事 

中に気分が悪くなり、工場内で倒 

れてしまった同僚がいることにも 

触れていた。そのこともあって、監 

督署は何人かの同僚の聞き取り 

調査を進めていた。

2000年2月24日の藤沢労基 

署との交渉啤數も言'5^跡、 

ある同僚の聞き取り調書の中に、 

会社の特殊健診の尿検査の結 

果が悪く、再検査にひっかかって 

いたことが聴取してあることがわ 

かったのである。しかも、その同 

僚が健診で再検査を指示された
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1997年4月は、鈴木さんが有機 

溶剤中毒によると思われる症状 

が出は⑶た時期と重feTVふ 

そこでくセンターでは、この件に 

ついて同僚全員の聞き取り調査 

を行うこと。また、同じ職場の同僚 

が尿検査の結果、有機溶剤に曝 

露されていたことが証明された場 

合、尿検査を受けていない鈴木 

さんの中毒症状が有機溶剤によ 

るものであるかどうかについて、 

化学物質過敏症で著名な石川哲 

三氏に意見書依頼をすること、な 

どを監督署に要請した。

藤沢労基署が退職者した同僚 

も含めて12人の同僚に聞き取り 

調査し、会社にも健診結果の提 

出を求めたところ、1997年には1 
名、1998年には2、3名にトルエ 

ンが原因の馬尿酸値が基準値よ 

り髙いことがわかったのである。

石川意見書で铺定診断はで 

きないが、同僚の尿検査の異常 

値が出たことを前提にすれIX、鈴 

木さんの視力障害と有機溶剤と 

の関係は否定できないということ 

だった。他の医師らの意見書が 

すべて因果関係については否定 

的であったため、この石川意見書 

は最後の頼みの綱とも言うべき 

ものであった。

しかし、残念ながらこれですぐ 

業務上との結論が出たわけでは 

ない。藤沢労基署はこれだけの 

材料を揃えても自前で判断する 

自信がなく、2000年5月以降は神

私は1996年4月1日、関東航空計器(株)に 

入社しました。仕事の内容は航空機の計器の 

整備点検で、具体的作業は、部品の塗料の剥 

離と洗浄、半田溶接、部品の分解、部品の機 

能点検です。特に、塗料の剥離と洗浄では有 

機溶剤を使用して作業しました。

部品を溶剤へ「どぶずけ」する際、溶剤の揮 

発により眼がしみて、めまい、臭気がひどい状 

態でした。上司に作業の改善を求めましたが、 

ゴーグルや手袋は必要ないと言われ、新品の 

手袋があるのに課長は使わせてくれず、仕方 

なく素手で作業を行いました。

1か月程すると手が荒れはじめ、指の皮が剥 

けるようになりました。同僚も同じ状態でした。 

1997年8月頃からは、めまいと手足のしびれ 

が発生し、北里大学病院で検査した結果、有機 

溶剤による中毒症状が疑われました。神経内 

科に約3週間入院しましたが、全治しませんで 

した。退院後も会社の仕事内容は前記と変わ 

らず、体調が悪く早退したり、休むことが度々あ 

り、上司から良ぐ思われず大変辛い日々でした。

1998年5月下旬、朝起きると目が見えず、痛 

み、頭痛、耳なりがします。病院で、有機溶剤 

使用tCJ；る「中毒性調節障害」と診断され、貌、 

全盲になる可能性があると言われ、精神的に 

大きな打撃を受けました。約1か月入院治療し、 

体中の溶剤は解毒されましたが、障害を受け 

た視神経は元へは戻りませんでした。視野が狭 

くなり、視力は低下し(両眼で〇.08)、眼痛のた 

め鎮痛剤を服用する日々が続きました。

会社とは、病気について、医者の診断をも 

とに何度か話し合いましたが、会社は作業が原 

因ではないと言います。私は入社する前は海 

上自衛隊に入隊しており、運動神経の良さと体 

力と健康をかわれ、潜水艦の乗員に選ばれた 

程で、健康には自信がありました。

さらに、会社から解雇通知を受け、大変ショッ 

クを受けました。私の病気の原因は会社の職 

場環境にあるのに、一方的に首を切られるの 

はとても納得いきません。何回か会社と話合い 

ましたが、らちがあきませんでした。その後、神 

奈川労災職業病センターやソーシャルワーカー 

の助言もあり、労基署に労災申請をし、今年1 
月に労災認定されました。時間もかかり、一時 

はほぼ無理だと内心思ってましたが、皆さんの 

おかげです。ありがとうございます。監督署の 

対応にはあまり納得はいきませんでしたが、結 

果は良かったと思います。

これで終わりではないので、これからも頑張っ 

ていきます。会社に対しては、謝罪と慰謝料を 

求めることも考えています。今後は、眼の治療 

をしながら、このような健康状態でも働ける職 

場を探して両親を安心させたいと思います。

2001年2月8日鈴木健也
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奈川労働局りん伺扱いに。専門 

医に意見を求めることがその理 

由だったが、それでも最終的判断 

ができないため、結局、最後は本 

省りん伺になった。

そして、半年後の年も押し詰 

まった2000年12月23日に業務 

上の認定が下りた。理由は、同僚 

に有機溶剤に曝露したものが何 

人かいることから、鈴木さんの中 

毒症状が有機溶剤によるもので 

ある蓋然性が認められる。また、 

石川意見書により鈴木さんの視 

神経症状が有機溶剤によるもの

谢)労働?^^では1996 
年か国際協力の一環としてヴェ 

トナム人医療者の研修を行って 

いる。2000年度も11月末から12 
月いっぱい、2名のヴェトナム人 

医師が研修に来日した。ひとりは 

チン(Phan Van Chin)さん、もう 

りはクァン(Tran Nhat Quang) 
さん。おふたりとも医師で、チンさ 

んはメコンデルタにあるカント省 

労働衛生環境センター、クァンさ 

んはやはりカント省の結核セン 

ターで仕事をしている。

東京安全センターが昨年企画 

した「/□ンデルタ20)0」［2000年 

11月号参照］でカンK労働衛生 

環境センターにお世話｝ぬった際 

ヒ、同センター所長からぜひ東京 

労働安全衛生センターとひまわり 

であることが否定できないこと、等 

であった。石川意見書の詳しい内 

容はわからないが、鈴木さんの 

視神経症状が-  ̂醐匕学物質 

過敏症と鑑別されていたものと思 

われる。

急増する化学物質過敏症の中 

でも因果関係さえ証明されれば、 

そこに少なからずの有機溶剤中 

毒が含まれていることを考えると、 

今回の鈴木さんの有機溶剤中毒 

の労災認定の意羲は大 

ぎいと思う。

(神奈川労災職業病センター)

診療所でじん肺の研修をやらせ 

てほしい旨の申し出があり、実現 

したのである。じん肺の研修内容 

としては、ンデルタには炭鉱や 

鉱山はないので、工場(製造業) 

の粉じんによるじん肺に重点を置 

いて行った。

12月11日から研修は始まっ

た。ILOのじん肺標準フイルムに 

よるじん肺X線フイルムの読影の 

基礎から、症例を中心とした製造 

業の粉じんによるじん肺、石綿肺 

について講義に続いて、50枚の 

X線フイルムの読影トレーニング 

も行われた。また、じん肺患者同 

盟の患者さんとの交流もあり、患 

者さんからもヴェトナムのじん肺 

について活発に質問が出された。

江戸川区平井にある製缶工場 

どゞネエ製造工場を訪問し、そこ 

での改善事例と改善すべき点を 

各々3つずつ挙げてもらいなが 

ら経営者とも意見交換を行った。 

おふたりともカント省労働衛生環 

境センターでの経験があり、さす 

がに鋭い指摘をされていた。

このよぅな研修は私たちは初め 

ての経験であったが、研修する私 

たちも非常に勉強になった。しか 

し、何と言ってもお互いに英語が 

なかなか上手く通じないのが大変 

だった。今後の課題である。

ヴェトナム•カント省のじん肺の 

取り組みはこれからとのことで、 

今回の研修がとの取り組みに少 

しでも役立てば幸いである。 

(東京労働安全衛生センター 

代表•平野敏夫)

～エトナムのお医者さんが我が家に来た!!

東京労働安全衛生センター事務局仲尾豊樹

昨年の夏、ヴェトナムで歓待を 

受けたのだから、ひまわり診療所 

での研修の時は我が家に泊めて 

あげよう、と気安く引き受けたのが 

10月半ばだった。チンさん、クァン

さ/uhは夏姗修でれに顔見知 

り。フリーに泊まれる部屋を作ろ 

ぅと、少し無理をして家を拡張して 

から初めての本格的なお客様で 

あった〇

ヴェトナム人医師の研修受入れ 

東京參「メコンデルタ2000jきっかけに
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いろいろな問題が発生した。ま 

ず言葉である。チンさんの英語は 

ヴェトナム南部なまり丸出しであ 

る。一方のクアンさんは英語にな 

れていない。

一昨年ヴェトナム訪問をしたと 

きの私よりも少しよいかな、という 

程度。この訪問者に対して、間違 

いだらけのべらんめえ英語を話 

す私と、英会話初歩の妻と高校 

生であるふたりの子供たちが対応 

した。問題はご飯時。会話を事欠 

いては国際親善にならない。飯 

を食べ、時には少しビールを飲み 

ながら、酔いにまかせて場を持た 

せた。

次に料理。せっかく日本に来 

たのだから手作り日本料理を(こ 

こでいう手作りとは一緒に作り片 

づけるということも含んでいる)と 

いうことで、私は10日間ほとんど 

の夕食を家で作ることにした。振 

り返ってみれば、子供たちが保育 

園を卒業して以来、こんなにまじ 

めに飯を作ったことはなかった。ち 

なみに私(たち)が作った夕飯をあ 

げてみると、すき焼き、てんぷら、 

ハンバーグ、カレーライス、トンカ 

ツ、手巻きすし、お好み焼き、おで 

ん、など。どうです、ちょっとしたフ 

ル日本庶民料理でしょ！？

また、お昼に持たせたランチ 

ボックスは、ホットドッグ、サンドイッ 

チ、おにぎり、お弁当など、これも 

子供たちが試験休みということで、 

私がせっせと仕込んだのだった。

そして、週末の観光。職業病の 

勉強にきたのだからということで、 

日光•足尾の日帰り旅行に行くこ 

とにした。東北道を利用して、まず 

は日光東照宮へ。チンさんは、仏

像の前に行くとヴェトナム式の慇 

恝なポーズで三拝する。陽明門 

の絢爛豪華さにもびっくりしてい 

たが、その下の大きなかめにはっ 

た分厚い氷にさらに感激。お賽 

銭が凍りついているのをみて大 

喜びでした。何せ今の季節ヴェト 

ナムは25度なのです。

日光から峠を越せば足尾に行 

けるということを知っている人は 

そう多くはない。ましてや、鉱毒で 

百年経った今も木一本生えない 

荒涼とした山々と廃墟と化した松 

木村のたたずまいを知る人はもっ 

と少ないのではないか。松木村の 

旧村道の真ん中に立って、岩肌 

をさらけ出した山々を見上げるふ 

たりの胸の内にはいたくこたえる 

ものがあった様子であった。「こ 

のようなことをしてはならないです」 

と感想を述べたチンさんでした。

何とかしてノート型ノでノコンを買 

いたいというふたり。ただし予算は 

各々3万円まで。いったいこんな 

ことが可能なのかといろいろ調査 

した結果、土日に限って出没する 

秋葉原フリーマーケットがもっと 

も手頃という結論になった。師走 

の最後の土曜日、私たちは秋葉 

原へと出陣、道ばたを覗いては手 

頃なものを選んで回った。チンさ 

んは予算をオーバーしたが4GB 
のIBMをゲット。後はクワンさん 

のを探して回る。新婚ほやほやの 

クァンさん、英語学習用に安いの 

でいいからと必死。ついに、とあ 

るフリーマーケットでIBM ノートパ 

ソコン約1GMが1万円で売って 

いるのを発見した。迷わすゲット。 

おふたりとも「とっても幸せ」と、笑 

顔を絶やさなかった最後の休日 

でした。

12月31日離日前のふたりから 

メールが届く。「あなたの家族は親 

密で、暖かぐC、オープンで、熱意 

があって、とても素敵に過ごすこ 

と力^きました,"Joちよっとほめす 

ぎかな、と思ったがわ力塚にとって 

もとても楽しい2週間でした。

ヴェトナムの皆さん、またのお
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針刺し事故から1年後に発症 
東京參看護婦のC型慢性肝炎認定

21歳で資格習得以来、看護婦 

として働いてきたKさん(62才•女 

性)は、20年勤めた病院を一昨 

年3月、定年退職した。その後、 

約1年、主婦生活をしていたが、 

2000年早春、新たな病院に再就 

職を決めた。

ところが、新しい就職先の病院 

での健康診断で、Kさんが告げら 

れたのは、まさかのC型慢性肝炎 

という診断結果だった。あまりに 

突然だったため、にわかには信 

じられなかったKさんだったが、記 

憶をたどっていくと、唯一思い当 

たる感染源があった。

それは、退職も間近に迫った 

1999年3月8日、Kさんが当時の 

就労先M病院(東京都八王子市 

所在)の透析室で婦長として勤務 

しでV、た時に起きた針刺し事故で 

ある。

その日、Kさんは、C型肝炎の 

患者さんへの透析終了間際、主 

治医の指示にしたがって、患者の 

ダイアライザーに接続しているV 
チャンバーに注射器を差し込み、 

液薬を投与した。投薬後に、差し 

込んだ注射針を抜き取る際、太 

めの針だったため、力を入れて上 

方向に引き抜いた。このとき、K 
さんは、引き抜いた反動で針刺し 

穴脇に添えた左手人差し指を針 

で刺してしまったのだ。すぐに、傷 

ロから血を絞り出し水道の流水 

で洗い、アルコール綿をつけた。 

その場を通りかかった同僚に針 

を刺してしまったことを話したとこ 

ろ、「大丈夫か?Jと声をかけられ 

たという。

しかし、事故を病院に届けなけ 

ればと一度は思ったものの、退職 

間近のKさんは、「労災のカルテ 

作成等で職場に手数をかけるの 

は気詰まりだ。感染するとは限ら 

ない…」と自分に言い聞かせ、事 

業所である病院への届け出を事 

実上怠ってしまったのだ。

退職してからの1年は平穏だっ 

た。そして肝炎の診断を受け、あ 

の針刺し事故以外に感染は考え 

られないと、以前の職場に連絡 

した。当時、届け出を受けていな 

かった病院側としては困惑したよ 

うだ。自分の判断の誤りを反省し

労働関連ストレスに関する3年 

間のキャンペーンの、真のインパ 

クトを評価するのに役立つに違 

いない調査の報告書が、イギリ 

つつ、Kさんは針刺し事故の事実 

を証明し、労災認定を受けたいと 

センターを訪れた。

昨年9月、八王子労働基準監 

督署へ労災請求し、1999年3月 

の針刺し事故の経緯、および事 

故前の肝機能検査データ、事故 

後1年間の生活を検証し、感染は 

前述の針刺し事故によるとの確 

信を意見書で訴比現認者とし 

て、事故直後の流し場で会話を交 

わした元同僚からも、事故が事実 

であったことの証明に協力を得 

た。針刺し事故から2年たった今 

年3月、KさんのC型肝炎は業務 

上と決定された。

認定決定を喜びつつ、残念で 

ならないのは、2年前、Kさんが 

病院側への報告を躊躇してしまっ 

たことだ。20年勤め上げた病院を 

退職するKさんがすべきだったの 

は、報告手続きの煩雑さを気遣 

ぅことではなかった。求められてい 

たのは、Kさんの事故報告が今 

後も現場で働く同僚たちの針刺し 

防止対策に活かされることだった

(東京労働安全衛生センター)

ス労働安全衛生庁(HSE)から出 

版された。このレポートー労働関 

連ストレス•キャンペーン評価の 

ためのベースラインの祺定一は、

3年間のストレス•キャンペカ開始 
イギリス♦成果評価のための調査も実施
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労働医学研究所(IOM)のアデ 

ル•ピルキントン博士率いるチー 

ムによって実施された。調査の主 

な結果は、回答者の76%がスト 

レスは他の職場の安全衛生問題 

と同じやり方で管理するべきだと 

回答、40%が自らの職場ではす 

でに労働関連ストレスを減少させ 

る取り組みに着手してレ込と回答、 

したということである。自らの職場 

ですでに、労働関連ストレスに対 

処するための初歩的なレベルの 

何らかの介入を用いていると回 

答した者のうちの35%について 

のフオローアップ•インタビューの 

結果では、45%の回答者が自ら 

の事業所は労働関連ストレスに 

取り組むのを助ける資源の存在 

を知らないと回答した。

この結果は、IOMチームが特 

別に開発したコンピュータに基づ 

く質問用紙を使って、大•中•小事 

業所もれなくランダムに選んだ電 

話による調査に基づいたもので 

ある。電話によるフォローアップ• 

インタビューは'、労働関連ストレ 

スに対処するための具体的な介 

入を実施あるいは評価している 

事業所から抽出して実施された。

HSEでは、これらの指標が著 

しく改善される1fe®と期待しており、 

キャンペーンの最後に、再度調 

査されることになろう。キャンペー 

ンは、ストレスに注意を喚起する 

日(National Stress Awareness 
Day、2000年11月1日)から始ま 

り、これは安全衛生委員会(HS 
C)のより幅広いこの問題に関す 

る戦略の一部となる。キャンペー 

ンの次の段階は、いまや業務上 

疾病のもっとも大きな原因のひと 

つと認識されているこの問題に、 

事業所が取り組むことを助ける包 

括的なガイドのセットを出版する 

ことになるだろう。これらのガイド 

は、事業所に、この問題といかに 

取り組むかの実践的なアドバイス 

を提供する。

HSE衛生局の上級政策マネー 

ジャーであるエリザベス•ジンゲル 

は、次のように言っている。fこの 

調査は非常に有用である。事業

所は労働関連ストレスに取り組む 

ための援助を必要としていること 

を教えてくれている。われわれは、 

そのために役立つものを提供し 

ようと思っているが、宣伝だけで 

は病気になる人を減らすことはで 

きないということも知っている。必 

要とされているのは、何かをする 

ための上級経営陣の確固とした 

関与である」。
姗

シリカを第1群発がん物質に
高知•産業衛生学会が暫定勧告

日本産業衛生学会は4月6 
日、高知で第74回総会を開催し、 

この場で、シリカを第1群(人間に 

対して発がん性がある)「発がん 

物質暫定物質(2001)」とする(新 

提案)などとした許容濃度等に関 

する委員会の勧告を了承した。

また、昨年の総会で勧告され 

た、石綿(アスベスト)等の「発が 

ん物質の過剰発がん生涯リスク 

レベルに対応する評価暫定値 

(2000)」等については、1物質の 

許容濃度を除き、「暫定」がとれて 

正式な勧告に格上げされた。

今回の勧告は、7月発行の「産 

業衛生学雑誌」に提案理由を含 

めて掲載され、特段の異議意見 

がなければ来年の総会で正式な 

勧告となるものと予想される。

今回のシリカに関する決定は、 

1997年にIARC (国際がん研究 

機関)がグループ1(ヒトに対して 

発がん性あり)と決定して以来、 

待ち望まれていたものである。

じん肺の主要な原因物質であ 

るシリカ(二酸化珪素)に関しては、 

発がん性に着目した観点からの 

衛生対策と職業曝露による肺が 

んの補償対策の両面からの対策 

の充実が切に望まれている。

IARCやドイツ(MAK)、アメリ 

力(NTP)、韓国等々、国際的な 

評価が「明らかに確立」している 

にもかかわらず、日本の行政は 

重い腰をあようとしていない。 

それどころか、1月号で紹介し 

たように、昨年末に相次いで、双 

方の対策に関して国際常識に逆 

行する2つの「専門家検討会」の 

報告をまとめたばかりである。

今回提案を行った許容濃度委 

員会の委員長がその一方の専門 

家会議に名を連ねている 

ことは笑えない話である。

52安全センター情報2001年5月号



東

東

TEL (042) 324-1024 /FAX (042) 324-1024
東

新

静

TEL(0543) 66-6888 /FAX (0543) 66-6889
京

大

兵

TEL(06) 6488-9952 /FAX (06) 6488-2762
兵

TEL (06) 6488-9952 /FAX (06) 6488-2762
兵

TEL(078)251-U72 /FAX(078)251-1172
広

TEL (082) 264-4110 /FAX (082) 264-4110
鳥

TEL (0857) 22-6110 /FAX (0857) 37-0090
愛

TEL (0897) 34-0900 /FAX (0897) 37-1467
愛

TEL (089) 941-6065 /FAX (089) 941-6079
高

TEL (0888) 45-3953 /FAX (0888) 45-3953
熊

TEL (096) 360-1991 /FAX (096) 368-6177
大

宮

TEL (0245) 23-3586 /FAX (0245) 23-3587

TEL (075) 691-6191 /FAX (075) 691-6145 
E-mail koshc@osk2.3web.ne.jp
TEL (06) 6943-1527 /FAX (06) 6943-1528

E-mail etoshc@j ca. ape. org
TEL(03) 3683-9765 /FAX (03)3683-9766

TEL (0982) 53-9400 /FAX (0982) 53-3404 
E-mail sh-net@ubcnet.or.jp
TEL (03) 3239-9470 /FAX (03) 3264-1432

TEL (042) 324-1922 /FAX (042) 325-2663 
E-mail k-oshc@j ca.ape.org 

刊30-0062 横浜市鶴見区豊岡町20-9 サン□"ポ豊H505 TEL(045) 573-4289 /FAX (045)575-1948 
E-mail KFR00474@nifty.ne.jp
TEL(025) 228-2127 /FAX (025) 222-0914

潟參財団法人新潟県安全衛生センター
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T680-0814鳥取市南町505自治労会館内
媛•愛媛労働安全衛生センター
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福 島•福島県労働安全衛生センター
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山ロ •山口県安全センター
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京®NPO法人 東京労働安全衛生センター

〒136-0071江東区亀戸7-10-1Zビル5階
京•三多摩労災職業病センター

T185-0021国分寺市南町2-6-7丸山会館2-5
京♦三多摩労災職業病研究会

T185-0012国骑市本町44244三鏈釀生齡内
神奈川•社団法人神奈川労災職業病センター
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